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序章 
 
１．はじめに 
近代という時代概念には市民の誕生という条件が含まれていると考えられる。明治維新
後，日本が都市の近代化を進めた時期は，西洋で言えば 18 世紀以降の市民社会の成立と
19 世紀の産業革命期以降の工業化の時代を経て，また 20 世紀以降の都市計画の発展を控
えた，19 世紀後半の市民と都市との関係が新たに大きな社会問題として現れていたときで
ある。日本の都市の近代化は，西洋技術（または施設）の直接的導入に始まるというのが
通説である。しかしこの時の日本の都市の近代化に大きな影響を与えた要因として，西洋
市民社会からの影響という側面も見過ごすことは出来ない。直接的な技術面だけではなく，
これらからの影響についても新たに考慮する必要があると考えられる。その主たる流入の
舞台の一つは神戸開港場である。同地は日本の近代公園制度，市街地地券制度，地方民会
制度の制定に深く関係している。これら制度は以降の日本の都市の近代化を考える上で，
直接的な西洋化ではない日本の近代化を可能にしたと考えられる点で重要なものである。 
日本各地の都市の近代化において，これらを通じた西洋市民社会からの影響がどのよう
に展開したのか（またはしなかったのか）についての検討は今後の課題とし，本研究では
まず，神戸開港場の都市環境形成においてどのような現象が起こっていたのか，そしてそ
れが日本の都市関連制度の成立とどう関係したのか，というところまでを研究対象とする。 
西洋化ではない日本の近代化があったはずだと考え，両者の違いを考察した論稿が本研
究のきっかけとなった。稚拙な総論であるが補章として収録した。参考に供したい。 
 
２．研究対象の概要 
周知の通り神戸開港場は，1868 年 1 月 1 日(慶応 3 年 12 月 7 日)に開港し，居留地と居
留地周囲を囲むように設定された内外人雑居地（以下，雑居地。）からなり，それぞれ外国
人の居住地として発展したものである。これまでに，坂本勝比古[1965]による異人館研究
をはじめ，その都市構造について，都市史分野から全国７ヵ所の外国人居留地の整備内容
を比較分析した村田明久[1990]の研究，土木史分野から神戸や横浜居留地等の街区構成や
緑地等の生活関連インフラに注目しその構成を比較分析した伊東孝[2005]の研究，歴史地
理学分野から神戸と横浜居留地について用途構成を分析した藤岡ひろ子[1992]の研究が行
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われ，さまざまな観点からその実態が明らかにされている。 
しかし，その発展形成過程に注目すれば，神戸開港場では内外政府に代わり一般の居留
外国人が開港場全体に渡ってその都市整備を主導したという，それまでの国内外の開港開
市場には見られない稀有な特徴が新たに明らかとなる。 
以前から日本の近代都市に欠けるものとして，市民の関与や協力，コミュニティの必要
性が訴えられてきた。しかしこの過程には，市民社会が発達した近代都市において，都市
的なレベルで近代都市と親和性をもつような，新聞メディアを通じて住民と密接に連携す
る代議制議会や，自発的に形成された市民クラブやスポーツクラブ等多数のアソシエイシ
ョンを形成し，それらを通じて協働する中で，自治の喜びや，使命感，街を領有する感覚
を持ちつつ都市整備に関与し，自らが求める都市環境を獲得していく様子が現れていたよ
うに思われる。また神戸でのこのような現象は，当人たちが自負していたように，西洋人
にとっても先進的な試みであり，近代都市計画手法が確立される以前の西洋社会における
近代都市と市民とのかかわり方を示す一例としても貴重ではないかと考えられる。 
これら現象は特に，明治初期の居留地において，未整備状態で外国側に引き渡された居
留地用地に，自治機関(居留地会議 Municipal Council)の主導のもとで土木工事が行われ，
続いて順次，街灯，街路樹，歩道などが整備されていく過程や，同じく明治初期の雑居地
において，公共用地の設定がなかった居留地に代わり，自治機関や各種市民団体の協働の
もとで新たに各国共同名義の借地が確保され，その上に緑地や交流施設等の公共施設が整
備されていく過程に顕著に現れている。 
また明治初頭において，神戸の雑居地が，居留地とは異なり制度的に日本の国土内とし
て扱われていたことは重要である。雑居地への外国人の進出にともない，外国側と兵庫県
や明治政府との折衝や交渉が繰り返し行われるが，そのなかから現地外国人から直接影響
を受けるかたちで，神戸で早くに起こる日本人民間企業や日本人住民自治組織による都市
開発につながる動きが生じ，また現地日本人が求めた公共緑地の設置許可要請が明治政府
の近代公園制度の制定を促すなど，外国人の進出が日本の都市関連制度の成立と関係して
いることを確認することができる。 
 
３．研究方法と論文の構成 
(1) 研究目的 
研究対象は､西洋市民社会からの影響という観点から見て，神戸開港場においてどのような現
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象が起こっていたのか，そしてそれが日本の年関連制度の成立とどう関係しているのか，ということ
であった。 
本研究では上述の概要を踏まえ，西洋市民社会からの影響を受け神戸開港場で展開した現象
を捉えるにあたり，これを「内外住民の自治活動による都市整備の実態」を明らかにすることと置き
換え，研究の目的として設定した。現代に置き換えるならば，いわば為政者やプランナーに対して，
ユーザーの位置にいる人々により作られる近代都市の歴史をこの過程に捉えることがその目的で
ある。そして，これら動向と「日本の都市関連制度との関係」を明らかにすることを本研究第２の目
的とした。 
(2) 既往研究 
本研究に係る既往研究を列挙すれば以下の通りとなる。それぞれの検討は各章冒頭で行
うが，神戸開港場に関しては都市構造の比較研究が主で，上記のような視点でその発展形
成過程や都市整備に関与する居留外国人の動向を捉えた研究がないこと，都市関連制度に
関してはどれもそのルーツについては諸説あり定説がないことを指摘することができる。  
 
神戸開港場に関する既往研究 
・異人館研究：坂本勝比古[1965] 
・都市構造に関する研究：村田明久[1990]，伊東孝[2005]，藤岡ひろ子[1992]  
・地域発達史に関する研究：神戸大学建築史研究室，小原啓司[2000]  
・神戸開港場の自治制度に関する研究：山田郁子[1983]，洲脇一郎[2005] 
 
都市関連制度に関する既往研究 
・近代公園制度の成立経緯に触れた研究：白幡洋三郎[1995]，丸山宏[1994]，田
中正大[1974] 
・地租改正事業の端緒に触れた研究：福島正夫[1962]，奥田晴樹[1993]  
・地方民会制度の成立経緯に触れた研究：徳田良治[1959]，大島真理夫[1991]，
南森茂太[2012] 
(3) 研究方法（史料） 
本研究では内外住民の動向を捉えるために，以下の新規資料を基礎資料として用いた。
これらは１章から３章で共通して用いた。 
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・当時の英字新聞に掲載された自治機関や各市民団体の会合議事録 
・明治初頭に兵庫県がまとめた兵庫県史料 
・当時の外務省がまとめた外国人への借地の調査や公園設置に関する外務省記録 
 
また，空間的把握のための資料として，各章で，以下の新規資料を加えた。 
 
・国立公文書館の明治 3 年，明治 5 年の神戸開港場の絵図（2 章） 
・神戸市立図書館の明治 21 年地籍図を起こしたもの。（2 章） 
・イギリス公文書館 National Archives の居留地関係資料（3 章） 
 
上の３資料については，すでに他分野でその存在が知られているが，これらを用いて神
戸の都市整備過程を捉えた研究はない。また下の３資料については，他分野においてもこ
れらを用いた既往研究はない。そして特にイギリス公文書館の資料はこれまで見過ごされ
てきたといえ，本研究ではこれらを資料用いることで，神戸居留地の原計画の形成過程と
当初の構成意図が明確となった。またそれにともない神戸居留地の設計者はよく知られて
いる J.W.ハートとはいえないことも明らかとなった。さらにこれは別稿としたが，その神
戸居留地の原計画は，東京の銀座煉瓦街計画の下敷きになった可能性が極めて高いことが，
その計画内容の面からも新たに明らかとなった。なお同館にはこの他にも日本の居留地関
係の未見の資料が多数保管されていることが分かっており，今後これら資料を用いること
で日本の居留地関連研究，また都市史関連研究が大幅に進展することが予想される。 
(4) 研究対象の限定と論文の構成 
研究目的として設定した 2 論点は，それぞれは以下のように場所とそれに付随する現象
で研究対象を区切り，各章を通じて明らかにしていく。論文構成との対応は以下の通りで
ある。  
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以下の 2 点を明らかにすることが研究目的である。 
・内外住民の自治活動による都市整備の実態（A） 
・日本の都市関連制度との関係（B） 
 
研究対象の限定と論文の構成 
1 章 雑居地（A+B） 
2 章 雑居地（A+B） 
3 章 居留地（A） 
 
（A）：内外住民による公園整備（1 章），日本人住民による街路整備（2 章），外国人住
民による居留地整備（3 章） 
（B）：近代公園制度との関係（1 章），地租改正・地方民会制度との関係（2 章） 
 
本研究で明らかにすべき論点をそれぞれ（A）（B）とすると，（A）については，1，2，3
章で，（B）ついては，1，2 章で明らかにする。各章ごとの割り振りからみると，1 章では
内外人による公園整備と近代公園制度との関係を，2 章では日本人による街路整備と地租
改正・地方民会制度との関係，3 章では外国人に居留地整備について明らかにすることに
なる。 
 
章題 
1 章 明治初期の神戸「内外人雑居地」における公共施設の整備過程 
2 章 明治初期の神戸「内外人雑居地」における外国人による土地取得の推移と日本
人による都市整備過程 
3 章 神戸外国人居留地における外国人の自治活動と居留地整備過程 
 
各章題は，上記の通りである。どれも，なになに過程と揃えて終わらしているが，1，2
章では，言及という形で，別に章を設けて，都市関連制度との関係について検討を行って
いる。 
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(5) 各研究対象の分析方法 
・論点（A） 
（1 章の A）については，外国人が求める公園，日本人が求める公園，それぞれが日本政
府との間で制度化される過程を制度形成史的に把握。（2 章の A）については，外国人から
の要望をきっかけに，日本人民間企業や日本人住民自治組織による都市開発事業手法が確
立する過程を制度形成史的に把握。 またその活動の影響を，分析図を用いて空間的に把握。
（3 章の A）については，居留地会議 Municipal Council の主導のもとで，土木工事，街
灯，街路樹，遊歩道などが整備されていく過程と，その空間美学的特徴の把握を行う。 
・論点（B） 
都市関連制度との関係については，その前提として，明治初頭に神戸の雑居地が居留地
とは異なり制度的に日本の国土内として扱われていたこと，そして雑居地への外国人の進
出にともない外国側と兵庫県や明治政府との折衝や交渉が繰り返し行われ，そのなかから
現地外国人から直接影響を受ける機会があったことを踏まえ，（1 章の B）については，現
地日本人が求めた公共緑地の設置許可要請が明治政府の近代公園制度の制定を促したこと，
（2 章の B）については，外国人が持ち込む競売制度や課税規則に加え，開港場全域で習慣
的に行われた投機的土地売買，自治活動を行う居留地会議の運営方法が，地租改正案，地
方民会制度の根幹をなす具体的手法を提供したことを明らかにする。 
(6) タイトルと概念規定 
 本研究の題目， 
「神戸開港場における内外人住民の自治活動と近代都市環境の形成に関する研究」 
は，本研究で明らかにすべきことを指し示すものとして設定した。本論文における主要用
語の概念規定は以下の通りである。 
①「神戸開港場」 
一般に「神戸居留地」と表記すれば，雑居地範囲も含まれることもあるが，本章では「居留地」と
「雑居地」を分け，両者を含む全体を示したいときは「神戸開港場」と表記することにする。なお，当
時の現地の外国人は，居留地を Concession，雑居地を Settlement と区別している。地図上の
範囲については 1 章図 1 に示した。 
②「住民」 
いわゆる「上から」に対して「下から」都市整備を行う主体者を指す。具体的には現地
に居住する一般の居留外国人，日本人を指す。現代に置き換えるならば，為政者やプラン
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ナーに対して，ユーザーの位置にいる人々を想定している。 
神戸の居留地会議は一般の居留外国人の他に各国領事が参加したが，彼らの半数は商人
が兼務し，借地人の領事もおり，一般人の意見は十分反映できたといわれている1。居留地
会議が扱った居留地整備に関する案件については，彼らは母国政府の役人としてではなく，
一市民として決議に加わっており，その範囲においては彼らを住民側に位置づけることが
できる。 
また 1 章で取り上げた「花園社中」のように，日本人住民が日本の民間企業と合同で起
業し都市整備を行う事例がある。これについては企業の文化社会貢献という面があり，本
研究では住民の側に入れて扱っている。 
似た表現に，「民衆」，「市民」等の言い方がある。しかし神戸での特殊事例を，このよう
な他に概念規定をもつ用語を用いることをもって一般化する意図はないので，あえて，よ
り神戸限定の話であることが明確になるように，「住民」という表現を用いた。他に「居住
者」，「住人」という言い方に置き換えることもできる。例えば，神戸の「住民」は「市民」
としての振る舞いを見せたのかどうか，という問いを立てることが出来るが，これは本研
究において明らかにすべき事ということになる。 
③「自治」 
本研究では，西洋市民社会からの影響を受け，神戸開港場で展開した現象として，内外
住民による公園整備（1 章），日本人住民による街路整備（2 章），外国人住民の居留地整備
（3 章）の過程を取り上げた。これらが住民の自治活動による都市整備であるということ
は，本論を通じて明らかにできたと考えるが，まず最初にどのような与件を指摘してその
動向を「自治」とよびうるのかを先に示しておく。 
基本的には，本研究においても一般的な概念と変わりなく，いわゆる「上から」の規則
や規制によらない集団の自律的な行動原理を想定している。ただし「自治」といってもあ
らゆるレベルが想定でき，本研究で扱う内外人住民の活動を，特定的に「自治」活動であ
ると，あらかじめ明言できるような直接的な定義があるわけではない。それを「自治」活
動であると呼びうるのかどうかは，その他組織との比較において捉えるべきものであると
考えられる。 
1 章と 3 章で扱った外国人住民による都市整備は，居留地会議を通じて行われたが，こ
の機関については，1 章 3 節において，外国人住民の意見を反映させることができる構造
をもつ組織であったこと，都市整備に関して資金を管理し，提案と決定を行うことができ
8 
 
る機関であったことを，資金不足や行政組織と住民組織の分離により自治行政が失敗し，
地方庁の下部組織としておさまった横浜や長崎の例との比較から示した。また，3 章 4 節
では現代との比較も行い，現代の住民自治組織に資金と公的権限を持たせたものに近い組
織を想定することができることがわかった。本論ではこの組織が行う活動を，住民による
自治活動と呼んでいる。 
1 章で扱った日本人住民による公園整備は，それが住民自らによる，住民のための場を
作りたいという立案内容，事業を行うための起業，県と政府への提案と要請に事業が始ま
っている点をもって自治による整備としている。2 章で扱った日本人住民自治組織による
街路整備は，それが，2 章 5 節において示すとおり町村会の制定や，戸長の公選2など，上
意下達の対極をなす地方自治体制が日本初めて形成され唯一実際に運用されていた地区
における事業であること3，また事業は連合町会側から兵庫県また政府への開発申請を発
端に始まっていること4，さらに事業費の大半は地価上昇を想定し沿道の土地所有者によ
る募金とし，法制度が整っていない中でその負担割合のルール作りを自らで行っていたこ
と等の点をもって自治による整備としている。また 2 章では，日本人民間企業による投機
的な市街地開発を取り上げたが，これはその事業手法の類似性から，この連合町会による
事業が展開する上での貴重な先例であったとして位置づけている。 
なお，兵庫県が制度化した町村会については，居留地会議をモデルに策定されたと考え
られることを 2 章 5 節に示した。両組織は，行政権に密着するかたちで互選による住民代
表者からなる議会が組織されていた点が，他に例を見ない特徴点であり，また共通点とも
なっていた。現代の地方自治体は行政組織として性格が強く，例えば住民自治会などをそ
の対立概念として捉えることができようが，明治初期の地方自治体制の形成期には，地方
自治体の基本単位は，今でいう住民自治会の規模の位置に据えられて，そこに行政機能が
集められていたという特徴がある。しかし時代は，官僚的支配機構の確立が急務となって
いたときであり，地方自治形成史の既往研究を概観するならば，その後，組織形態は徐々
に合併を繰り返し大規模化することで，住民レベルから離れていき，上意下達の性格が強
いものへと変化していったという経緯がある。よって町村会や居留地会議を，行政権を持
つことを理由に現代の地方自治体と位置づけ，行政組織の末端のようなものとして解釈す
ることは誤りであるといえ，またその規模や住民との関り等の特徴をもって，現代の住民
自治会や街づくり団体等の住民組織のようなものと同一に扱うこともできない。これらは
この両方の側面を持つものであり，あえて現代に置き換えて解釈するならば，住民が主導
9 
 
する行政組織，あるいは行政権をもつ住民組織というものを想定すれば，その実態に近い
といえる。ともに現代の地方自治体または住民組織と比較すれば，より「自治」の度合が
高い組織であったといえることがわかるであろう5。 
以下に，兵庫県が明治 6 年に制定した町村会の運営規則6を一部示しておく。これによれ
ば，町村会は，各町村の人口に応じて，10 人（人口 100 人未満）から 20 人（人口 1000 人
以上）の範囲で議員を互選で選び，戸長（明治 11 年までは庄屋，名主，年寄がつとめ，そ
れ以降は公選による。）を議長役にした無給の代議制議会である。町村会で扱う案件につ
いては， 「町村ニ於テハ其町村内ノ庶務ヲ議定スル其目大略」として， 
町村内ノ旧弊ヲ除キ開化ヲ進ムル事 
町村内費用ノ多寡ヲ取極ル事 
租税其外諸公費ノ帳簿ヲ検査スル事 
他向ヘ対シ一町村ノ名義ヲ以テ原告又ハ被告トナリタル詞訟ノ事 
戸長以下人員及ビ給料ノ事 
小学校ノ事 
番人ノ事 
区会議事役選挙ノ事 
町村内水利ノ事 
同道路橋梁ノ事 
貧民并帰籍ノ者処分ノ事 
失火盗賊手当ノ事 
町村借金ノ事并ニ其返済ノ事 
が定められ，その権限については， 
町村会ニテ決議ノ事ト雖議長不都合ト見込ムトキハ其見込書ヲ添県令ヘ申出指揮ヲ
俟ツヘキ事 
町村会ニテ決議ノ事ト雖県令ヨリ取消ス事アルヘキ事 
町村会ニテ決議ノ事県令許可ヲ受施行スト雖御布令御規則出テ後之ニ抵触スルコト
アレハ速ニ改ムヘシ万一差支ノ筋アルトキハ其次第柄ヲ県令ヘ具状スヘキ事 
と定めていた。規模は旧来の生活共同体でもある町村を基本単位としており比較的小規模
であるが，幅広い公的権限が与えられていたことがわかる。 
④「近代都市環境」 
10 
 
これは曖昧な表現であるが，タイトルと結論段階でのみ使用した現象の総体を表現させ
るために当てた用語である。研究を進める際の学術用語としては使用していない。あえて
いえば，制度や組織を含む，西洋市民社会の影響を受けて形成された公共的な基盤を想定
している。 
(7) 各章と各節の構成 
以上を踏まえ，まず第１章では，明治初期の雑居地において，外国人また日本人住民に
より公共施設が整備される過程を研究対象とする。基礎資料は，これまで利用されてこな
かった当時の英字新聞に掲載された自治機関や各市民団体の会合議事録，明治初頭に兵庫
県がまとめた兵庫県史料，当時の外務省がまとめた外国人への借地の調査資料や公園設置
に関する外務省記録等を用いた。そして特に内外の住民自治を通じて制度化される 2 公園
の成立経緯に注目し，公園整備と住民の関係，住民側との交渉内容から見た両公園の社会
的性格，また日本の近代公園制度への影響内容と，その違いについて明らかにしている。 
1章の節の構成は，1節で既往研究と資料を示し，2節で雑居地の制度的背景を述べた後，
3 節，4 節で外国人の自治活動の実態を明らかにし，5 節で外国人と日本人住民によりそれ
ぞれ整備された２つの公園，東遊園地と布引遊園地が制度化されるまでの具体的動向を明
らかにする。そして 6 節において両公園の整備に関わった人物の分析，また日本の近代公
園制度との関連性について検討を行い，7 節で日本全体との関係について言及している。 
2 章では，１章に引き続き，同時期の雑居地における街路（道路と宅地）整備の過程を
研究対象とする。同整備は外国人の要望を受けて始まるが，同時にその整備手法は兵庫県
により事業化され，日本側による日本人民間企業や日本人住民自治組織が主体となる地価
上昇に期待した都市整備事業へと展開している。またこの時，全国にさきがけて，兵庫県
により民会制度（この中で地方自治体制の基礎単位として町村会が定められた。）が作られ
たことが知られているが，その基礎をなす町村会は第１章で取り上げた外国人の自治活動
の中心機関であった居留地会議からの影響を色濃く受けたものだったことがわかった。基
礎資料は，１章であげたものを中心に，地図資料も加えた。そして特に，都市整備への住
民参加を可能とした事業手法と自治体制の成立過程に注目し，神戸の外国人からの影響に
ついて明らかにした。また住民自治の成果について空間的な把握をこれに加えた。 
2 章の節の構成は，1 節で既往研究と資料を示した後，2 節で外国人がどのような認識を
もって雑居地へ進出していったのかを示す。3 節では日本側による街路整備が始まる背景
として神戸開港場全域にわたり外国人による投機的土地取得が起こっていたことを明らか
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にし，4 節で日本側による各街路整備事業の具体的動向を明らかにする。そして 5 節では
日本側でこれら事業を指揮した人物に注目し，外国人からの影響と，日本の地租制度や地
方自治制度との関連性について検討を行い，6 節で日本全体との関係について言及してい
る。 
3 章では，外国人住民により行われた居留地の整備過程に視点を移し，その自治活動の
内容とともに，その整備形式が空間美学的側面に与えた影響について検討した。形成され
た空間は，いわゆる市民デザインと呼べるような，美学的な，いちスタイルを形成してい
ることがわかった。 
3 章の節の構成は，1 節で既往研究と資料を示し，2 節で居留地整備に関する背景を示し
た後，3 節で，居留地会議による整備が始まるまでの居留地計画について明らかにし，4 節
で外国人の自治活動による居留地整備の進展過程を明らかする。そして 5 節で，その整備
形式の特徴と空間美学的な特性について言及している。 
以上を踏まえた結論を，終章で述べる。 
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注（序章） 
1 堀博･小出石史郎訳 土居晴夫解説：神戸外国人居留地 ジャパン･クロニクル紙ジュビリーナンバ
ー，神戸新聞総合出版センター，1993(復刻原本 1918)，p.104 
2 事業が始まる明治 10 年代において，戸長を公選により選んでいた例は全国においても神戸区以
外には絶無に近かったといわれている。なお兵庫県における戸長の公選制度は，兵庫県会による
建議を受けて県が制定したものである。(神戸市役所編：神戸市史 本編各説，名著出版，1971(復
刻原本 1924)，pp.176～177) 
3 明治初期の各府県の地方自治体制は，全国統一的な規定などは存在せず，各地方官の裁量に任さ
れていた面が大きかった。兵庫県においては町村会を基礎に地方自治体制を構築した点に特徴が
あったといわれている。明治 6 年 9 月の「民会議事章程略」で兵庫県は，県会，区会，町村会の
開設を命じ，同 11 月の県達において，まず町村会を開き，これが体をなすのを待って順次，上位
の区会，県会を開くことを定めている。なお町村会の議員は住民の中から互選で選び，区会議員
は町村会議員の中から選び，県会議員については区会議員の中から選ぶことが想定されていた。
「上向的設立方針を明確にした」点に特徴があったといわれ，また小規模な町村会に幅広い公的権
限が与えられ，地方自治体制の基点として，「区戸長を議長として行政権に密着しながら公選民会
として新しい革新的な動きを示し始めていた」といわれている。(渡辺隆喜：地方民会成立前史序
説 ―議会体制形成の特質―，明治維新史学会編：明治維新の政治と権力 明治維新史研究 2，吉
川弘文館，pp.151～185，1992，pp.159～169) 
4 大規模な事業であり，連合町会の上位に位置する兵庫県，神戸区による何らかの指導または指示
等があったことは当然想定されるが，本文以下に示すとおり，町村内の道路整備については，公
選で住民の中から互選で選ばれた議員で構成される各町村会で扱うことと定められおり，一部の
ものの暗躍があったとしても，住民らの意向に反するかたちで事業が進めることができたとは考
えにくいこと，また法的強制力をもって行われた事業ではなく，地主の協力が不可欠であった点
をとっても，「自治」活動と呼びうる住民の活躍があったことで初めて可能となった事業であった
といえるであろう。 
5 2 章 5 節では町村会と居留地会議の差異についても少し触れたが，それは，日本への定着を試み
る上で加えられた微細な修正に限られたとみなすことができる。本文中に示した会議規則にある
町村会で扱う議題の内容（つまり町村会の権限の範囲。）は，居留地会議が扱った案件とほぼ同一
であり，この他，選挙方法や議事の進め方をはじめとする規則についても同じであったといえる。 
6 「民会議事章程略」より。出典は 2 章注 55 参照のこと。 
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第 1 章 神戸「内外人雑居地」における公共施設の整備
過程 
 
１．既往研究と史料 
神戸開港場の発展形成過程については，先に挙げた研究のなかで，それぞれ都市構造の
経年変容というかたちで若干の言及がある。しかしこれらは条約や規則，残された地図史
料，また商館名簿等を分析対象とした比較研究が主であり，居留外国人の自治活動による
都市整備という観点でその過程を捉えるものではない。 
本章では，既往研究の成果を踏まえ，新たに上記動向をとらえるために，当時の英字新
聞に掲載された自治機関や各市民団体の会合議事録，明治初頭に兵庫県がまとめた兵庫県
史料，当時の外務省がまとめた外国人への借地の調査資料や公園設置に関する外務省記録
等を基礎史料とした。 
神戸開港場に設定された自治制度については，山田郁子[1983]や洲脇一郎[2005]による
制度研究がある。本章ではこれら研究成果を踏まえ，新たに自治機関での協議内容や，内
外間の交渉内容に分析を加え，同制度の運用実態を明らかにした。 
日本の近代公園制度の成立経緯については，これまでに日本の近代公園史分野から田中
正大[1974]，丸山宏[1994]，白幡洋三郎[1995]等の研究のなかで取り上げられている。し
かし，いまだ不明な点は多く定説はない。本章ではこれら研究成果を踏まえ，これまでに
触れられていない人物の分析を通して新たな論証を加えている。 
東遊園地については，本章で，都市整備への住民の関わり方という観点から，内外間で
議定書が成るまでの過程を扱った。これ以降の公園内部の造成過程とその構成の特徴につ
いては，河合健[1990]の研究に詳しく，年表を含むその通史については神戸市教育委員会 
[2011]にまとめられている。その他，神戸における近代スポーツの展開については，棚田
眞輔他[1996]の研究があり，立川健治[1996]，[1997]の研究では，競馬場の設置経緯に関
連して，一部東遊園地の整備に向けた外国人の動向が明らかにされている。 
 
２．雑居地の発生と発展の制度的背景 
日本の居留地制度の研究は大山梓[1967]に代表され，各港の雑居地制度やその特徴もす
でに明らかにされている。ここでは既往研究の成果を踏まえ，神戸雑居地において，どの
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ような要因があり外国人の自治活動による公共施設整備が可能になったのか，その前提条
件という観点から，その制度的背景について述べる。なお自治制度については次節に取り
上げている。 
神戸雑居地の発生は，開港時に居留地が未完成であったことを理由に，外国側から雑居
地設置の要求があり，これに対し日本側が，1868 年 3 月 30 日（明治元年 3 月 7 日）の外
交協約において，指定範囲（図 1）内での借家，借地を認めたことに始まる1。 
神戸の居留地内の土地は，横浜や長崎の居留地についても同様だが，その区画の規模や
借地料，土地分配方法などを細かく定めた規則が定められていたことはよく知られている。
そのため外国人がこれらを獲得するには，日本側による用地の買上げに始まり，規則に従
った宅地整備，そして外国側への引渡しを経て分配や競売に付すという過程を経る必要が
あった。 
これに対して，神戸の雑居地内の土地にはこのような取り決めはなく，ただ相対形式に
よる借地（借家）が認められたのみであった。そのため居留外国人は，多くが農耕地であ
った未造成の民間の土地を，競売によらず，また立地や規模に関わらず，その都度必要に
応じて現地の日本人と直接契約を交わし，自由に獲得することができた。その結果，雑居
地内においては，居留地西側に広がっていた在来の日本人街における家屋や蔵の貸借の他
に，早くから，未造成の山手地区へ宅地用途の個人契約の借地が進出し，また居留地周辺
には必要に応じて，競馬場，公園，グランド，庭園，社交クラブ，スポーツ施設，小劇場
など，公共施設用途の借地が各国共同名義で確保されていくことになる。 
このうち本章で取り上げる居留地周辺の公共施設用地となった借地は，その多くが開港
以前の居留地造成時に居留地とあわせて日本政府所属地となったものである。しかし事前
に条約や規則により外国人への貸与が定められていたわけではなく，その他の民間の土地
と同様に，各々，居留外国人が自治機関や領事を通じて日本側に要求し，兵庫県や政府と
の交渉を経て貸与を受けたものであった。 
また神戸の雑居地の外交協約には，外国人についても日本人と同等の公租公課（地方税）
を課すことが定められていた2。具体的現象は後述するが，そのため兵庫県や明治新政府は，
日本側の制度を以て外国人の進出に対応する必要があり，逆に日本側の制度開発を促す結
果となったことは神戸の雑居地の特徴として新たに特筆すべき点である。 
なお神戸の雑居地の制度的特徴を，国内各地に設けられたその他の雑居地との比較，ま
た，神戸の居留地，横浜の居留地との比較から示せば，表 1，表 2 のようになる。自治行
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政権を持ち，未造成の地に相対形式で借地を確保できたのは神戸の雑居地のみである。自
治活動を通じた公共施設の整備は，複数の要因が重なり実現したものであったことがわか
る。 
 
３．神戸開港場に設定された自治制度とその運用実態の特徴 
同自治制度については既に他港との比較研究がある。しかしその運用実態は明らかにさ
れていない。ここでは実際にどのようなかたちで都市整備が進展したのかという観点から，
その特徴を明らかにする。 
神戸開港場の自治行政を担った居留地会議 Municipal Council は，開港 8 ヶ月後の 68 
年 8 月(明治元年 6 月)の条約「大阪兵庫外国人居留地約定書」により定められている。こ
れは居留地の整備，管理運営を行うことを目的に組織され，各国領事，兵庫県令，居留外
国人の内から互選で選ばれた 3 名以内の民間委員からなる組織であった。同様の自治機関
は横浜や長崎にも一時的に見られたが3，それらは日本側によって居留地整備が行われた後
の，街灯の設置や道路の清掃や修繕など，主に維持管理を行う目的に組織されたという点
で神戸のものとは異なっている。居留地の整備とその整備資金の管理を自治機関が行うと
定めていたのは神戸、大阪のみであった4。 
またその組織形態は，領事と民間委員がひとつのテーブルに着くという点において，当
時，世界に例がないといわれていた5。これは先行した上海や横浜において問題となってい
た、借地人会による権限の独占や領事団との分裂を防ぎ、自治行政を領事団の監督下で行
わせるための措置であったことが指摘されている6。この他，神戸，大阪では，横浜で行わ
れていた借地人会への限定的な権限の委譲が廃止され，また，民間委員の選挙、被選挙権
についても，借地保有の有無等の条件が撤廃され，居留する外国人全員に無条件に与えら
れるなどの変更が加えられている7。 
これにより借地人の権限は相対的に弱体化するが，代わりにその他大多数の居留外国人
が都市整備に関与する道が開かれることになる。借地権者からは意見が反映されにくい構
造に不満の声が上がるが8，メディアを筆頭に，その他大多数の居留外国人は，ラディカル，
リベラルなどといった表現で，喜び勇んでこの制度を受け入れている。逆にリベラルすぎ
るという批判を集めながらも，居留外国人代表を選ぶ選挙投票率は 90％以上で，プラカー
ドを掲げてお祭り騒ぎをしている様子がいまに伝えられている9。 
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会議の運営は，月一回の通常会議と必要に応じて開かれる特別会議からなった。その権
限は，それぞれ領事が加わったことで，それまでの認可制や，限定的な権限の委譲という
形式とは異なり，居留地の整備と維持管理に関する全権が与えられ，最終的な意思決定ま
でを一箇所で行える機関となっていた。また会議内における領事の権限は，一市民として
選挙で選ばれた民間委員と同等の議決権が認められたのみであった10。つまり最終的な決
定権の約半分は，居留外国人側が持っていたことになる。 
神戸開港場における都市整備事業は，このように居留外国人が計画決定権を持つ会議を
中心として，ここに居留地整備資金の内から会議によって雇用されたイギリス人技師 J.W.
ハート（John William Hart）が顧問技師として加わり，さらに外交交渉が必要となった場
合には，会議の決議に従い領事が（その経過を会議に報告しながら）兵庫県や公使を通じ
て日本政府との交渉を行うという体制で進められていた。 
なお居留地の整備資金は，第１回から第４回競売による居留地区画の販売代金と，毎年
の借地料から規定の割合で集められ，同会議が管理することになっていた11。資金に余裕
はなかったが，顧問技師の雇用をはじめ，次節に示すように庁舎用地の購入，公園用地の
借地料の支払いなど，その使用用途を自由に采配できた点は，これら整備が実現した大き
な要因であったといってよい。 
また会議とその他の居留外国人の関係を見れば，大阪は非公開であったが，神戸では会
議議事録が収支報告等の各報告書の掲載も含むかたちで，リアルタイムで新聞紙上に公開
12されていた点に注目できる。これにともない紙上には，協議内容に対する居留外国人か
らの批判や意見，また新たな提案や要望が，社説や匿名の投書がというかたちで集まるよ
うになり，次回会議に反映される案件も多くあった。紙上において会議と居留外国人の間
で双方向のやり取りを行う場を持ちつつ，代表者による協議が進んでいたことがわかる。 
加えて神戸開港場では、72 年(明治 5 年)までに 12 体の各種、宗教、職業、市民団体が
組織されていたが，その内の 7 体が会合議事録を公開しており，新聞紙上において複数団
体で進行中の協議の過程を同時に知ることができる状況が生じていた13。全体計画がない
なか，各団体が互いに計画段階からそのプロセスを開放することで，情報を共有し，他か
らの要望や協力を受け入れながら，公共施設の整備を進めた実例は次節に示すとおりであ
る。神戸開港場では自治機関を中心に、メディアを介して都市規模のコミュニティが形成
され，各団体を通じて多くの居留外国人が都市整備に関与した点に特徴があったといえる。 
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４．外国人による自治活動と各国共同名義による借地の進展過程 
神戸居留地の都市整備の内容を基本的に決定した条約は，67 年 5 月(慶応 3 年 4 月)と 68
年 8 月(明治元年 6 月)に制定されているが，このうち条約事項としてその設置が定められ
た公共施設は，港湾施設と墓地のみであった14。横浜においては競馬場や公園，街路樹，
歩道等の設置，またその計画内容が条約事項として明文化されていたが15，神戸ではこの
ような記載はない。そのため神戸ではこれら施設用地があらかじめ指定されることも，ま
た横浜のように日本政府のもとで外国人技師が雇われ計画図面が準備されるということも
なかった。 
しかし一方では，居留地の整備を引き受ける自治機関の設置が条約事項として新たに盛
り込まれており，結果的に公共施設の整備は居留外国人たちの手により行われることにな
った。上記 2 施設以外の公共施設はいずれも，個人名義の既存借地の無償提供や又貸しを
受けるか16，あるいは新たに各国共同名義として借地を行うかの方法で用地を確保し，そ
の上に施設を設けるという方法で整備されている。 
表 3 は，当時の外務省がまとめた調査資料をもとに，83 年（明治 16 年）までに，居留
地または雑居地において，各国共同名義として外国人に貸借された借地を一覧に示したも
のである。これら緑地や交流施設は，上海租界や横浜居留地を経て，既に開港場において
は通例の施設となっている。しかし，条約事項や内外政府主導のもとではなく，立案から
予算の検討，用地の獲得，計画内容の策定，整備，維持管理まで，一貫して居留外国人の
協働のもとで進められた点は，神戸開港場の特徴であったといってよい。 
以下に，これら用地を確保し施設整備を開始するまでの自治活動の動向を明らかにする。 
(1) 私的クラブによる借地 
競馬クラブ H.O.R.C，スポーツクラブ K.R.A.C の前身は，居留地内の空き地等を利用し
活動していたが17，後に専用施設を求めた初期のメンバーの呼びかけに応じて，プレイヤ
ー兼出資者となるメンバーが集まりクラブを設立し，自己資金で借地と施設整備を行なっ
ている。両クラブのメンバー数18は，共にそれぞれ，設立当初の 70 年（明治 3 年）の時点
で，当時の西洋人の居留人口の 1/4 以上にのぼっており，全体の半数近い居留外国人がこ
れらに加わり施設整備に関わっていたことになる。 
競馬場は，民有地である畑を借り上げ，クラブから借地料と整備費用を現地日本人に直
接支払うことで用意され，K.R.A.C のクラブハウス用地は，各国領事の協力を得て兵庫県
から貸与を受けている19。用地獲得に合わせて開かれた両クラブの設立総会では，今後の
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資金運用計画や建築家を交えて建設予定のクラブハウスの計画内容の検討が行われている
20。 
社交クラブ Union Club は，開港後最も早くに活動を始めていた団体であるが，その活動
内容や，用地獲得までの経緯など詳細は明らかではない。外務省の資料によれば，その借
地は各国領事との協議の上で兵庫県から貸与されたとの報告がある 21。 
(2) 自治機関「居留地会議」による借地 
自治機関庁舎 Municipal Hall 建設のための用地は，69 年 4 月(明治 2 年 3 月)に日本側
よりその無償提供の申し出があるが，当時の会議は自治活動への日本側の介入を懸念しこ
れを断っている22。庁舎が建設された居留地 38 番は，条約などの事前の取り決めではなく，
会議の決議に従い居留地整備資金の内から費用を当て，69 年 6 月(明治 2 年 5 月)の第二回
競売において落札したものであった23。用地取得後，ハートは会議の指示に従い庁舎の計
画図面とその見積を会議に提出しているが，居留地の造成工事を先行させるべきだという
反対意見が出て，ハート案による庁舎建設は見送られている24。 
前町公園 Public Garden，東遊園地 Recreation Ground となった場所は，自治機関が発
足する 68 年 10 月（明治元年 8 月）の時点で，外国側への引き渡しが無いまま用途未定の
日本政府所属地として残っていた。このひと月前となる 68 年 9 月(明治元年 7 月)には，
新政府がハートに依頼し第一回居留地競売図を作っているが，両地の場所はそれぞれ
｢Jap's Burial Ground(日本人墓地)｣，「Bank with Trees(生田川河岸)」とその現況が示さ
れているのみで用途に関する記載はない25。 
両公園の整備に向けた活動は，自治機関発足後一年以上経た 69 年 12 月（明治 2 年 11
月）頃より始まり26，前町公園の借地契約，東遊園地の議定書が成ったのはそれぞれ，72
年（明治 5 年），75 年（明治 8 年）のことである。なお多くの既往研究で取り上げられ，
一般に神戸居留地の計画図としてよく知られている J.W.ハートが作成した「居留地図」（70
年）（72 年）に両公園の記載があるが，これは共に会議の協議結果を反映しており，同図
に従って両公園用地の獲得また整備が行われたわけではない事には注意が必要である。 
前町公園設置に向けた最初の行動は，70 年 2 月（明治 3 年 1 月）の会議において，同地
の帰属の確認や，整備内容の策定に先立ち，すでに何本か切り倒され始めていた既存樹木
の保護と，昼は石工の作業場，夜は物乞いの寝床となり荒れていた現状を回復すべく，整
地と柵の設置を会議が議決したことに始まる27。この時あわせて植樹も検討されているが，
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整備資金に余裕はなく，居留地の街灯の設置を優先させるべきだとの意見が出て，この時
点ではこれ以上の整備は行われていない。 
70 年 10 月（明治 3 年 9 月）になり，会議は，後に前町公園となる同地を公共用途に使
用できるよう，日本側から正式な許可を得る準備を行うことを決議している28。この後兵
庫県との交渉はしばらく続くが，結局兵庫県は同地が政府所属地であることを理由にこれ
を拒否したため，71 年 9 月（明治 4 年 7 月）の会議において，会議は英公使に照会するこ
とを決め29，その後東京での英公使側担当者と外務省の協議を経て，72 年 4 月（明治 5 年
3 月）に借地料を定めた一般の借地として地券が発行されることになった。 
この間の協議の過程は，居留地会議に出席した兵庫県知事とのやりとりをはじめ，東京
から在神戸英領事に送られる文書等30も同会議の場で公開され，新聞紙上の議事録を通じ
て居留外国人にも伝わっている。紙上には，庭園として魅力ある場所にするには狭すぎる
といった反対意見もあったが，整備費用の不足が問題となった時には，「樹花を購入するた
めの募金は容易に集まるはずなので，庭園として整備して欲しい」との投書や，庁舎建設
の話が出た時には，「その土地を覆っている立派な木を切り倒すことは間違っていること
だろうし，本来神聖な目的に供されていた場所だということを考えれば，それは外国人と
日本人との間に良い感情を育もうとするものではない。（中略）熟議の結果と言おうが，簡
単に居留地の装い ornament として整備することが出来る場所を破壊することを居留地会
議が正当化できるかどうか疑わしい」と批判する論説など，協議の状況に応じて，庭園を
求める意見が寄せられていた31。72 年 4 月（明治 5 年 3 月）の地券発行までに，すでにい
くつかの庭園計画が会議に提出されていたようであるが，地券発行の同日に庭園として整
備するための予算が採決の結果可決されている32。 
東遊園地については，70 年 1 月（明治 2 年 12 月）に，英副領事，独領事が，その地は
すでに居留地会議のために「各国人民遊園ノ地」として取り置かれていたはずだと 33，一
人の米国人に同地の地券を発行した兵庫県に，地券の取り戻しを要求34したことを皮切り
に，各国領事，各国公使，外務省，大蔵省，正院にまで至る外交交渉に発展している。 
約１年半続いた交渉は，兵庫県が同地を買い戻すことで一旦は収束する。これを受けて 71
年 9 月（明治 4 年 7 月）に会議は顧問技師 J.W.ハートに計画案作成を指示し，同 12 月（同
11 月）にハートは図面を会議に提出35しているが，資金不足のため整備は中断したままで
あった。このような中，これとは別に早くからクリケット用のグランドを求めていたクリ
ケットクラブは，同クラブが進めていた競馬場へのグランド併設案が立ち消えになった36
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のを期に，72 年 4 月（明治 5 年 3 月），K.R.A.C メンバーの協力を得て 70 名の署名を集め，
後に東遊園地となる同地の一部をグランドとして自費整備する許可を求める嘆願書を居留
地会議に提出する37。新聞論説もこれに合わすように，「モデル居留地を自負しながら，屋
外スポーツを行うようなコミュニティ所有の場所をもっていない。（中略）病院よりも公共
性の高い事業であり実行すべきである」38と後押し，会議でも満場一致でこれを認め，東
遊園地最初の整備が，彼らによって始められることとなった。 
しかし新政府は，そもそも同地を「遊園」とする正式な約定は無かったとして，あらた
めて競売に付すつもりであるとし39，その整備行動に抗議し制止する。これに対して会議
は，領事を通じて東京の各国公使に陳情書を送ることを決め40，後に英，米，蘭，独公使か
ら外務省へ，同地を居留地会議へ引渡すよう要請が行われる。これを受けて外務省は， 72
年 10 月（明治 5 年 9 月）に公園として貸与することを約定し41，その後，明治政府の公園
制度との兼ね合いから，再度，整備費の負担割合，地券発行の有無，管理・運営と利用の
権限，名称をめぐる交渉が行われ，75 年（明治 8 年）8 月に正式な議定書が成っている。 
このように，神戸開港場における公共施設は，居留外国人らの自治活動によって，その
整備計画が始まり整備されたものであったが，その中心となった居留地会議は，各国公使
を動かし，外交交渉を主導するほどの力を発揮していたことがわかる。また，紙上へのリ
アルタイムでの議事録の公開は，それに対する意見や提案が次回会議に反映される可能性
があることを意味しており，情報公開のレベルを超えて，多くの住民が都市整備に関与す
るための方法として有効に機能していたことが明らかとなる。 
 
５．雑居地における公園の制度化過程にみる都市整備と住民の関係 
雑居地では外国人だけではなく日本人においても住民が主導する形で公園整備が行わ
れた。しかしこの時日本にはまだ公園制度がない。雑居地という日本の制度内で対応しな
ければいけない状況の中で，内外の住民が求めた施設はどのように制度化されたのか。こ
こでは日本人住民により整備された布引遊園地と居留外国人により整備された東遊園地を
取り上げ，都市整備と住民の関係に注目しながらその具体的動向を明らかにする。 
① 布引遊園地 
71 年 11 月（明治 4 年 10 月）頃より，雑居地範囲の北東端に位置する景勝地であった布
引の滝周辺一帯では，神戸港名主を中心に組織された民間企業「花園社中」によって，同
地を行楽地として整備する事業が行われていた。この事業は同社が兵庫県に，同地に神戸
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人民のために神社を造営したいと願い出たことに始まる。また背景にはその自然環境を求
めて同地への進出を目論む外国人の問題もあった。同社は兵庫県に，神社造営に合わせて
周辺一帯を境内地として日本側で先行整備することで，外国人の進出を予防できると提案
し，兵庫県もこれに賛同し同整備に協力するかたちで事業が行われている42。施設の内容
は，滝に隣接する丘上に新たに神社を造営し，滝を含む山麓一帯に道を開き，桜梅，庭園，
常設の飲食店，「外国造」の休憩所などを設置したものであった。その整備資金は同社の拠
金の他に，これに合わせて兵庫県から付された店舗用 48 区画の競貸代金が当てられてい
る43。 
しかしこの当時は，明治政府が公園についての太政官布告を行う前であり，大蔵省では
大蔵大輔井上馨の方針のもとで，上地された官有林野の払い下げが積極的に進められてい
る頃であった。72 年 7 月（明治 5 年 6 月）には，大蔵省から地方官林の払い下げの省令が
ある44。この時同社は同地の整備をほぼ終えていたが，そこには 47407 坪の官林が含まれ
ていた。そのため同地をこれまでの出費相応の景勝地として完成させるには，同社は同官
林を確保することが急務となっていた。同社は兵庫県に，同官林の樹木等は伐採せず現状
のまま貸し下げてもらえないかと問い合わせるが，すでに入札方法の布達もあるとして兵
庫県はこれを認めない。これに対して同社は再度，同地を購入し私有地として維持するの
で「出格ノ思召」で払い下げて欲しいと兵庫県に請願している45。 
これを受けて，兵庫県令神田孝平（在任 M4.11.20-M9.9.3）は，72 年 11 月（明治 5 年 10
月）大蔵大輔井上馨に直接掛け合い，先に願い出ていた神社の造営が神祇官に許可された
のに続いて，県は，外国人の進出予防のために同社に命じて，景勝地である布引の滝周辺
一帯を「公遊花園ノ地」として先行整備させていること，また，これを景勝地として完成
させ，地券税法に基づく地券を発行することで，「盛大ナルニ順シ地價相進ミ候ハゝ随テ増
税申付」けるので，地税収益が期待できるようになること，さらに同官林中の良材は，神
戸居留地造成時にほぼ伐採されており，競売に付しても値がつかないだろうことの理由を
挙げ，同官林を同社にほぼ無償に近い価格で払い下げるよう要請している 46。 
これについて大蔵省からは，翌 73 年（明治 6 年）2 月に許可の指示がある。これにより布
引の景勝地は，同社と神田の要請の通り私設公園という形で開設されることになった。 
② 東遊園地 
72 年 10 月（明治 5 年 9 月）に外務省が同地を公園として貸与することを約定するまで
の経緯は，前節に示した通りである。これに続いて居留地会議は，さらに同地を内外人の
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共用公園とし，なおかつその整備費用を外国側が全額負担することを引き換えに，同地を
無償貸与とすることを求めた。72 年 12 月（明治 5 年 11 月）に外務省はこの件を大蔵省へ
照会し，翌 73 年（明治 6 年）1 月，大蔵大輔井上は，同地を内外人民一般へ無税で貸与す
るとしてこれを許可する47。現地ではこの通達を受けて，居留地会議と神田との間で，同
地を内外人共用の公園として居留地会議に無税で貸与することを記した地券案を作り，そ
の発行許可を大蔵省に申請している48。しかし大蔵省は，日本の公園制度において公園地
の地券を発行するかしないか検討中であるとして回答を保留している。 
73 年（明治 6 年）3 月になり大蔵省は，同年 1 月の公園制度の策定に続いて，太政官を
通じて地租改正に向けた地所名称区別を発布し49，「公園地」は地券を発行しない官有地に
分類することを決めた。そして東遊園地についても，同 4 月に，日本の公園制度を準用し，
「公園ハ人民ノ私有ニ非ル」とし，地券不発行の地と定め，またその整備運営費用につい
ては，外国人負担ではなく，内外人民一般に賦課するべきものと，その設置方針を固めて
いる50。 
これは，無償で利用できることには違いないが，先の地券案のように，当初外国人が想
定していた無償の貸借権や計画管理運営をはじめとする各権限を認めるものとは根本的に
異なっていた。公園はそもそも官有地としてその利用のみを認める形式への変更や，民間
からの拠金ではなく，一律の徴税による費用の拠出方法など，日本の公園制度の策定に合
わせて，東遊園地についても官主導で公園整備を行う道筋が立てられていくが，現地の兵
庫県，居留地会議はともに，この方針に強く反対することになる。 
兵庫県令神田は，神戸人民のためには，天然良好の「公遊地」が数カ所あり，「旧堤の廃
地」である同地に「公遊地」を望む者はおらず，整備費半額負担は道理に合わない，民意
の賛否を問わない「合併公園」ならば官費の支給を望む，と異議を唱え51，一方で外国側
は，日本側の整備費負担には期待するも，居留地会議の管理下で内外人共用とすることを
求め，共同管理の意を含む内外人共有の公園と名称せよという日本側の要請を拒否してい
た52。 
このため，その後，内外間の交渉が長く続くが，新たに，無税貸与と引き換えに利用権
は内外同権としたまま，計画内容の策定や管理の権限と，整備費用の負担割合については
現地の協議に任せる，という修正案が出て，兵庫県，居留地会議とも，速やかに同意に至
っている。そして最終的な議定書において，利用権は内外同権の無税地として，整備費用
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は外国人の全額負担とする代わりに，居留地会議が計画，管理運営を行うとことが定めら
れた53。 
公園整備と住民の関係についていえば，神戸の外国人が，整備費を全額負担してまで，
計画と運営の権限をコミュニティに属させることを強く求めたのは，いかにも特徴的であ
ったといえる。 
 
６．雑居地における公園の制度化と日本の近代公園制度との関係 
前節において，雑居地における２公園の制度化は，明治政府による日本の土地政策や近
代公園制度の策定と同時並行で進んでいたことがわかった。ここでは２公園の制度化に関
わった兵庫県令神田孝平と大蔵大輔井上馨の動向に注目し，２公園の制度化と日本の近代
公園制度との関連性について検討を行う。 
日本の近代公園制度は，73 年（明治 6 年）１月に太政官より布告された。これにより全
国主要都市にある日本古来の景勝地や寺社境内地，城址などの遺構が公園と読み替えられ，
多くの緑地が保護され，また有効活用されたことは周知の通りである54。同布告案を策定
したのは大蔵大輔井上馨であったが，その直前に井上は，神田孝平から，前節で示したよ
うに，払い下げ対象となっていた官林を公園（「公遊花園ノ地」）として整備したいとして
その引渡しの直訴を受けている。 
神田は旧幕府方の蘭学者で，70 年(明治 3 年)に地租改正を提議し，これが地租改正案形
成の最初の契機となったことはよく知られている。市場価格にもとづく地租制度を導入す
ることが神田の主張であったが，その基本思想として，ブルジョア自由主義・個人主義的
な経済論を強く打ち出していたことに特徴があったといわれている 55。また神田は 1888 年
(明治 21 年)に，「東西地主考」と題して，土地所有のあり方から東西の封建社会と市民社
会の構造の違いを論じた講演を行っており，単に近代的租税法の確立だけでなく，社会構
造の変革という観点から，土地制度を考えた人物であったことがわかる。 
前節で取り上げた，神田から井上への文書中では，同官林について神田提案の新しい地租
制度である沽券税法上での処分方法についても示されていた。すなわち，これに含まれる
官林については花園社中に払い下げるつもりで，入札させたところ 5607 円の値をつけた
が，同官林の材木は，開港に際して，良材は伐採されており，そのまま入札しても原野同
然で 200 円にもならないところを，同社に命じ，5128 円を費やし，桜梅その他草花を培植
し茶店等を設けたことで，この価格になったわけであるから，入札価格からこの開発失費
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を差し引いた，479 円で同社に払い下げてもらいたい，もっとも，地税は，5607 円を基準
価格として地券を渡し，その百分の一（沽券税法における神田提案の税率）である 56 円を
毎年取りたて，開発が進み地価が上昇するにしたがって増税を命じるつもりであるので，
書面のとおり許容いただきたい56，と内容は極めて具体的である。 
これについて，大蔵省から許可の指示があるのは，前節で述べたとおり翌 73 年（明治 6
年）2 月のことであるが，この間に，大蔵大輔井上は，景勝地や境内地を例にあげ，「群衆
遊観ノ場所」を「公園地」とする必要性を，布告案とともに太政官に上申し，これがその
まま，73 年（明治 6 年）1 月の布告となっている。同布告案に添えられた上申書57には，
地券税法の発布に合わせて，旧来の無税の除地は，どれも持主を定めて収税地とする方針
であったが，各地で「人民」の遊歩や宴会等に利用されてきた「勝地ノ類」は，「其土地ノ
繁盛」に関係するものであり，払下げることで，花木の伐採や開墾などが行われ勝景を失
えば損なえば，却って損失となること，また，これらは「人民」の娯楽，健康を助けるい
わゆる「偕楽」の一端ともなる場所であることを理由に，これらを公園地と定めるべきで
あると論じている。 
景勝地の類を民衆の遊楽の場であると位置づけ，同時に，新しい地租制度上で，それは
土地の繁盛に関わる場であると論じる箇所など，神田からの要請に酷似している点が多々
あり，その内容を踏まえた指摘であったことは明らかである。 
神田の要請は日本人住民からの要望を受けたものであった。しかし，大蔵省への要請に
際して，それを景勝地や境内地としてではなく，新たに，民衆のための地というカテゴリ
ーを作り，その中で旧来の用途の内容を捉え直し，近代の地租制度上で独立して経営可能
なものとして位置づけ直した点に，神田がもたらした成果があったといえる。このような
読み替えができた要因としては，経済学者としての背景とともに，居留地会議での公園整
備に関する協議や採決に県令として加わり，政府にその協議内容を英字新聞を添えて報告
する58など，居留外国人が自治活動を通じて公園整備を行う動向を熟知していたこと，そ
して，同景勝地の整備も，外国人の場合と同様に日本人住民の手により始まっており，双
方の共通性を容易に認識できる状況にあったことを指摘することができる。 
また神田は「公遊花園ノ地」という表現を用いたが，それ以前の兵庫県史料や神戸の公
園に関する外務省記録にはこの表現は見られない。これは神戸の居留外国人らが呼称し求
めていた Public Garden や Recreation Ground の語感があるように思われ，神田は自らの
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解釈に基づいてその用途内容を指す訳語を作り，同地に当てはめたものであったと考える
ことができる59。 
少なくとも，旧来より日本人に親しまれてきた景勝地や境内地などの遊楽の場が，近代
の公園制度において再定義され公園として継承されることになった要因には，神田による
読み替えがあり，またその原点には，雑居地において公園を求めた内外人住民の自治活動
があったといってよいであろう。 
しかし井上は同布告において，公園に地券を発行せず，事実上，政府の管理下に収める
方針をとっている。また後には政府の管理下で課税も認めるようになる60。これは，布引
遊園地の整備において，住民側に公園の所有権を与え，地券を発行することで，繁盛に応
じて地税収益の場とすることを提案した神田や，東遊園地の整備において，コミュニティ
を象徴する場として自治機関への引渡しを要望していた神戸の居留外国人らの考え方とは
対立するものであった。 
神田の提案は，自由主義経済学者ならではの発想であったといえるが，民衆が集まる行
楽地の保護という社会的側面と，収益地の確保という政府の土地政策上の側面が両立する
仕組みであったといえる。これを極言すれば，近代地租制度上で収益を考えると，必然的
に，民衆の要望を反映させることが必須となり，旧来より民衆に親しまれ，今後も民衆が
集まるであろう景勝地や境内地を保護する必要が生じる，ということになる。 
それまで，旧来の無税の除地や公有地は，払下げて収税地として処分するつもりであっ
た大蔵省や，官有林野の入札払下げに熱心であったといわれている井上が61，突如その方
針を一転させ，「公園地」制度制定の必要性を太政官に進言したのは，このような解釈から
であったと考えられる。これは井上が同上申書において，払い下げによる経済的損失に言
及し，さらに景勝地や境内地を公園とするとは言わずに，「人民輻輳ノ地」にある「群衆遊
観」の場所を公園とするとして（その例として景勝地や境内地をあげている），これに類す
る地を全国に募っていることからも明らかである。井上また大蔵省にとって同制度は，民
衆が集まる収益地を広く全国に募る面が大きかったと考えられる。 
結果的には，神田が示した民間による公園経営の仕組みが，そのまま官営化し制度化さ
れたかたちとなった。しかし神田は当初，民主化の方法として近代地租制度上に公園を位
置付けることを考えたはずである。官営化という視点で日本の公園の制度化過程を捉える
ならば，住民側へはその利用権のみを残し，その他，所有権をはじめ，計画，運営，用途
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や利用法の決定権などを政府側が掌握していき，住民の関与を制限していったという新た
な側面が明らかとなる。 
この対立は，前節に示したとおり，政府が同公園制度の準用を試みた東遊園地の扱いを
めぐる交渉において顕在化している。 
これは交渉の末，結果的に私設公園というかたちで制度化され収まった。しかし，日本
政府は，ここに至り，東遊園地を居留地外としたまま約書を作れば，「後日の不都合」にな
ると懸念し，それまで居留地外として扱われていた同地を，同議定書において，初めて，
居留地内であると明記している62。これにより，同地は，雑居地内，すなわち，日本の国土
内の公園から，いわば，居留地内に特例的に認められた公園へと位置づけが変更されたこ
とになる。所有権，利用権は政府側で確保しながらも，一律の徴税によらず，整備費用の
拠出方法如何によっては，計画，管理の権限を直接民衆側に与えることになる修正案は，
日本の公園整備の方法として踏襲されるべきではないとの判断があったようである。後に，
日本の近代公園は，民衆側には利用権のみを認めた官有地として，政府主導のもとで整備
され，その利用法についても厳しく制限されていった側面があることはよく知られている
通りである。 
 
７．まとめ 
神戸開港場で展開した，居留外国人の自治活動や，彼らによって主導された都市整備事
業は，複数の要因が重なり生じたものであったが，早くから，多くの外国人が，その実験
的性格を自覚し，自負とともに，民主化の実現に熱を上げていたのは印象的であった。本
章では，雑居地における公共施設の整備過程を取り上げ，一般の居留外国人たちが，各種
クラブやメディアを通じて，これら整備を進めていた実態を明らかにした。 
そして，同様の自治行動は日本人住民の間にも生じ，彼らが求めた日本古来の遊楽の場
は，外国人から影響を受けた神田孝平による読み替えを経て，明治政府によって日本の近
代公園制度として継承された。しかし，公園の制度化にあたり，政府は，当初見られた住
民の関与を制限し官営化していく。これに対して，神戸では，その後も，内外人ともに，
住民が公園を主体的に管理運営することを求め，政府の方針に反対し，私設公園を公に開
放する形式とすることで，当初の関係を残し維持していたことが明らかとなった。 
明治初期に近代化を経験した都市は，東京，または，横浜，神戸などの開港都市に限ら
れており，さらに，明治初頭ともなれば，東京，横浜を中心とした政府主導による国づく
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りに動員されたお雇い外国人の活躍に注目が集まり，西洋技術の直接的導入期や，欧化と
いう表現で時代の性格が捉えられている。しかし，同時期，都市の近代化において，双璧
をなしていたといえる神戸では，内外住民主導による都市整備が行われていた。すなわち，
内外人双方で起こった民主化の動きが，そのまま，住民が主導する都市整備行動となり，
西洋市民社会を背景とした外国人の自治行動から直接影響を受けるかたちで，日本の旧来
の習慣を近代へ継承する動きが現れ，政府の制度設計に影響を与えるなど，東京，横浜と
は違う形で，日本の近代都市の先行地としての役割を果たしていた。そして，このような
特徴的な都市と住民の関係は，現地ではその後も維持され，独自の都市環境を形成する背
景となった。 
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図版・表（第 1 章） 
 
図１ 神戸雑居地の範囲63 
 
表１ 各雑居地制度の比較64 
 
 
 
 
 
表２ 横浜･神戸の制度的特徴の比較65 
 
 
横浜居留地 横浜山手居留地 神戸居留地 神戸雑居地 
土地分配法 競売 競売 競売 相対借地 
引渡時期 造成後 造成後 未完成 未造成 
自治権 なし なし あり あり 
 
  
 東京 大阪 神戸 新潟 函館 
借家 ○ ○ ○ ○ ○ 
借地 × × ○ ○ ○ 
地方税 ○ × ○ × × 
自治権 × ○ ○ × × 
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図２ 72 年(明治 5 年)各国共同名義による借地の分布（a～f）66 
 
表３ 83 年(明治 16 年)までに取得された各国共同名義による借地67 
 
 
 
 
 
 
 
  
契約年月 国籍 借主 用途 坪数 貸主 借地料 場所 
69 年 2 月 各国 UnionClub 社交クラブ用地 1000 坪 兵庫県 250 円/年 a 
69 年 6 月 各国 居留地会議 自治機関庁舎用地 357 坪 政府 720 円購入 
 
b 
69 年 10
月 
各国 H.O.R.C. 競馬場 5110 坪 民間 319 円/年 c 
70 年 10
月 
各国 K.R.A.C. クラブハウス用地 194 坪 兵庫県 18 円/年 d 
72 年 4 月 各国 居留地会議 前町公園 1000 坪 兵庫県 125 円/年 e 
75 年 8 月 各国 居留地会議 東遊園地 9467 坪 政府 無償 f 
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注（第 1 章） 
1 当初，外国側は，在来の兵庫津を含む範囲での雑居許可を求めたが，これに対し，日本側は，兵
庫津を含まない，東は生田川，西は宇治川，南は海岸，北は山麓までの範囲内に限りこれを許可
し，土地あるいは家屋を現地日本人と相対で貸借契約を行うこと，また，日本人から家屋を購入
した場合は，それを取り壊し，新たに家屋を建築する自由を認めている(外務省[神戸雑居地及山
手地所地租改正一件]冒頭，内閣記録局[1977]pp.297～300)。  
2 内閣記録局[1977]p.297，大山[1967]p.74 
3 横浜では 65～67 年，長崎では 61～75 年まで自治行政が行われたが，それぞれ，領事団の非協力
や資金不足，領事団内部の分裂が原因で破綻し，自治行政権は地方庁が引き継いでいる。これ以
降は，神戸，大阪で見られたのみで，居留地制度が解消される 99 年まで良好に維持されたことが
知られている。 
4 神戸，大阪の自治制度はイギリス公使パークスにより設定されたが，その経緯は既往研究におい
ても不明とされている。横浜居留地の自治機関は 67 年に地方庁の所属下に入るが，神戸開港場で
も横浜の例に習い，開港直前の 67 年までは地方庁の下に居留地委員を設置し居留地の運営を行う
方針であったといわれている(大山[1967]p.31,洲脇[2005]pp.53～56)。しかし開港(68 年 1 月 1
日)後の 68 年 8 月の条約においては，その方針を一転し，同自治制度が定められている。比較制
度研究からはこの方針転換の理由について明らかにされていない。しかし当時の現場の動向をみ
ると，開港時に神戸と大阪は居留地が未完成であり，その後も維新後の動乱のせいで日本側によ
る造成工事は数ヶ月にわたり中断したままであり，またわずかに整備された箇所についても，そ
の内容に居留外国人から適切に指導すべきではなかったのかと不満が出るという有様であった。
イギリス公使パークスは，この現状を受け，外国側で後の整備を引き継ぐ必要を認め，現場の対
応として，横浜の自治機関の失敗の原因であった組織形態に修正を加え，神戸，大阪に再度設定
する運びとなったと考えるのが自然ではないだろうか。 
5 山田[1983]p.18 
6 ヴァンデルカメン[1995]pp.42～44,p.54。また自治機関を設定したイギリス公使パークスの考え
については，パークス来神時の借地人会でのインタビュー報告(The Hiogo News 70 年 4 月 27 日
号〔以下，HN70.4.27 と略す。〕)がある。核心的なことは述べていないが，パークス自身も神戸の
自治制度の運営状況に関心を持っていた様子はわかる。 
7 HN71.9.6 第 2 面 
8 70 年 1 月 4 日借地人会議(The Hiogo & Osaka Herald 70 年 1 月 22 日号〔以下，HOH70.1.22 と
略す。〕) 
9 HN72.1.13 第 1 面 
10 領事の権限に関する議論は 69年 5月 26日特別居留地会議議事録(HOH69.5.29)に詳しい。また，
後に採用され実施された会議の運営規則案(HN69.7.28)からも，領事と民間委員の議決権は同等で
あったことがわかる。 
11 山田[1983]pp.22～23,p.30，洲脇[2005]p.60,pp.61～63。 
12 神戸居留地会議では，68 年 10 月 20 日の第一回会議において，記者に会議の傍聴，議事録のコ
ピーと公開の自由を与える提案が可決され，以後居留地返還まで議事録は紙上に公開されていた
(HOH69.5.22)。大阪川口居留地も神戸と同一の条約･規則をもとにしており，居留地の整備事業を
行う居留地会議が設けられたが，議事録の公開はなく，神戸で見られたようなメディアを通じた
会議と居留外国人のやりとりは見られない。 
13 神戸開港場では明治 5 年までに，自治機関以外に，宗教団体 2，フリーメーソン 1，商業会議 1，
スポーツクラブ 3，社交クラブ 2，劇団 1，病院設立協議会 1，ボランティア消防隊 1，の合計 12
の各種団体が組織されていた（件数は英字新聞からの数え上げによる）。ここには，宗教や経済活
動に関するもの以外に，西洋で発達した近代の都市生活を支えたスポーツクラブや社交クラブ等
の市民組織が多数含まれていたことがわかる。当時の新聞記事には，娯楽，健康，公益活動など
を主な関心事とした居留外国人たちが，これら市民組織を通じてスポーツ大会の開催やボランテ
ィア活動を行なう様子が伝えられているが，公共施設の獲得に関しても，これら市民組織の働き
かけがあり，各々のクラブ施設はもとより，公共利用を前提とした公園についても，署名活動や
一部自費での整備を名乗り出てその実現を後押しするなど，自治機関とともに中心的役割を果た
している。 
14 「兵庫港並大阪に於て外国人居留地を定むる取極(67 年 5 月)」(内閣記録局[1977]pp.241～244，
第 10 条，第 11 条)，「大阪兵庫外国人居留地約定書(68 年 8 月)」(内閣記録局[1977]pp.258～262，
第 9 条)。 
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15 村田[1995]pp.20～22 
16 教会や病院，屋内球技場等がこの形式で設置された。各国共同名義の借地の場合とは異なり，
日本側がその用途変更を関知しないという意味で，非公式の公共施設ということになる。 
17 立川[1996]p.125。H.O.R.C(Hiogo and Osaka Race Club)は 69 年 10 月設立され，74 年 10 月に
競馬場の借地契約満了とともに解散する。この頃になると鉄道と人力車が普及し馬の飼養の必要
性がなくなっていたといわれている(堀･小出石･土居[1993]p.129)。K.R.A.C(Kobe Regatta and 
Athletic Club)は 70年 9月に設立され現在に至る。前身のレガッタは 68年 5月頃より(HOH68.5.2)，
アスレチックは 69 年 12 月頃より(HN69.12.24)，居留地内の空き地や競馬コースを利用して活動
していた。 
18 HN70.7.16 社説，HN70.9.24 社説 
19 HN69.9.29 社説，70 年 9 月 23 日 K.R.A.C 設立総会議事録(HN70.9.24) 
20 競馬クラブ設立総会のメンバーのなかには，J.W.ハートの名もあった。当初の競馬コースの形
状は，借地可能だった土地の関係上，歪なもので，すぐに改修の必要性が議論されるようになる。
ハートは競馬クラブの技術顧問として改修工事の見積もりを作成するが，費用に見合った効果が
得られないとして，別の場所に新設することを提案し，新競馬場の計画案を作成している。競馬
クラブの会合で計画図を前に議論している様子は伝えられているが，この図面は残っていない。
K.R.A.C のクラブハウスの設計を担当したのは，一時期ハートと協働し後にお雇い外国人として
東京大学で図学の教鞭を取る J.スメドレーである。 
21 外務省[神戸雑居地及山手地所地租改正一件]，同省[神戸公園地設置ノ為亜米利加国人｢ホール
フラン｣ニ貸渡地取戻一件]。 
22 69 年 4 月 22 日居留地会議議事録(HN69.5.20) 
23 HOH69.6.5 社説 
24 HOH69.7.24 社説，69 年 9 月 8 日特別居留地会議(HN69.9.11，HN69.9.15) 
25 兵庫港神戸居留地全図[1868] 
26 69 年 12 月(明治 2 年 11 月)に兵庫県が後に東遊園地公園となる生田川河岸一帯の土地を一人の
米国人に貸与許可し地券を発行したことがきっかけとなり，同会議により両地の帰属の確認と，
日本側にこの貸与の無効を要求する外交交渉が始まる(兵庫県[内外人公園設置]70 年 1 月(明治 2
年 12 月))。また交渉状況に連動して整備内容の検討も行われている。 
27 70 年 1 月 11 日の会議(HOH70.1.15)で提議があり，同 2 月 11 日会議(HN70.2.16)で議決されて
いる。なお，ハート作成の｢居留地図｣(70 年)に同公園の記載があるが，同図には 70 年 7 月の日
付が入っており，同図は決議の約半年後の作成ということになる。居留地計画の策定は，会議で
の協議が先行していたことが確認できる。 
28 70 年 10 月 4 日特別居留地会議議事録(HN70.10.15) 
29 71 年 9 月 1 日居留地会議議事録(HN71.9.9) 
30 71 年 11 月 23 日居留地会議議事録(HN 71.11.29) 
31 HN70.4.2 投書，HN71.6.14 論説 
32 72 年 4 月 12 日居留地会議議事録(HN 72.4.17) 
33 居留地の整備過程については第３章に詳述するが，一連の研究において，開港前の 67 年(慶応
3 年)にイギリス海軍所属の測量技師 C.J.ブロック(Charles James Bullock,またはキャプテン C.
ブロック)によって，2 種類の居留地計画図が作成されていたことが新たにわかった。ひとつは旧
幕府との間で交わされた図面（日本には複製絵図面しか残っていないが，その原図が神戸のイギ
リス領事館からイギリス公文書館へ移り残っている。）となり，ひとつは新政府の下でイギリス人
技師 J.W.ハートに引き継がれて，先に挙げた居留地競売図となったことが明らかである。後に両
公園となった箇所は，前者図面では，それぞれ前町公園の場所が｢用地｣(｢RESERVE｣)，東遊園地の
場所が｢公ノ囿園｣(｢PUBLIC GARDEN｣)と用途が表記されているが，ハートが引き継いだ後者図面に
は，用途に関する表記はなかった。しかし前者図面は，その後も現地イギリス領事館で閲覧でき
たようで，居留外国人の間では，旧条約図面と称され引き合いに出されることが多く，両地は公
共用途の保存地であるとの認識が持たれたなかで，新政府との交渉が始まっている。新政府は明
治 3 年頃になって，外国人から指摘を受けて同図面（前者図面）の存在を知る。しかしその効力
を定めた条文等はなく，その後も同図面が引き継がれることはなかった。 
34 兵庫県[内外人公園設置]70 年 1 月(明治 2 年 12 月) 
35 71 年 9 月 1 日居留地会議議事録(HN71.9.9)，71 年 12 月 28 日居留地会議議事録(HN72.1.3) 
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36 HN72.1.6 社説 
37 72 年 4 月 12 日居留地会議議事録(HN72.4.17) 
38 HN72.4.10 社説 
39 外務省[神戸公園設置一件]72 年 2 月(明治 5 年 1 月) 
40 72 年 6 月 7 日特別居留地会議議事録[HN72.6.12] 
41 外務省[神戸公園設置一件]72 年 10 月(明治 5 年 9 月) 
42 神戸市開港三十年記念会[1974]pp.450～454 
43 兵庫県[布引遊園砂子山遥拝所設置]71 年 11 月(明治 4 年 10 月) 
44 丸山[1994]pp.25 
45 兵庫県[布引遊園砂子山遥拝所設置]72 年 9 月{明治 5 年 8 月) 
46 前掲資料，72 年 11 月{明治 5 年 10 月) 
47 外務省[神戸公園設置一件]73 年(明治 6 年)1 月 
48 前掲資料 73 年(明治 6 年)2 月 
49 太政官[地所名称区別更正･五条] 
50 外務省[神戸公園設置一件]73 年(明治 6 年)4 月 
51 兵庫県[内外人公園設置]73 年(明治 6 年)5 月 
52 外務省[神戸公園設置一件]74 年(明治 7 年)8 月， 兵庫県[内外人公園設置]同年同月 
53 外務省[神戸公園設置一件]74 年(明治 7 年)6 月，同資料同年 10 月，同資料 75 年(明治 8 年)8
月 
54 同布告に基づく公園と成立については，田中[1974]pp.47～56，丸山[1994]pp.21～43]，白幡
[1995]pp.167～185 の研究がある。 
55 北島[1975]p.218。また，後に在神戸イギリス領事となり日本の法制度史に関する著書もあるジ
ョン･カーリー･ホールの回想によれば(堀･小出石･土居[1993]pp.245～247)，神田とは居留地会議
をきっかけに親交が生まれ，家に招き食事を共にし，当時の欧州の重要問題などについて議論を
交わす仲であったこと，また，神田が精通していたと同氏が指摘する「『アイルランド土地法』(1870
年 8 月)の慣習法」についての情報を最初に提供したのは自分であったことなど，その関係が語ら
れている。この親交が日本の地租制度その他に与えた影響などについては，既往研究がなく不明
であるが，神田は，県令としての現場対応だけでなく，在神戸の知識人から西洋の最新情報を得
るルートを持っていたことがわかる。 
56 兵庫県[布引遊園砂子山遥拝所設置]72 年 11 月(明治 5 年 10 月) 
57 太政官[府県ニ公園ノ地所ヲ択ハシム] 
58 外務省[神戸公園設置一件]72 年 8 月(明治 5 年 7 月) 
59 神田は太政官布告の後においても「公園地」ではなく「公遊地」という表現を用いて，東遊園
地と布引遊園地を同一用途の施設として捉えている。 
60 丸山[1994]p.27 
61 前掲書 pp.25～56 
62 外務省[神戸公園設置一件]74 年(明治 7 年)11 月 
63 出典:参謀本部[1885(明治 18 年)]に濃淡を付け，雑居地範囲に関する条約の内容（注 1 参照）
を踏まえて，筆者がその範囲等を記載したもの。 
64 出典:大山[1967]の内容を踏まえて筆者が作成。 
65 出典:大山[1967]，また英字新聞記事の内容を踏まえて筆者が作成。 
66 出典：鉄道以北は兵庫神戸実測地図[1872(明治 5 年)]を，鉄道以南は兵庫神戸実測 3 千分箇縮
図[1872(明治 5 年)]をもとに，筆者が合成地図を作成し，各施設位置を記載したもの。東遊園地
は 75 年(明治 8 年)の議定書によって正式に居留地の公園となる。図中の居留地範囲はこれ以前の
状態を示したものである。 
67 出典：神戸市開港三十年記念会[1898]，外務省[神戸雑居地及山手地所地租改正一件]，同省[神
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戸大阪両港外国人居留地並雑居地及神戸山手永代借地雑居地地租徴収取調ニ関スル参考書]より
筆者が作成 
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第 2 章 神戸「内外人雑居地」における外国人による土
地取得の推移と日本人による都市整備過程 
 
１．既往研究と史料 
都市構造の比較研究が主である既往研究に対して，本研究は住民の自治活動による都市
整備という観点でその動向を捉える研究であることは前章に述べた。そのため本章におい
ても引き続き，当時の英字新聞や明治初頭に兵庫県がまとめた兵庫県史料，当時の外務省
がまとめた外国人への借地に関する外務省記録を基礎史料として用いている。 
都市構造に関する既往研究では，地図資料や商館名簿を用いて，構造比較からその経年
変容についての言及もある。しかし開港から明治 20 年頃までの雑居地については，特に資
料が限られており，その間の動向はほぼ不明であったといってよい。この点については，
本章で新たに，明治初頭から記録が残る当時の外務省がまとめた外国人への借地の調査資
料を用いてその動向の一端を明らかにした。 
日本側が雑居地内で行なった街路整備については，兵庫県史，神戸市史にその通史的概
要が示されている。また小原啓司[2000，2002]，今井良広[2001]，鵜飼浩平[2007]による
各分野の研究により，このうちのいくつかが民間資本を活用した事業であったことが明ら
かにされている。しかし，英字新聞，兵庫県史料，外務省記録を用いて，外国人の動向や
日本の都市整備関連の法制度との関連で現象を捉えた研究はなく，また，これら事業が地
租改正の提議者であり，居留地会議や外交交渉に兵庫県令として関わり内外の接点となっ
た神田孝平により主導されたものであったことに触れた研究もない。本章では前章に引き
続き，外国人からの影響や日本側の対応，また神田の動向に注目しながら，都市整備への
市民の参加の原点を示す現象としてこれら事業を取り上げている。 
 
２．雑居地制度の成立経緯にみる雑居地進出に向けた外国側の認識 
神戸の雑居地制度は大山梓[1967]の研究に代表されるように，居留地未完成にともなう
暫定的性格をもった措置として始まったとの見方が定着している1。しかしこれは当時の日
本側の主張でもあり，外国側の認識とは異なっている。本研究では新たに，これ以前に居
留外国人らが，雑居の許可を求めて協議活動を行っていたことがわかった。外国人がどの
ような認識で雑居地へ進出をはじめたのかについては，その後の進出動向や雑居地整備に
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向けた内外の動向を知る上で必要であると考えられる。ここでは雑居地制度の成立経緯か
らこの点を明らかにする。 
神戸の雑居地制度は，開港から約 3 ヶ月を経た 1868 年 3 月 26 日(明治元年 3 月 3 日)
に，英公使をはじめ 3 カ国の公使団が京都へ参内した際に日本側へ要求があり，外交交渉
の末に協約が成ることが既に知られている2。しかしこの直前の 68 年 3 月 20 日(明治元年
2 月 27 日)には，回覧による呼びかけに応じて「主な居留外国人のほぼ全員とこれに各国
の領事館の人間も加わり 4，50 人ほどが集まった」非公式の居留民協議会 public meeting
が開かれ，その中で居留外国人の総意として雑居の許可を求めていくことが確認され，各
国公使へ公開質問状を送ることまでが決議されていたことが新たにわかった 3。また京都で
の交渉内容は明らかにされていないが，協約内容を示した伊藤俊介(博文)から各国領事へ
宛てた書簡は，即時新聞紙上に公開され居留外国人らにも伝えられている 4。 
協約内容は既に知られているとおり，土地については貸借のみを認めたものだが，借地
期限や更新に関する記載はなく，外国人に無期限の借地契約や実質的な売買契約を許す内
容であった5。この曖昧な表現は日本側の不備であったのか意図したものであったのかは定
かではない。しかし居留外国人らは先の協議で「神戸のあらゆる場所において現地の所有
者から土地，家屋を購入，貸借できるよう，日本政府と条約を結ぶこと」を各国公使へ求
めており，彼らにとってはほぼ当初の要望通りに雑居の許可を日本側より取り付けたこと
になる。 
また居留外国人らは協議会において，上海と同様に 99 年の借地期限とすることなどを
話しあっていることからも分かるように，なんら暫定的なものを想定していない。これは
後に日本側は 5 年更新とする借地期限を要求するが，外国側はこれに対して 99 年の借地
期限を求めてしばらく対立が続いていることからもわかる6。居留外国人らにとっては暫定
的措置という認識ではなく，いわば開港時に居留地が未完成であった条約違反に対する代
償的措置として雑居の許可を求め，居留地外に恒久的な居住の権利を獲得したのだとの認
識で雑居地への進出をはじめたと考えることができる。 
また外国人の間ではすでに明治 2 年の段階で，近い将来山手地区は住宅専用地となるだ
ろうとの展望が持たれている7。外国人は雑居地内の土地を自由に獲得できたことは前章で
述べたが，これに加えて土地の転売（正確には借地権の転売）を防止する規則等も設けら
れなかった。投機現象は次節で述べるが，その条件はこのようにすでに整っていたことに
なる。 
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３．外国人による借地の進展過程と投機的土地取得の傾向 
坂本勝比古[2000]によれば，雑居地の山手地区への外国人の進出は日本側による街路整
備が完了し住宅地としての基盤が整い始めた明治 20 年代初め以降に本格化するとされて
いる8。しかし借地9の進展に注目すれば，早くから投機的な取得があり，すでに 1870 年(明
治 3 年)の段階で居留地外の借地総面積は居留地のそれを超え10，83 年(明治 16 年)には山
手地区11のみで居留地を上回るほどの進出があったことが新たにわかる（表 1）。ここでは
居留地と雑居地をあわせた神戸開港場全域における借地の進展過程と投機現象を，借地の
筆数，面積，名義人数，また建築数，転売価格などを指標として数量的に捉える。そして
次節において，これら雑居地における先行する投機的な借地の取得を背景に，日本側によ
る街路整備事業が展開し，住宅地としての基盤が整った山手地区へ，外国人の進出が本格
的に始まることを明らかにする。 
居留地の造成工事は，開港後 9 ヵ月を経た 68 年 9 月(明治元年 7 月)の第 1 回競売と同
年 10 月(8 月)の自治機関の発足を機に外国側に引き継がれる12。しかしその後も競売によ
ってその費用を捻出しながら段階的に整備を進める必要があったため，71 年 12 月(明治 4
年 11 月)頃まで，排水・下水等の基盤整備が続いている13。70 年 5 月(明治 3 年 4 月)には
3 回目の競売があり，この時点で全 126 区画中 121 区画の販売が終了したことはよく知ら
れている14。しかし居留地への外国人の進出状況を建築数から見ると，70 年 7 月(明治 3 年
6 月 or7 月)の日付が入った居留地図15からは，この内，区画内に建築が確認できるのは 36
区画にすぎず，軒数は母家や倉庫，小さな付属屋を数え合わせても全体で 100 軒程度とい
う状況で，また同じく明治 5 年 7 月の日付が入った居留地図においても，いまだ半数の 63
区画に建築が確認できるにとどまるという状況であった。明治 5 年の商館名簿16からは，
44 区画において，商社等の営業が確認できるにすぎない。 
このような居留地への外国人の進出状況に対して，在来の日本人街であった鉄道路線以
南の海手の雑居地(以下「海手雑居地」と表記，注 11 参照)では，70 年(明治 3 年)の時点
で 79 筆(平均 91 坪)の借地のほか，104 棟の家屋，93 棟の土蔵･納屋の貸借契約がなされ
ている（表 1）。一方，鉄道路線以北の山手の雑居地(以下「山手雑居地」と表記)では，31
筆(平均 773 坪)の借地契約があり（表 1），同年の外務省による現地調査報告17によると 25
戸の別荘が建てられているとある。しかし土蔵･納屋の貸借契約は見られない（表 1）。ま
た明治 16 年には，海岸雑居地の家屋，土蔵･納屋の契約は明治 3 年と比べ半数以下に減少
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し，逆に，山手雑居地の借地は倍増以上に増加している（表 1）。これらのことより居留地
未完成にともなう外国人の一時的な雑居地への進出は，海岸雑居地の在来の日本人街にお
ける家屋や蔵の貸借が中心となっていたこと，また山手雑居地の借地は，居留地の整備状
況とは関係なく，当初より別荘あるいは投機の対象として借地の取得が始まっていたと考
えることができる。 
居留地では，48 区画が 19 名の複数箇所に渡る区画購入者により取得され，そのうち実
際に営業を始めたのは 5 名にとどまるなど，投機的土地取得が行われていたことが指摘さ
れている18。また，明治 3 年の海岸雑居地における全契約は 108 名の名義人によりなされ
ているが（表 1），このうち居留地区画の落札者でもある者は，13 名と少なく19)，多くが
居留地に区画を持たない者であった。そのため彼らの多くは，当初の土地所有者から用地
または施設の転売あるいは又貸しを受ける必要があったことになる。居留地区画の転売価
格の一例を示すと，居留地区画 27 番は，69 年 6 月(明治 2 年 4 月)の競売で＄860 だった
ものが，ちょうど一年後の 70 年 6 月(明治 3 年 5 月)には＄1700 の値が付いている20。彼
らや新たな来航者が雑居地ではなく，高利に甘んじても居留地へ転入せざるを得なかった
理由としては，当時の高額な火災保険料の問題があり21，木造家屋が密集し火災が頻発す
る在来の日本人街では倉庫に火災保険をかけることすらできない実状があったことを指摘
することができる。居留地では更地の転売のほかに，倉庫を建築後に上屋と土地とをあわ
せて売却する例や22，一区画に複数の商社が入る例23も多く見られた。居留地では当初から
投機的な区画の取得があり，投機者は早くから高利を得ていたことがわかる。 
一方，70 年(明治 3 年)の山手居留地における借地を，その保有形式から見ると，全 23
名の名義人うち，借地一箇所のみを保有したものは 18名(平均 606坪／人，合計 10908坪)，
複数箇所にわたる借地を保有したものは 5 人(平均 2609 坪／人，合計 13045 坪)であった
24。後者は投機目的の取得であると考えことができるが，面積的にはこれらが全体の過半
を占めていたことになる。この傾向は 83 年(明治 16 年）においても変わりない25。また立
地から見ると，70 年(明治 3 年)の山手雑居地には，68 年(明治元年)に既存の畦道に手を
加え整備した山手雑居地中腹域に至る屈曲した一本のアクセス道（図 1）があるのみだが，
この道に近接して比較的小規模（平均 500 坪程度）な借地が分布（表 2，中山手通，下山
手通を参照）し，この道から大きく離れた山麓付近に，比較的大規模な借地（平均 1400 坪）
が分布していた（表 2，山本通を参照）。後者が投機目的の借地であることは明らかである。
街路の整備に先行してこれら借地の取得が進んでいたことがわかる。 
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70 年(明治 3 年)頃の英字新聞の広告欄には，すでに毎号のように居留地，海岸雑居地に
おける土地の転売や，家屋や倉庫の賃貸や，山手雑居地の別荘の新築広告などが掲載され
るようになっていた。投機傾向は早くから開港場全体に広がっていたといえる。 
 
４．日本側による街路整備事業の展開 
開港にともない雑居地では，政府や兵庫県によって港湾の整備や河川の移設，道路拡幅
等の事業が相次いで行われる26。1872 年(明治 5 年)頃になると，街路（道路と宅地）整備
といった市街地整備事業が本格的に始まるが，その事業手法はそれまでとは一線を画する
ものであった。小原[2000，2002]は日本の区画整理事業の初発例であるとしてこれら事業
をとりあげ，また，今井[2001]は神戸で早くに起こる民間企業による都市開発事業の嚆矢
であるとして取り上げている。しかしこれらの事業がどのような経緯で始まったのかにつ
いては明らかにされていない。本節では，都市整備への市民の参加の原点を捉える観点か
ら，兵庫県によって事業手法が確立され，近代において住民自治による都市整備が開かれ
ていった過程として，これらを明らかにする。 
72 年 7 月(明治 5 年 6 月)には，道路整備としてはそれまでで最大規模となる山手雑居地
一帯に縦横の道路を設ける事業が始まる。これは兵庫県によって始められたが，それまで
のアクセスや通過交通を目的とした既存道路や畦道の拡幅とは異なり，あらかじめ直行す
る街路割を定め，その左右に人家を建てさせることを意図したものであった。兵庫県が同
事業計画を大蔵省に上申した 72 年 4 月(明治 5 年 3 月)の上申書27には，山手の眺望が人気
で，競って住居も増えていく勢いなので，今のうちに縦横の道割を決め，その左右へ人家
を取建てさせなければ，後からは余地がなくなること，またそのように外国側からしきり
に迫られていること，街路幅員は外国の事例を踏まえた計画であることが述べられており，
外国側からの働きかけを受けて始まった計画であったことがわかる。 
また，その整備費用について兵庫県は大蔵省に，同地の払下げ代金から支払う予定で，
官費支出の必要はなく，人家の増加に従い段階的に整備したいと照会している。これは外
国人らが居留地で行っていた整備方針と同じであり，事業手法についても外国側から何ら
かの提案，あるいは参照があったことが考えられる。兵庫県は 2 度にわたりこの手法での
事業許可を申請しているが28，結局，大蔵省はこれを認めず，別に入費が下げ渡されるこ
とになり29，結果的に国の事業として行われることとなった。しかし同手法は，この後す
ぐに別の市街地整備において，より具体的なかたちで展開することになる。 
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72 年 8 月(明治 5 年 7 月)に，居留地西側に広がる在来の日本人街に日本側の商業拠点を
開くべく30兵庫県が計画した栄町通の開発は，三井組を中心とした合資会社である神戸為
替会社31がその事業費の全額を出資して行われたが，通りの左右に開かれた土地を同社に
下げ渡し，転売の自由を認めることで，金利と利益を保証するとの規約書を兵庫県との間
で交わした上で行われた事業であった。72 年 12 月(明治 5 年 11 月)に兵庫県は大蔵省に，
地方の事業として同計画を決定したと事後報告しているが，その中で「当港商社共説諭ノ
上出金為致適宜ノ方法取設」けたと説明しており32，兵庫県の指導下で事業化された手法
であったことがわかる。 
これに続き兵庫県は，72 年 10 月(明治 5 年 9 月)33に，生田川の移設にともない残地と
なった旧河川敷を，荒廃地払下げの大蔵省令に基づき民間へ入札払下げを行う。ただし兵
庫県は，これを「家作場」（宅地）として開発するとして，「地所有姿ノ儘」（現状のまま）
で，事前に街区割を定めた計画図を作成し，同図面に基づき 17 区画（平均 2310 坪，合計
39262 坪）の宅地に分割してそれぞれを競売に付している34。事前の基本計画に基づいた競
売や，落札者が共同施工者となり宅地開発を行うことを想定している点などに，神戸居留
地の事業手法との共通点を指摘できる。入札前の約束等は不明であるが，開票結果は，三
井組に資金援助を受けた 2 名の民間人が全区画を落札するものとなった35。両名は施工者
となり，街区割に一部修正を加える許可を得た以外は，基本計画に従い，旧川床の埋め戻
し，川土手をならし，道路の敷設，側溝の設置などを自費で行い，一旦はこれら宅地の所
有者となる。しかしすぐにその大部分は三井組に譲渡され三井組の所有地となっている 36。 
この事業においては，先に見たような規約書等は交わされておらず，これは三井組が自
発的に行った都市開発への投資であったということができる。そして今井[2001]が指摘す
るように37，この事業の後にはその他民間による都市開発事業が相次いで始まることにな
る。ただしその前段階には，兵庫県による民間開発の誘導や，事業化があったことが新た
に明らかとなった。その具体的手法については，外国人が行っていた神戸居留地の整備手
法や，転売により利益を得る土地投機との類似点が多く，これらからの参照が考えられる。
また開港場全域に広がっていた目に見えた地価上昇は，兵庫県が利益を保証し，三井組が
投資を決める際の，説得力ある先例となったに違いない。 
山手雑居地における 2 度目の街路整備が 88 年(明治 21 年)から 89 年(明治 22 年)にかけ
て行われたが，これは 81 年(明治 14 年)に神戸区神戸町総代ら 10 名が連署し開発の申請
をしたことに始まった事業であった。彼らは整備費を自己負担として，道路用地の買い上
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げ費用の支給のみを，兵庫県を通じて政府に申請していた38。整備内容は，72 年(明治 5 年)
の一次整備を引き継ぐ形で，大街区内に残った未整備の地に縦横の道路を設け細分すると
いう単純なものであったが， 86 年(明治 19 年)から 88 年(明治 21 年)にかけては，50 町
の連合町会での協議のもとで，道路予定線上の家屋新築の禁止や，地価上昇を想定し，利
益を得る沿道の地主が整備費用を寄付金として負担するルールの取り決め行ったなかで行
われた事業であった39。兵庫県において，住民の自治を基本とした地方自治体性が，全国
にさきがけて組織されていたことについては，次節でとりあげるが，兵庫県の主導のもと
で，都市開発事業の主体者が，国から兵庫県，民間企業へと降りてきて，明治 10 年代には，
住民側から起こる都市整備が始まっていたことがわかる40。 
図 2 は，72 年(明治 5 年)の土地利用を示した絵図をトレースしたもので，図 3 は，88 年
(明治 21 年)の地籍図を起こしたものである。山手雑居地については，73 年(明治 6 年)の
第一次整備，89 年(明治 22 年)の第二次整備に完成する街路を，それぞれの図に破線で加
えている。また両原図にある表記をもとに，両図中に，宅地を白抜きで，外国人が取得し
た借地のうち永代借地41とよばれた箇所を黒太枠の白抜きで表している。 
図 2 より，先に取り上げた 72 年(明治 5 年)の山手の街路計画は，既存の村落や永代借
地を避けて通されていたことがわかる。また，同計画の見積書 42には，総延長 3140 間
(5715m)中 1870 間(3403m)の区間で，1 尺 5 寸(0.45m)から 1 間 6 分(2.9m)までの切土と，
この計 14432 立坪(約 87000 ㎥)の残土の低地への持ち運びが見積もられており，地形に沿
うというよりは高低差を均し，直行を意識し，街区を構成することを意図した計画であっ
たことがこれら資料からも明らかである。 
この他，図 3 には，日本の民間土地投機者が所有する土地の分布を示すために，複数箇
所にわたり土地を所有する者のうち，上位 5 名43についてその所有地を，地図上に，灰色
の太枠で表記した。また，92 年(明治 25 年)には，外国人に対する家屋税の徴収のため，
外国人が所有する家屋の調査があり，外国人名義の家屋 78 戸44，日本人使用人や妾名義で
外国人が所有する家屋 54 戸45の存在が報告されている。このうち前者の外国人名義の家屋
については地番が資料に残っているため，当時の外国人の居住地の分布を示す指標として，
図 3 上にその位置を示した46。地籍と家屋で調査年が前後するが，およそ，図中白抜きで
表記した宅地の上に表記があるものは 88 年(明治 21 年)以前からあり，灰色で表記した農
耕地のうえにあるものは 89 年(明治 22 年)以降の道路整備の完成をきっかけに，92 年(明
治 25 年)までに農耕地が宅地化され，新たに建築が進んだものと考えてよいだろう。 
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図 3 からは，日本の民間土地投機者が駅前や栄町通などの中心市街地に集中して土地を
取得し，徐々に山手方面へ農地の買収を進め宅地化を進めている状況を見てとれる。しか
し同時に，88 年(明治 21 年)から始まる第 2 次道路開設工事が行われた箇所は，ちょうど
これらの進出がない箇所と重なることにも気がつく。同計画は 81 年(明治 14 年)から 88 年
(明治 21 年)まで計画変更されていない47。外国人家屋の分布や，地価の高騰48などから，
山手方面への開発圧力が高まっていたことがわかる。しかし外部資本による局所的な開発
が行われる前に，より大きな全体計画が，住民側の自律的な自治活動からはじまり，地主
の協力を得て行なわれていたことを読み取ることができる。この後，坂本[1965]が指摘す
るように，住宅地として基盤が整った山手方面へ，外国人の進出が本格的に始まることに
なる。 
 
５．事業手法や自治体制の分析を通じて見る内外間の影響関係 
前節で取り上げた事業を指揮していたのは，兵庫県令の神田孝平(在任：1871 年 12 月 31
日〈明治 4 年 11 月 20 日〉-76 年〈明治 9 年〉9 月 3 日)であった49。後述するように，神
田は，日本の地租制度や都市整備に関する法制度が制定されるに先行して，地価上昇分を
その整備費用に当てる手法を事業化し，また全国にさきがけて住民自治を基本とするかた
ちで地方自治体制づくりに着手している。 
神田が兵庫県に施行した規則や事業は，神田の言説とともに，日本の地租改正事業や地
方自治体制確立の端緒となり，それぞれの内容を基本的に決定するほどの影響を与えたこ
とが，すでに複数の地租改正研究，また地方自治形成史の研究において指摘されている。
しかし，神田がどこからその発想を得ていたかについては，それぞれ諸説あり定説はない。
ここでは，本研究で新たに明らかにした神戸の外国人による土地投機行動や自治活動が，
神田にどのような具体例を提供したのかという観点から，その影響について検討し，先行
研究の成果を踏まえて，雑居地におけるこれら現象と日本の地租制度，地方自治制度との
関連性について考察を加える。 
日本の地租改正事業は，土地の自由売買の解禁，土地への地券の発行とその流通，市場
価格にもとづく地価への課税，を骨子としているが，これらは神田の提議(明治 2 年 4 月，
明治 3 年 6 月)が政府案となったものである50。また，具体的に，東京府下をはじめ全国の
城下町に準用された，市街地券制度(明治 4 年 12 月)は，神田の指導下で兵庫県が，神戸雑
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居地への外国人の進出に合わせて策定した土地への課税規則(明治 4 年 10 月)が，大蔵省
案としてほぼそのまま採用されたものであったことが知られている 51。 
神田がどこからこれらの具体的着想を得ていたのかについて，先行研究では，維新前か
ら各地の町地などでみられた土地所有証券を売買取引に利用する慣行を参照したものだろ
うという説が有力である。同説を主張した福島正夫[1970]は，日本の居留地における地券
を起源とする説も考えられるが，それは土地売買を確実ならしめる契約書の形式をとるも
ので，流通の手段を目的とする性質は見られないとしてこれを退けている52。しかし，福
島は居留地の地券証の内容を取り上げたのみで，実際には，明治元年より，居留地だけで
はなく，日本の国土内である雑居地においても外国人に地券が発行され，土地の投機的売
買が行われ地価上昇が起こっていたことには触れていない。また，地価への課税の要素に
ついては，居留地区画の販売において，横浜から神戸に至る段階で新たに，競売による落
札価格と予め設定した最低落札価格の差額を自治機関の積立金として取置くという規則が
設けられていた点53などに，その類似を指摘できる。このほか福島は，神田の地租改正案
が，近代的な公示制度の骨子を完全に備えていることを，驚きをもって記しつつもそのル
ーツには触れていないが54，これは居留地における競売規則にある公示制度や英字新聞紙
上に掲載される政府告示や不動産広告などからの参照を考えることができる。神田の兵庫
県令在任期間は，地租改正を提議した時期とは重なっていない。しかし，居留地で競売が
始まる 68 年(明治元年)に京都で一等翻訳官，70 年(明治 3 年)に太政官で制度取調方，71
年(明治 4)に外務省勤務という経歴55を考えれば，これらを目にする機会は十分にあった
はずである。 
また，神田が 73 年(明治 6 年)11 月に県規則として県下に布達した「民会議事章程略」，
「町村会議心得」は，日本で初めて県会，区会，町村会からなる地方自治体制を規定した
ものであった56。幕藩体制下で形成されてきた生活共同体でもある比較的小規模な旧来の
町村を基準単位とした町村会を自治体の中心に据え，下から上に向かって，町村会が体を
なすのを待って，順次，区会，県会と開いていくとしたその設置方針は，中央集権国家を
目指し，官僚的支配機構の整備を進めていた政府のそれとは正反対の性質を持つものであ
ったことが各既往研究において指摘されている57。同 12 月，神田はこれを「参考に供す」
として，当時の左院御用新聞の日新真事誌に全文を登載したが，全国の開明的地方官がこ
れを模倣したことにより，全国各地で町村会が創設され，一般の民会規則制定に対してま
で非常な影響を与えたことが知られている58。 
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このルーツについては長く研究対象にされておらず，近年になって南森茂太[2012]によ
り，その基本単位である町村会は，維新前から各地で見られた，伝統的な共同体自治の習
慣である寄合を参照したものであると説が立てられている。しかし，同研究においても，
神戸の外国人が居留地会議を通じて自治活動を行い，神田も県令として会議に参加してい
たという事実には触れていない。神田が制定した町村会の特徴について渡辺隆喜
[1992,2001]は，議員の公選，町村費や土木事業の内容決定権に見られるような幅広い権限
を持っていたこと，区戸長を議長とし行政権に密着した運営形式であったこと挙げている
が59，神戸の居留地会議が，これとまったく同一の特徴を持つことは，第 1 章 3 節で明ら
かにした通りである60。ただし，個々の運営規則については，議員の中から議長役を決め
た居留地会議の場合と異なり，旧来の庄屋，名主，年寄を議長役に固定させる等の差異61
が確認できる。この点からは，旧来の町村の生活共同体としての秩序を残しながら変革を
進めようとした神田の意図を読み取ることができる。これに続いて，76年(明治 9年)には，
神田の建議を契機として，太政官から「金穀公借共有物取扱土木起功規則」が布告される。
これは，貧農層に至るまで，真に会議への住民の参加を促す制度であり62，また，初めて
町村会に公法上の地位を与えた制度でもあり，日本の議会史上大きな意味をもった63こと
が指摘されている。 
72 年(明治 5 年)頃より雑居地で行われていた，民間企業や住民が主導する都市整備事業
については，外国人からの影響を受けながら展開したことは前節で明らかにした。しかし，
これらの全国への展開は見られず，全国で同様の事業手法が始まるのは耕地整理法（旧法，
明治 32 年）によるものである。神戸では明治 20 年代初めから，各地で地主の主導のもと
で，いまでいう区画整理と変わらぬ事業手法で都市整備が行われていたことは，小原[2000，
2002]に詳しいが，小原が注視していたように，これと耕地整理法の制定経緯はまた別系統
であったようである。 
 
６．まとめ  
神田が施行した規則や事業は，神戸の外国人の動向から着想を得たものであったことがわかっ
た。これらはどれも具体的な実効性をともなっており，政府案として採用されたが，それぞれ中央集
権化など時代の必要から，修正が加えられ，本来の目的を変えて個別に全国へ展開していったこ
とを既往研究の成果より指摘しうる。しかしその端緒となった神戸の状況をみれば，神田は，地租
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制度の確立にあわせて，住民の自発的行動に期待し，地方自治体制作りに着手するなど，ある種
の一体性をもって制度と事業の確立を行っていたことがわかる。 
地租改正は，土地の属性を均一化させ，いい意味でも悪い意味でも旧来の秩序を解体させた
が，他方で，それにより民間企業や市民の側に，開拓や開発の自由を開くものであった。政府は当
初，旧来の生活共同体についても解体しようとしたが，神田はこれを住民自治の基本単位として近
代へ継承し，ここに行政機能を集中させ公法上の地位を与え，自治体制の中心に据えている。地
租改正にともない解体された社会的秩序を新たに担う機能をここに想定したと考えられるが，これ
は後に政府案となり日本型地方自治体制といわれる町村制の基礎となった。  
神田は，雑居地また兵庫県に向けて，これら規則や事業を確立したわけであるが，全国への準
用を想定してこれらを考えていたことは明らかである。外国人の動向を観察し，そこから具体的着
想を得て，日本への定着を試み，新制度や事業を先行的に施行したのは，主に雑居地において
であった。神戸雑居地は，まさに神田にとって実験場であり，先行研究の成果を踏まえると，日本
の近代都市の先行地としての役割を担った場所であったことを指摘することができる。 
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図版・表（第 2 章） 
表１ 外国人への土地･家屋の貸与状況64 
 
 
 
図１ 72 年(明治 5 年)神戸開港場図(明治元年整備道路を表示)65 
 
表２ 地区別に見る外国人への土地･家屋の貸与状況の推移66 
 
  
明治3年における貸与件数と名義人数 明治16年における貸与件数と名義人数
居留地 山手雑居地 海岸雑居地 居留地 山手雑居地 海岸雑居地
120区画 31筆 79筆 125区画 83筆 62筆
（38338坪） （23952坪） （7173坪） （39812坪） （41046坪） （11173坪）
借家 ― 4軒 104軒 借建屋 ― 11軒 59軒
借蔵・納屋 ― 0軒 93軒 借蔵・納屋 ― 0軒 13軒
各名義人数 80 27 111 各名義人数 83 55 105
全体名義人数 全体名義人数181 213
借地 借地
山本通 中山手通 下山手通 北長狭通 居留地隣接地区 海岸隣接地区
筆数 10 7 6 8 45 36
面積 14002 3413 2676 3861 4552 2621
平均 1400 487 446 482 101 72
家2 家3 家48，蔵25 家57，蔵68
筆数 28 15 27 13 44 19
面積 20713 10331 6737 3265 8891 2292
平均 739 688 249 251 202 120
家1 家3 家7 家35，蔵11 家24，蔵4
明治
16年
借地
借家・蔵等
山手雑居地 海岸雑居地
明治
3年
借地
借家・蔵等
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図２ 72 年(明治 5 年)神戸開港場図(明治 5 年整備道路を表示)67 
 
 
図３ 88 年(明治 21 年)神戸開港場図(明治 21 年道路を表示)68  
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注（第 2 章）
1 大山は，当初から条約により雑居が定められていた他開港場との比較から，神戸雑居地の暫定的
性格を指摘している(大山[1967]p.24)。しかし同協約中には「双方の便利のために at their own 
convenience」という但し書きがあるものの，それ以外に同措置が居留地完成までの一時的なもの
であることを示すような表記はない(内閣記録局[1977]pp.297～300）。またこの他に外国側が暫定
的なものとして雑居地を求めたことを示す資料はなく，京都での協議の概要を記録した日本側の
資料においてもそのようなものとして許可したことを示す表記もない(外務省[神戸雑居地及山手
地所地租改正一件]冒頭）。なお，雑居地は暫定措置として認められたものだ，という日本側の主
張は，後に居留地区画の販売がほぼ終わり，居留地拡張についての議論が内外間で起こり始めた
頃に，本来，暫定措置であったはずの雑居地にすでに外国人が定住しているのであるから，居留
地拡張の必要はない，というように居留地の拡張に反対する論のなかで初めて現れている。 
2 神戸市役所[1971]p.666 
3 68 年 3 月 20 日開催の居留民協議会 public meeting に関する記事(The Hiogo & Osaka Herald 
68 年 3 月 28 日号〔以下，HOH68.3.28 と略す。〕) 
4 HOH68.4.4 
5 内閣記録局[1977]pp.297～300 
6 その後，兵庫県が 25 年（当初は 99 年）の借地期限を政府に掛け合い始めた，明治 6，7 年頃よ
り徐々に，外国側が軟化を示し，25 年更新とする借地が一般的となりはじめる。そして明治 9 年
には借地期限を 25 年以内とする規則が正式に布達されるに至り，これ以降は全て期限付きの借地
となっている．この他，雑居地への外国人の進出を阻む要因として，鉄道路線未定や地租規則未
決を理由とした一時的な貸与禁止の措置があったが，それ以外には地価（借地料）の高騰以外に
進出を制限するような制約はなかった。開港当初には日本人による殺傷事件（三宮事件）が起こ
っており，治安上の要因も雑居地への外国人の進出に影響したと考えることができる。しかし外
国人保護を理由に居留地周囲に設置した柵と詰め所を，外国人側は，自由貿易を阻害する条約違
反であるとしてその撤去を訴えていることにみるように，居留地外への進出を強く求めているこ
とはその他開港場とも共通している。 
7 HOH69.12.24 
8 坂本[2000]pp.22～24 
9 前稿では外国人により取得された借地のうち，各国共同名義のものを取り上げた。本稿はそれ以
外の，個人（法人）名義の借地を研究の対象としている。 
10 競馬場，公園等の大規模借地は含めていない。ただし，雑居地範囲南東境界外側に隣接する小
野浜における借地を含めている。これらを除いても約 3 万 1 千坪の宅地の借地があり（本文表 1），
居留地の合計 3 万 8 千坪に迫っていることがわかる。 
11 本稿では，雑居地範囲を鉄道路線でもって南北に二分し，北側を雑居地の山手地区，または山
手雑居地，南側を雑居地の海手地区，または海手雑居地と呼ぶことにする。なお坂本[1965]では，
鉄道路線による区分等は設けず，海岸に近い下町，山手，という表現を用いておられる(p.47)。 
12 68 年 11 月 11 日居留地会議により，イギリス人技師 J.W ハートが顧問技術者に決まり，会議の
主導のもとで，排水工事を含めた基盤から居留地整備事業が始まることになる(HOH69.1.9)。 
13 71 年 12 月 28 日居留地会議議事録(The Hiogo News 72 年 1 月 3 日号〔以下，HN72.1.3 と略
す。〕) 
14 神戸市役所[1971]p.651 
15 J.W.ハート[居留地図(70 年)，同(72 年)] 
16 立脇和夫[1995]72 年 HIOGO の頁 
17 兵庫県史編集専門委員会[1998]p.493 
18 尹正淑[1989]p.580 
19 外務省[神戸雑居地及山手地所地租改正一件]，神戸市役所[1971]pp.356～663 からの数えあげ
による。 
20 HN70.6.1 
21 71 年 3 月 1 日商業会議録(HN71.3.25) 
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22 HN71.2.1 倉庫建設後の売却記事。No.85（300 坪，煉瓦造倉庫付き）は$8,000 で，No.83（土地
のみ 300 坪）が $3,500 で売れたそうである。両地の競売時の価格はほぼ同一であるので，その
差額が倉庫の価格と考えてよいだろう。 
23 立脇和夫[1995]72 年 HIOGO の頁など。 
24 外務省[3-14-2-14 冊 No.1]からの数えあげによる。 
25 明治 16 年では，全 47 名の名義人により 83 筆（平均 495 坪）の借地が取得されている。名義人
数，総借地面積ともに増加しているが，一筆あたりの平均面積は減少している。このうち借地一
箇所のみを保有したものは 29 名（平均 532 坪／人，合計 15428 坪）で，複数箇所にわたる借地を
保有したものは 18 人（平均 1481 坪／人，合計 26658 坪）であった。洲脇[1998]からの数えあげ
による。 
26 兵庫県：兵庫県史料冊 No.29～31 工業 第一編～第七編 
27 兵庫県[山部道路開設]72 年 4 月(明治 5 年 3 月) 
28 兵庫県[山部道路開設]72 年 4 月(明治 5 年 3 月)，72 年 5 月(明治 5 年 4 月) 
29 兵庫県[山部道路開設]72 年 5 月(明治 5 年 4 月) 
30 兵庫県[栄町市街設置]72 年 8 月(明治 5 年 7 月) 
31 新保博[1968]pp.157～162 
32 兵庫県[栄町市街設置]72 年 11 月(明治 5 年 10 月) 
33 生田川の埋め立て事業について，小原[2000,2002]，今井[2001]ともに，明治 4 年 9 月に競売が
あり明治 4 年 11 月に事業が始まるとしているが，これは原資料（兵庫県[摂津国生田川蹟地開拓] 
冒頭頁）の誤記に由来する間違いで，正しくはそれぞれ明治 5 年 9 月と明治 5 年 11 月である。生
田川の埋め立ては，移設完了後一年以上放置され，M5.7 に栄町通りの計画決定の直後の M5.9 に
始まっている。今井は生田川の埋め立て事業は民間開発の嚆矢となったと指摘している。三井組
が自発的に関与したという点では，これが初めてのことであり指摘の通りである。本研究では，
これに加えて，それ以前に兵庫県によって民間開発が誘導されていた，ということを新たに明ら
かとした。 
34 兵庫県[摂津国生田川蹟地開拓]72 年 10 月(明治 5 年 9 月) 
35 兵庫県[摂津国生田川蹟地開拓]72 年 11 月(明治 5 年 10 月) 
36 今井[2001]p.16，加納竜一他[1982]p.16 
37 今井[2001]p.15 
38 小原[2000]p.15，pp.84～85。 
39 整備費用（道路用地費 48,260 円，工事費 14,190 円，他）は，国庫下付金 22,756 円に対して，
地主寄付金 43,812 円によりまかなわれた。14 年から 21 年の間に地価が倍増したが，政府からの
支給金は 14 年の申請当時のものであった。また，寄付金は，新道の開設によって利益を得る新道
沿線の地主達が所定の割合で負担するとし，その規則が連合町会において定められている（小原
[2000]p.20）。また明治 22 年以降，50 町の連合町会は，そのまま神戸区役所内に吸収される(小
原[2002]p.12)。 
40 これ以降，神戸の雑居地以外の地域でも地主の活躍で都市開発が行われるが，これについては
小原[2000，2002]に詳しい。 
41 明治 3 年頃までに契約された，借地期限のない実質的な譲渡契約となった借地が永代借地と呼
ばれた借地である。これらの底地は後に政府による買取りが行われており，官有地永代貸地とも
いわれる。これらは居留地解消時にその扱いが問題となるが，その数は外国人が取得した借地全
体からみるとごくわずかである。外国人が取得した借地の多くは，底地が日本人名義の期限付き
の借地であったが，両図の原資料には，地目以上にその地を外国人に貸与しているかどうかを示
すような表記はなく，地図上でこの分布を知ることはできない。これについては外務省の借地調
査の名簿資料から永代借地と合わせて地区別の量的動向としてのみ知ることができる（前章の表
1，表 2）。 
42 兵庫県[山部道路開設]72 年 4 月(明治 5 年 3 月) 
43 五名は，三井銀行，志摩三商会(三田藩が設立した貿易会社)，小寺泰二郎，九鬼隆義，関戸慶
治である。各々の所有地の分布については，三井組の所有地が栄町通，加納町に集中した以外は，
駅前を中心に山手方面へもこれら取得が広がっている。また上位 5 名は件数で選んだが，面積に
よる分布としても同様の分布となるはずである。 
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44 外務省[在本邦外国人居留地関係雑件]。地区別の分布で見れば，日本人名義の家屋(次注)もこ
れと同様に分布し示し，その混在とともに広く分散していたことがわかる。 
45 外務省[外国人ニシテ日本人ノ名義ヲ以テ土地家屋ヲ所有シ並会社ヲ設ケ営業ヲ営ムモノノ調
査一件] 
46 日本の複数件土地所有者が所有する土地には，外国人所有の家屋の進出は数例を除きほとんど
見られない。外国人の多くは，在来の地主が所有する土地を選んで進出していったようである。
（複数件土地所有者はその地に家屋を建築し，外国人へ賃貸したかもしれないが，その分布等を示
す資料はない。） 
47 小原[2000]p.84 
48 各町総代らが道路整備を申請した明治 14 年から開発が許可された明治 21 年の間に同値の地価
は倍増した。しかし政府の支給額は明治 14 年の申請価格で，過半が地主らの募金によりまかなわ
れた事業となった。（小原[2000]p.20） 
49 兵庫県史料中には，神田の署名があるものと，兵庫県と表記があるのみで神田の署名がないも
のあるが，その連続性からするとすべて神田の指導下で行われたものと考えてよいであろう。ま
た，神田に関しては，伝記中では，自らすべての街路の設計図を描いていたといわれている．開
成学校で数学を教え，図学に関する著書もあるのでその可能性は十分ありえる．明治 4 年 10 月に
兵庫県は，西洋の測量機器の購入を大蔵省に上申している。明治 5 年の神戸地図は，西洋風でも
ない一風変わった詳細な絵図であるが，神田の指導のもとでこれが使われた可能性もある。また
伝記では，後に天体望遠鏡の扱いを知っていることに外国人が驚いたことなどの逸話が紹介され
ている。 
50 福島[1970]pp.44～56。「田畑売買許可の儀」(M2.4)，「田租改革建議」(M3.6)。 
51 「後者は前者に武家地払下等の特別規程を附け加えたにすぎない。」(福島[1970]p223)。この制
定は神田の県令赴任以前であるが，福島は，前任の中山信彬県知事の建議をきっかけとして神田
の指導下で制定されたものであったと，その内容の連続性から判断している。なお，中山が外務
省に直訴に訪れたとき（M4.4。外務省[神戸雑居地及山手地所地租改正一件]冊 No.2），外務省には
神田がいたこと（外務省出仕 M4.2-M4.7。本庄[1973]p.10）が新たにわかった。 
52 福島[1970]pp.56～76 
53 大阪兵庫外国人居留地約定書 第３条（内閣記録局内閣記録局[1977]p.258）。これは横浜で問題
となった自治費の資金不足を踏まえ神戸で新たに作られた規則であることが指摘されている。 
54 福島[1970]pp.56 
55 本庄[1973]p.10 
56 兵庫県 [民会議事章程略･町村会議心得 ]。翻刻は神田孝平 [1967]p.213～ 215，福島･徳田
[1966]pp.160～167 にある。 
57 大島美津子[1973]p.250 等。 
58 福島･徳田[1966]p.159 
59 渡辺[1992]p.159 
60 居留地会議に採択された「会議の運営規則 Code of rules for the proceedings of the Council」
の原案は，HN69.7.28 に掲載されている。細かな点が異なるは当然であるが，会議心得で述べられ
ている趣旨や各運営規則の端々に，西洋の市民精神を高揚するようなニュアンスを含んでいる点
なども同様である。神田は会議心得の最後を「公平ノ議論ヲ尽シ其土地ヲシテ安居ノ楽土ナラシ
ムヘシ」と結んでいるが，これは居留地会議の役割についての神田の認識を表現したものだった
と考えることができる。 
61 会議規則においては，戸長を議長とすると定めている。同規則を定めた明治６年当事，兵庫県
では，戸長は，旧来の庄屋，名主，年寄が勤めることになっていた。 
62 大島真理夫[1991]ｐ.285 
63 渡辺[1992]ｐ.169 
64 出典：明治 3 年については，外務省[3-14-2-14 冊 No.1]，明治 16 年についえては，洲脇[1998]
をもとにした。なお明治 3 年における，山手と海手の区分については，兵庫山手地所分見絵図(明
治 3 年頃)を参考した。 
65 出典：兵庫神戸実測地図(鉄道以北，明治 5 年)と兵庫神戸実測 3 千分箇縮図(鉄道以南，明治 5
年)を継ぎ合わせトレースした図に，神戸港居留並ニ雑居地略図(明治 16 年)に表記がある丁境界
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と，兵庫山手地所分見絵図(明治 3 年頃)に表記がある明治元年整備の山手へアクセス道路を加え
たもの。雑居地の境界は，東西は図中の二点鎖線，南北の境界は海岸と山麓線である。また外国
人永代借地については注 41 参照のこと。なお，海手雑居地においては，居留地周辺とその他で，
性格が異なるため，それぞれ居留地周辺地区（三宮 1～3 丁目，元町通 1 丁目，栄町通 1 丁目，海
岸通 1 丁目）と海岸隣接地区（元町通 2～6 丁目，栄町通 2～6 丁目，海岸通 2～6 丁目）に分類し
て，表 2 において，貸与状況を別に表記した。 
66 出典：表 1 と同資料を用いた。なお，明治 3 年については，図 1 の丁区分をもとに分類し，明
治 3 年と明治 16 年で比較可能とした。この際，海手地区の旧町名については，兵庫神戸実測 3 千
分箇縮図(鉄道以南，明治 5 年)を参照し，山手地区の各借地の立地については，兵庫山手地所分
見絵図(明治 3 年頃)を参考した。居留地周辺地区と海岸隣接地区の範囲については図 1 または前
注参照のこと。 
67 出典：図 1（出典については注 65 参照）に，兵庫県[山部道路開設]，内務省地理局測量課[1881(明
治 14 年)]（明治 9 年実測）を参照して，明治 5 年から明治 6 年にかけて整備される第一次山手道
路整備の路線を記入したもの。 
68 出典：神戸市立図書館所蔵，明治 21 年頃地籍図を起こしたものに，明治 21 年から明治 22 年に
かけて行われた第二次山手道路整備の路線を記入したもの。同路線にについては，小原[2000]p.14
を参照した。 
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第 3 章 神戸外国人居留地における外国人の自治活動と
居留地整備過程 
 
１．既往研究と史料 
既に述べたとおり，住民の自治活動による都市整備という観点で神戸居留地の整備過程
を扱った既往研究はない。本章では，これら過程を明らかにするために，第１章，第２章
に引き続き，主に英字新聞に記載された居留地会議議事録を用いた。また，地図資料とし
て，イギリス公文書館に日本の居留地時代の関係資料が多く残されていることが新たにわ
かり，本章ではそのうち，(図１)，(図３)，(図５)，(図７)を用いた。これらを用いた既
往研究はない1。この他の地図資料については，以下にあげる既往研究と共通するものを用
いている。 
本研究により，開港前の 67 年(慶応 3 年)にイギリス海軍所属の測量技師 C.J.ブロック
(Charles James Bullock,またはキャプテン C.ブロック)によって，2 種類の居留地計画図
(図１，図４)が作成され，ひとつは旧幕府との間で交わされた図面(図１)2となり，もうひ
とつ(図４)は新政府の下でイギリス人技師 J.W.ハートに引き継がれて，68 年(明治元年)
の居留地競売図(図５)となったことが明らかとなる。そして後者については，居留地競売
図(図５)に至る過程で，その間に制定された条約と規則の内容を反映した微細な修正が
J.W.ハートにより加えられるが，その後の実施計画は，J.W.ハート個人によるものではな
く，外国人の自治機関である居留地会議での協議をもとに策定されたものであることが明
らかとなる。つまり，一般によく知られているハート作成の居留地図(図６-１，図６-２)
は，J.W.ハート個人により全体計画が行われた計画図面ではないことが明らかとなるが，
この点に触れた既往研究はない。 
神戸居留地の都市構造を扱った既往研究には，村田[1995]，小原[1995]，伊東[2005]の
研究がある。村田，小原は，開港以前の C.J.ブロックによる居留地計画図(図２，図４)と，
開港以降の J.W.ハートによる居留地図(図６-１，図６-２)の差異について言及している。
しかし，ともに開港後の神戸居留地については，J.W.ハート個人による全体計画があった
ものとみなして分析を行っており，開港後の居留地の整備過程には触れていない。伊東は，
緑地等の生活関連インフラに注目し，その都市構造の比較分析を行っているが，住民らが
順次整備していったものを，J.W.ハートによる全体計画があったものとみなして，都市計
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画としてその内容の分析を行っている点は，前両氏と同様であり，整備過程を扱う研究で
はない。 
この他，小原が示唆し，伊東がその類似点を比較検討したように，東京の銀座煉瓦街計
画が，神戸居留地の計画を下敷きに作成された可能性が指摘されている。両氏は J.W.ハー
トの図(図６-１，図６-２)に対して類似点を指摘しているが，その街路構成を始めとする
構成意図は，それ以前の C.J.ブロックの居留地計画図(図１，または図４)のほうにより多
くの共通点を見出すことができ，C.J.ブロックによる当初の神戸居留地の計画意図は，J.W.
ハートの図(図６-１，図６-２)ではなく，銀座の計画のほうにより強く現れたということ
もできる。本章では，C.J.ブロックの図(図 1)が開港後も現地のイギリス領事館に掲示さ
れていたことに触れるが，伊東が指摘するハートと銀座煉瓦街設計者 T.J.ウォートルスの
関係3に加えて，英字新聞からは，ウォートルスが神戸に来ていたこともわかり，ウォート
ルスが同図を見て銀座計画の下敷きにした可能性があることを，その経緯から改めて指摘
することができる。また，C.J.ブロックはイギリス海軍の測量技師であり，中国における
租界の計画もあり，イギリス政府の植民地の標準プランのようなものが神戸居留地に持ち
込まれ，また銀座煉瓦街の下書きになった可能性についても指摘することができるが，こ
の点については，別稿にて取り上げるつもりである。 
なお，上掲の既往研究のほか，神戸市史や兵庫県史をはじめとする複数の地域史研究に
おいても，神戸居留地の設計者は J.W.ハートであることが定説となっている。しかし，あ
えて設計者名をあげるならば，開港後の居留地の計画に際して居留外国人らは，開港後も
現地イギリス領事館に掲載されていた C.J.ブロックの図を旧条約図面と称して引き合い
に出し，C.J.ブロックの全体計画を念頭に，居留地会議での協議に臨んでいたことがわか
っており4，実施計画の段階においても，J.W.ハートは C.J.ブロック基本計画を逸脱でき
なかったといえ，基本計画，実施計画の両方において，ハートによる修正は多少あったも
のの，神戸居留地は C.J.ブロックの計画が踏襲されたということができる。この点は本研
究の過程で明らかとなることである。 
 
２．居留地整備の背景と概要 
本節では，居留地会議 Municipal Council によって神戸居留地の整備が始まるまでの背
景と，居留地整備の概要についてまとめておく。このような観点で居留地形成の通史的概
要を記述した既往研究はない。なお詳細については，居留地会議による整備が始まるまで
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の居留地計画については 3 節で，外国人の自治活動による居留地整備の進展過程について
は 4 節で取り上げている。 
神戸開港場は 1868 年 1 月 1 日(慶応 3 年 12 月 7 日)に開港する。この日までに日本側に
おいて居留地用地の造成工事を完了させておくことが旧幕府との間の条約で定められてい
たが，開港時にそれは未完成で，第一回競売(全 126 区画中 36 区画)が行われた 68 年 9 月
(明治元年 7 月)の段階においても，居留地南西側のかろうじて整備が完了し競売に付され
た箇所を除いて，ほぼ未整備であったことが知られており，英字新聞からは現状のままの
湿地帯という状態であったことがわかる。遅々として進まない日本側による造成工事の進
捗状況や，整備内容についても満足のいくものでなかった実状をふまえた措置であったと
考えられるが5，68 年 8 月(明治元年 6 月)に新たな条約が新政府との間で追加締結され，
これにより主に居留地の整備を担う自治機関の設置が定められた。横浜のように整備内容
を詳細に規定するのではなく，整備を主導する自治機関を詳細に定めた点は新たな展開で
あったといえる。そしてこの条約を根拠に，第 1 回競売終了後の 68 年 10 月(明治元年 8 月
or9 月)に自治機関である居留地会議が発足し，これ以降の居留地の造成工事は，同会議が
引き継ぐことになる。 
居留地会議は，居留地の整備資金を管理し，整備内容の計画決定権を持つよう定められ
ていた6。外国側は，ほぼ未整備状態で居留地用地の引渡しを受けており7，これ以降の実
施計画は，すべて居留地会議の主導のもとで行われることになる。会議発足のひと月後の
68 年 11 月(明治元年 9 月)には，居留地の整備資金の内から，顧問技師として J.W.ハート
が雇用され8，ハートを交え，居留地の排水工事に関する整備範囲，予算の決定，工事内容
の見直し等の協議がはじまっている9。 
会議発足以前となる，68 年 9 月(明治元年 7 月)の第一回競売は，明治新政府の依頼を受
けた J.W.ハートによって作成された居留地競売図(図５)をもとに行われた。同図の街路や
敷地形状等は，会議発足以降も継承されており，神戸居留地の基本計画はこのときに定ま
ったといえる。同図(図５)は，開港以前に C.J.ブロックにより作られた居留地計画図(図
４)を下敷きにして作成されたことが明らかな点は，次節に示すとおりである。 
 
３．C.J.ブロックの居留地計画図から J.W ハートの居留地競売図へ 
本節では， 68 年 10 月(明治元年 8 月 or9 月)の居留地会議発足までに，C.J.ブロックと
J.W ハートにより策定された計画内容について明らかにする。居留地会議発足前後で計画
58 
 
内容の比較を行った既往研究は無く，これにより会議発足以降に会議が行った整備内容が
より明確となる。 
会議発足までに作成された居留地の計画図は，上述の通り，C.J.ブロックの居留地計画
図(図１，図４)，J.W.ハートによる居留地競売図(図５)の 3 種の存在を確認している。こ
の他，開港前の現況が測量された図３がある。図４（以下，居留地計画下書き図と称す。）
には，図３と同じ測量の跡があり，ともに 67 年 5 月の表記がある。図３，図４，図１で
は，居留地範囲境界付近の現況（家屋，水路，道路等）の表記が共通しているため，連続
して作成されたものであると考えられる。図４と図１（以下，居留地計画本図と称す。）の
区画と街路割は，数値は異なるが，形状はほぼ同一である。以上より図４は図１の下書き
であると考えることができる。また図 2（以下，居留地計画本図複製絵図面と称す。）は，
日本人が C.J.ブロックの居留地計画本図(図１)を写したとみられる複製図であることは
明らかである。 
67 年 5 月(慶応 3 年 4 月)の条約では，幅 400 間 ken 以上の港湾施設 sea front，道路
roads，排水設備 drains を，後に策定に従って整備することと定められていた10。その内
容を示す図が，居留地計画本図複製絵図面(図２)であり，これは後から旧幕府へ送られ，
旧幕府はこの図をもとに，整備工事を開始した11。このとき旧幕府は，港湾施設，地盤整
備のほか溝渠の整備にも着手している12。しかし，開港には間に合わず，開港後も維新の
動乱のせいで整備は途中で中断し，新政府が整備を再開するまでそのままとなっていた 13。
外国人からの要望を受け，新政府は，68 年 6 月 6 日(明治元年閏 4 月 16 日)，請負者に工
事を請負わせ，この工事は 68 年 7 月 18 日(明治元年 5 月 29 日)に完了する。その後，再
度同請負者による追加工事が 68 年 7 月 29 日(明治元年 6 月 10 日)よりはじまり，68 年 8
月 14 日(明治元年 6 月 26 日)に竣工し，あわせて，居留地外周の溝渠も 68 年 8 月 17 日(明
治元年 6 月 29 日)に完成している。ハートは，68 年 6 月 26 日(明治元年 5 月 7 日)サンフ
ランシスコ経由横浜に着き，同年 7 月 17 日(明治元年 5 月 28 日)に横浜から神戸に向かっ
たことが知られている14。横浜から神戸までは当時蒸気船で 2 日程度といわれており，ハ
ートは，同年 7 月 19 日(明治元年 5 月 30 日)には神戸に来ていたと考えられる。ちょうど
このときに，居留地の追加整備が始まっており，ハートの関与があった可能性があるが，
その整備内容は，地均し盛土に限られており，関与があったとしても居留地内部の計画に
関するものではないことは明らかである。 
68 年 8 月 7 日(明治元年 6 月 19 日)の条約では，日本側が競売図面を用意すること，ま
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た，区画規模の範囲を 200～600 坪 tsubo，また最低道路幅を 40 尺 feet とする条件が規定
された15。日本政府がハートに競売図の作成を依頼したのは，少なくともこの日以降とい
うことになる。競売の日程がいつ決まったのかは不明であるが，第一回競売は 68 年 9 月
10 日(明治元年 7 月 24 日)と決まり，競売の五日前までに公示するという規定に従い，同
年 9 月 5 日(明治元年 7 月 19 日)に日本政府がハートに依頼し作成した競売図が各国領事
に送付されている。ハートは，この間に同図を作成したことになるが，競売終了後も，69
年 1 月((明治元年 11 月)に地盤高さの決定が公示16されるまで，しばらく計画地盤面未定
の期間が続き，計画面より 2，3 フィート低い位置に建築を始めたものが，抗議を申し込む
などの問題17が起こっていたことなどから考えると，精緻な計画を行えるだけの時間的な
余裕はなかったようである。 
ハートによる居留地競売図(図５)は，ブロックによる居留地計画下書き図(図４)を下書
きにして作成されたことは以下の通り明らかであるが，同図を用いた理由は不明である。
条約に，そのような指定はなく，改めて計画し直すこともできたはずである。なお，ブロ
ックによる居留地計画本図(図１)については，すでに横浜，現地神戸でも版行されており
18，ハートもその内容を知っていたはずであるが，それを下書きにした形跡はない。測量，
また計画し直す時間がなく，測量のあとが残る下書き図に手を加えるだけにしたのか，日
本政府側が公園等の表記のないほうを選び依頼したなどの理由を推察することはできるが，
詳細は不明である。 
両図を比較すると，真北に対してちょうど 3 度東に振った中央の大通り(京町筋)の向き
と，その幅員(90 フィート)が同じである。ブロックの居留地計画下書き図(図４)において，
20 フィートであった南北道は，ハートの居留地競売図(図５)で 40 フィート19に拡幅され
ている。これは上記の条約で定められた条件にしたがった修正だと考えられる。一方ブロ
ックの図において当初から 40 フィートであった南北道があるが，これについては，ハート
の図では 50 フィートに拡幅され，ブロックの図における当初の道路幅員の階層性がかろ
うじて維持されている。また南北，東西方向それぞれの道路本数は同じである。道路数と
その幅員の階層性は変えないまま，条件に従い増大した道幅の分を，区画幅を縮小するこ
とで調整している。そのためハートの図における区画幅にはブロックの図にはない端数が
多く現れている。またブロックの図では，区画形状を数種に分類できたが，ハートの図で
は，多数の形状が生じている。区画形状を統合しようとする意図は見られない。なお東西
方向の道路幅員には変更がない。このような修正にともない南北方向に細長い区画が生じ
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ることになるが，これは 1 ブロックを南北方向に 2 等分していたものを，3 等分すること
で，区画形状を整えている。この他，居留地内部に南北方向の 2 本の排水路が計画され，
海岸に面する部分には，幅 120 フィートの大通り bund が計画されている。後者について
は，68 年 3 月(明治元年 3 月 7 日)に雑居許可の件とあわせて定められた海岸沿いに幅十六
間四尺 100feet で大通り bund を設ける規定を反映したものであると考えられる。 
ブロックの居留地計画下書き図(図４)の計画では，大通り沿いに間口を狭くした区画を
配置し，表通りとバックヤードの差異が明確に現れる構成であった。ブロックの居留地計
画本図(図１)では，東西道路についてもその幅員に階層が設けられて，より大通りを強調
する構成へと進展している。しかし，ハートによる修正は，ブロックの方針とは対照的に，
結果的に，これらの階層性を低減させ，均質なグリットがより特徴的な構成へと変化させ
るものであったといえる。 
 
４．居留地会議発足以降の居留地整備過程  
68 年 10 月の居留地会議発足以降は，先の居留地競売図(図５)により定められた街路と
敷地形状以外に，全体計画や，個別の整備内容を事前に定める条約や規則などはない。こ
れ以降，居留地内の整備はすべて，会議の主導のもとで，計画の立案から，予算の検討，
専門的な内容にいたるまで，そのつど議題に取り上げ検討し，決議を経て，実行に移され
ている。当時の会議議事録からは，明治 15 年までに，排水下水整備，公園用地取得，公園
整備，庁舎用地取得，庁舎建設，海への眺望を考慮した税関の高さ制限の要請，街灯，街
路樹，歩道の設置，居留地周囲の掘割の暗渠化，公園拡張，防火井戸の掘削，60 番の区画
鋭角部分の買取りと面取り等の事業が，会議の主導で行われたことを確認することができ
る。なお，明治 5 年まで専属の顧問技師として J.W.ハートが常勤していたが，それ以降は，
担当の議員が見積もりを集め，専門的な意見が必要と判断された場合に，会議から適切な
技師にコンサルタント料を支払い，アドバイスを受けるなどして事業を進めている。 
なお，ハートにより作成された居留地図（図６-１）には，公園等の公共施設の表記があ
るが，これはハートの個人の独創により作成された計画図ということはできない。会議で
の協議が，この居留地図（図６-１）の表記内容より先行していたことは，第１章注 27 に
おいて，前町公園の例について示したが，このほかにも，決議には至っていなが，バンド
への植樹や，東遊園地の整備について会議で協議が，これ以前から始まっていることが分
かっている。 
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会議を通じて，居留外国人らがどのように自治活動を行っていたのかについては，第 1
章 3 節において，自治制度の運用実態として示した。そこでは他港との比較からその特徴
を捉えたが，これに加えて，現代の日本の地方自治体や住民自治会等の住民自治組織と比
較することもできる。居留外国人らの活動が，居留地整備資金の予算配分や，計画内容の
決定を行うなど，幅広い公法上の権限を持っていた点は，地方自治体に近いものを想定で
き，他方で，無給の代議制議会20という組織形態や，人口が数百程度という規模がもつ性
質は，住民自治組織に近いものを想定することができる。また，横浜での自治行政の失敗
を踏まえ，領事，県令といった行政権を持つものを，一市民と同等の議決権を与え列席さ
せ決議に参加させることで，市民との分裂を避けようと意図した組織形態は，自治活動が
円滑に展開する要因となる重要な修正であったと考えられるが，これは他に例のない特殊
な形式であり，どちらにも当てはめることができない。ただし，日本の地方自治体の原初
形態が，今とは異なりこれにかなり近い特徴を持つものであったことは，第２章５節に示
したとおりである。たとえば，居留外国人らの自治活動が，現代においても参考に値する
現象であると考えられるならば，現代の住民自治組織に関する知見は，日本の地方自治体
の原初形態と，その発達過程における変容を調べることで得られそうであるが，そのとき，
本節で扱う現象は，前者に類するものとして参照することができるであろう。 
以下に，個々の整備過程とともに，居留外国人の自治活動の実態について明らかにする。 
①街灯 
 街灯の設置については，第二回競売（69 年 6 月 1 日）終了後，同月に開かれた定例会議
において，はじめて本格的な協議が始まる。神戸居留地では，全体計画に基づいた一括整
備は見られず，この他の事業においても，このような時間差が生じるが，これは競売と毎
年の借地料から整備費用を捻出しながら段階的に整備を進める必要があったためである。 
会議はハートに，次回までに，街灯の設置場所と照明方法について報告するよう命じ 21，
これを受けてハートは，設置場所，街灯と燃料の種別や年間の維持費用をそれぞれ調査し，
鉄製のものを上海から安く調達できる可能性があること，燃料は石油がもっとも安く手に
入ること，競売が終了した区画範囲に対して，220 フィート間隔で 54 基の街灯を設置する
計画などを提案している22。同 7 月の会議では，支柱を木にするか鉄にするか意見が分か
れていたが，採決の結果，1 基あたり 100 分 boo（1 分＝1/4 両）以内で入手できるなら，
という条件で，ハートの提案のとおり，鉄製の街灯本体に 5400 分，一年間の照明費用に
6000 分を見積もり，合計 12000 分の予算を当てることを決議している。 
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この頃は，2 回目の競売が終了し，整備資金は比較的余裕があると考えられており，6 月，
7 月の会議では庁舎建設の検討もあわせて行われていた。しかし，8 月の会議で民間人議員
の一人のブラウン Brown によって，財政計画に異議が唱えられ，9 月の会議で彼による精
緻な財政状況の調査の結果，予算案の見直しが必要であることが明らかとなる23。これに
より，ハート設計による庁舎建設は見送られることとなり，街灯計画についても，大幅に
予算が削減され，上海への問い合わせの返答は 9 月にあったが，結果的に，20 基の鉄製街
灯を上海から調達したにとどまるなどの変更があった24。計画内容の提案や変更が，内外
政府を介さず，住民や設計者の意見をきっかけに始まり，会議を通じて計画決定されるま
での様子を見ることができる。 
②排水設備 
排水設備は，第一回競売後から道路整備とあわせて居留地整備の中心的事業として継続
的に整備が行われていた。しかし，69 年 9 月に，先に触れたブラウンによる財政状況を示
す詳細な収支報告が，新聞紙上に公開されたことがきっかけとなったと考えられるが，ハ
ートによる計画に，コスト面から疑念が生じ，同年 10 月に排水システムに関して，他の技
師を雇うことを要求する嘆願書が，借地人 30 名の署名とともに会議へ提出されることが
あった。これを受けて会議は，いまでいう指名コンペ形式をとる事を決め，ハートに大阪
にいるウォートルスと協議することを命じ，議会の承認は指定の工事を 50,000 分以内の
予算で行える計画と施工方法にたいして行うことを決議している25。 
ハートとウォートルスは会って協議し，ウォートルスが神戸に来ていたことなどが会議
録からわかる26。そしてウォートルスから会議に，彼が提案する計画内容27で所定の要求を
満たすことができることを実証するデータが記載された報告書が提出された。会議は，居
留地の整備を担当していた委員会とは別に，ウォートルスの案を検討する独立した委員会
を設け，正式にウォートルス案を採用することを決めている。ハートもこれに同意し，後
に会議からウォートルスにコンサルタント料が支払われている28。 
なお，このときの特別委員会は，居留地会議の議員である Bauduin（オランダ領事）, 
Evers（プロシア領事事務官）, Holmes（民間人）, Brown（イギリス民間人）で構成され
ていた。会議の組織だけでなく，小委員会においても，国籍と立場の異なるものが協働す
る形式であったこと，住民らが設計者の選定にも関与していたことがわかる。 
③街路樹 
街路樹を求める声は，会議発足ひと月後である 68 年 11 月の会議において早くも上がり，
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その後も秋から冬にかけて植樹に適した時期が来るたびに，毎年のように議題に上がり，
樹種や予算の検討が行われている。大阪は植木屋に恵まれており，大阪の川口居留地では，
請負業者が街路樹の維持を行い，早くから立派な外観を備えていたことが，新聞記事や神
戸から視察に行った委員の報告からわかる29。これに対して，神戸では，担当になった園
芸委員が，育つものを上海に問い合わせ，実験的に複数の樹種を植え繁茂するものを確認
するなどの作業が繰り返し行われている30。 
明治 10 年代には居留地に植樹された樹種は柳が大半を占めていたといわれているが，
当初は，ウィンザーのニレ elms at Windsor, ハンプトンコートのクリ chestnuts at 
Hampton Court, ベルリンのライム limes at Berlin, ペナンのヤシ palms at Penang など
が，中央の大通り（京町筋）への最初の植樹として選ばれている31。しかし，これらはすぐ
に枯れ，その後すぐに，それぞれ樹高が 15 から 20 フィート程度で，２本の雄松 male matz
に対して枝垂れ柳一本，楓 maple 一本の割合で交互に配置したものに植え替えられている
32。その後も，山から苗を持ってきて植えるなど，公園整備のために雇用された日本人庭
師や，園芸に詳しいものの意見を参考にしながら，ほぼ素人による庭いじりの延長といっ
た様相で整備が続いている33。 
明治 15 年には，バンドとすべての道路に植樹が完了したとの報告がある。まだ木陰を作
るほど樹木は成長していないが，夏場には砂埃を抑えるために散水が日に数回行われて 34，
それなりに快適な環境であったようである。また，コレラは植えられた木々の量に比例し
て減少する研究があることが，会議で紹介されている35。彼らを植樹に向かわせた動機と
して，当時の衛生観念との結びつきも影響していたようである。  
④掘割の暗渠化と公園の拡張 
掘割は，開港以前より日本側によって居留地周囲を囲むように整備されていたが，75 年
に居留地西側の溝渠が暗渠化36されたのに続き，居留地東側の溝渠についても，76 年 10 月
の会議で，その悪臭が報告されたことをきっかけに37，暗渠化計画が持ち上がり，77 年 6
月以降に日本側の許可を得て，77 年中には暗渠化工事が完了している38。これにより，居
留地東端から東遊園地西端まで，約 80～90 フィート幅の空間が新たに生まれた。この後，
約 3 年間はこのままの状態であったが，居留地の東の境界を示す標石を設置するに当たり
内外間で協議39が続き，東側の居留地境界がどこであるのか必ずしも明確ではないことが
明らかになってきた。このような事情を知ったことがきっかけであったと考えられるが，
主にスポーツクラブのメンバーらを中心に，居留地区画の東端から 50 フィートを道路幅
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として確保し，それ以外の残った部分を公園地へ編入させる計画40が立てられ，80 年 11 月
に，借地人と居住者あわせて 55 名の署名を集めた嘆願書が会議に提出されている41。嘆願
書には，不必要に広い道路を維持する負担を軽減するためとの理由が記載されていた。 
80 年 12 月，会議はこの件を取り上げ，この計画により前面道路の幅員が縮小されるこ
とになる同地に面する区画所有者の意見を再確認することを決め，そして，81 年 4 月の会
議において，この件を日本政府に要請するよう公使に働きかけることを領事求めることを
決議している42。領事から連絡を受けた英公使と，露，清，獨，佛，墺，西，伊の 7 カ国公
使の同意を確認したという米公使は，この件を日本側へ要請し，兵庫県，外務省，内務省
はそろってこれを許可している43。会議へは，83 年 1 月にイギリス公使パークスから，こ
の件の許可を知らせる回答が届く。同月，会議はその内容を全文公開するとともに，その
工事費用にどれくらいの予算が当てることができるか検討し，整備資金に余裕がない事が
明らかとなるが，担当委員に計画と見積もりを準備するよう指示している 44。 
83 年 2 月の会議は，多くの傍聴人たちによる活発な議論があったと報告されている。焦
点は，1440 ドルという工事入札額45に対して，会議が同年に支出できる限度額が 450 ドル
で，それ以上は増税の可能性がでてくることであった。工事反対派は，負担軽減を理由に
始めた事業でなぜ増税するのかと主張し，賛成派は，工事がなくとも増税は避けられない
と反論し対立していた。結果的に，スポーツクラブの主要メンバーで，このとき会議の民
間人議員で，工事の計画と見積もりの作成を担当していた A.C.シム46が，会議からは 800
ドルを支出し，これを超える費用についてはすべて募金によりまかなうと提議し，さらに，
このときすでに 513 ドルの募金の申し出があることを明らかにした。採決の結果この議案
は可決され，後に工事は同年 6 月に完了したと報告されている。 
図７は，スポーツクラブ K.R.A.C から英公使パークスに宛てた書簡に同封された図面で，
同地を陸上施設とする計画が考えられている。安直な思いつきといった計画内容であるが，
民間の団体が，公共施設について，現状の問題点を知り，このようにその時々の最適解を，
すぐに実行に移せるだけの環境が，資金や組織の面で整っていた点は，他に類を見ない大
きな特徴であったと考えられる。  
⑤歩道 
歩道の整備は，69 年末頃には，すでに，ハートによる排水と道路整備に続く事業として
行われていたことが確認できる47。71 年末頃から，ハートによりその表面を「神戸の砂，
消石灰，ポートランドセメント」の混合物で薄くコーティングする工事が進められていた。
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しかし，「エキセントリックなエンジニア」が資金の無駄遣いをしているとの批判が，新聞
紙上の投書欄を中心に起こる。ハートも A Practical Engineer というネームで，紙上の投
書欄で応戦しているが48，次第に，ハートへの報酬額は妥当なのか，常勤とする必要があ
るのか，という疑念も他の者から表明され49，また紙上においても第一面でこの件に対す
る複数の投書を取り上げるなど，注目が集まっていた。一時中断していた歩道のコーティ
ング工事は，歩道すべてに行うことが決まり再開するが，おそらく，これがきっかけとな
り，ハートはその３ヵ月後の 72 年 4 月の会議で離職を表明している50。 
その後しばらくしてから，78 年 8 月に，神戸を離れたハートから会議に手紙が届き，ハ
ートはそのなかで，幅 15 フィートの歩道の縁石上に（列柱の）基礎を設け足元の交通を邪
魔しない covered corridor を居留地の南と東側に作ることを提案し，その一部を自身が
所有する敷地に作り，前例とさせたい，という申し出であった。会議はまったく興味を示
さず，申し出を断ることが決まった51。この件は新聞紙上でも取り上げられ，結果は本当
に分かりきっており，ハートか書いたものかも疑わしい，我々の居留地の整備は一人の人
物により行われていないことを示すよい前例となった，とも記されている。居留地の整備
は，みなでやっていると認識されていたことがわかる52。 
⑥その他 
居留地会議が行う整備事業は公的なものに限られたが，あわせて私的な整備が一体的に
行われるなど，公私の属性や内外の領域を自在に横断して目前の環境を一体的整備する事
業が多く見られた。上述の公園拡張整備は，その整備費を私的なものと公的なもので折半
するかたちとなっており象徴的であるが53，この他，これにあわせて公園南端に接する道
路において，その舗装と街灯の設置が私費により行われている。また逆に，交通の障害と
なっていた個人が所有する 60 番区画の鋭角部分を公的資金で買取り面取りする事業54や，
11 番，12 番区画前面の日本政府所属地について，その一部の土地を，日本側の所有権はそ
のままに，緑地化する許可を得て，既存のバンドと一体的整備し海岸通の体裁を整える事
業55 (図８)などが行われている。現場で公私の線引きや，利害の調整を行うからこそでき
た整備内容であったと考えられる。 
 
５．まとめ 
ハートによる居留地競売図は，ブロックによる居留地計画下書き図をベースに，それ以降に制定
された新たな条約や規則を踏まえた修正を加え作成されたものであった。神戸居留地の基本計画
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はこのように定まったが，これ以降の実施計画と整備事業については，そのひと月後に発足した居
留地会議の主導の下で行われたことが明らかとなった。 
居留地会議の特徴は，１章において触れたとおり，その特異な組織形態と徹底した情報公開の
２点にあったといえる。会議では，会議で扱う事ができる案件という限定付きであるが，行政権を持
つ領事や県知事と一般の居留外国人代表者が，同一の議決権をもって一堂に会し，協議が行わ
れていた。これにより，横浜で見られたような住民組織（借地人会）と行政組織（領事団）の分離は
なくなり，居留地整備においては，住民の要請，行政の許可，技師への委託という形式から，技師
または住民からの提案，計画と予算の検討，決定とその後の変更や維持管理までを，ひとつの機
関で継続的に行うことができる形式へと変化した。また，そのプロセスにおいては，財政状況，計画
内容とその整備費や維持費，技師への設計報酬，上位の日本政府や外国公使の見解について
まで，整備に関する情報が，会議の２，３日後には，新聞メディアを通じてすべて公開されていた。
これにより，住民らは会議出席者と同等の情報をリアルタイムに得ることができ，新聞の社説や投書
欄，会議への嘆願書を通じて，会議で進行中の協議内容に対して直接意見を発することができた。
会議でも，これらを次回会合の議題に取り上げており，会議と住民が密接に関係した中で，居留地
の整備が進められていたことが明らかとなった。 
本研究では，このような形式で進められる居留地整備を，住民の自治活動による居留地整備と
呼んだが，それは整備内容にも特徴的な違いをもたらしたといえる。 
計画規模については，資金的な制約も大きく影響したと考えられるが，申請，許可というような手
続きが不要となり，毎月の会議において提案，検討，決議までを行うことができたため，特定の時点
でまとまった計画の作成が必要となる場面などはなく，代わりに，気が付くところから手を入れ始め
る，というかたちで進む事業が多く見られた。そのため，計画規模は比較的小さくなるが，継続的に
その時々の最適解を実行に移しながら，全体構成に向う整備形式が特徴的であった。これは，
徐々に増えていった街路樹や，段階的に行われた掘割の暗渠化や，公園の拡張整備などに見る
ことができた。 
計画意識については，住民側が公共空間の整備について計画決定権を持ったことが大きく影
響したと考えられる。公と私の領域は競売区画割図においてすでに明確に定められていたが，住
民たちは，私権が及ぶ個々の競売区画の外部についても，各住民の利害を調整する会議を通じ
ることで，公共空間を自分たちの場として整備することができ，またしなければならない，と明確に認
識していたといえる。このような意識に起因したと考えられるが，会議の公的活動を妨害するような
過剰な私権の主張は少なく，全体的に協力的な空気がより支配的であった点は大きな特徴であっ
67 
 
たといえる。これは，公園拡張の整備費用について，予算の増額が認められ，不足分が募金でま
かなわれた例や，本論では取り上げなかったが，火災保険料を引き下げるため公共空間における
防火井戸の掘削が募金により行われた例などに見ることができる。また逆に，個人的な主張に対し
て会議が協力的な対応を見せる例56もあった。 
計画内容については，住民が主体者となり，これに行政権が密着したことで，現場の空間的整
合性のほうを，公私や内外の土地属性より上位に位置づけることができ，環境形成においてあらゆ
る権限を唯一まとめることができた点に特徴があったといえる。これは，１章で述べた公共用地の取
得のほか，本章で取り上げた不要道路の公園化，日本政府が所有する税関用地の緑化などに見
ることができた。このほか，住民からの要望や提案をすぐさま整備内容に反映できる構造をもち，目
前の環境に対して常に住民の監視の目が行き届いたなかで，整備が進んだ点も，その整備内容
に大きな影響を与えたと考えられる。 
また，住民の自治活動により行われた整備内容を，空間美学的な観点から捉えると，他とは異な
る特徴的な，いちスタイルを形成していたことがわかる。各要素は基本的に不揃いであり，全体計
画による統一感や壮麗さはないが，なんらかの統一に向かって整備が進み，管理が行き届いた清
潔感や快適性などをその主な要素として指摘することができる。このような違いを通じて，西洋市民
社会からの影響を体現した都市環境が形成されたと見ることができるが，これはまた，近代の都市
デザインのひとつの源流に位置するものであるということもできそうである。 
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図版（第 3 章） 
 
  
図１ C.J.ブロックによる居留地計画本図 Plan of Foreign Concession Koobe [Kobe]，
同部分拡大（1867 年 5 月以降 12 月以前，イギリス公文書館所蔵）57  
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図２ 居留地計画本図複製絵図（1867 年，上：大蔵省旧蔵，下：外務省外交史料館所蔵）58   
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図３ C.J.ブロックによる居留地測量図，同部分拡大(1867 年 5 月，イギリス公文書館
所蔵）59  
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図４ C.J.ブロックによる居留地計画下書き図，同部分拡大(1867 年 5 月，国立公文書
館所蔵）60  
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図５ J.W.ハートによる居留地競売図 Plan of the Foreign Concession Kobe，同部分
拡大図（1868 年 9 月，イギリス公文書館所蔵）61   
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図６-１ J.W.ハートによる居留地図（1870 年 7 月，神戸市立図書館所蔵）62  
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図６-２ J.W.ハートによる居留地図（1872 年 7 月，神戸市立図書館所蔵）63  
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図７ 東町レガッタコース計画図 Sketch plan of the Higashi Machi regatta course，
同部分拡大図（1882 年 3 月以前，イギリス公文書館所蔵）64 
 
図８ 海岸通 11，12 番の前面空地の緑化計画図（外務省外交史料館所蔵）65  
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注（第 3 章）
1 以下に詳細を示すとおり，これらを資料用いることで，神戸居留地の原計画の形成過程が明ら
かとなり，その構成意図が明確となった。それにより，神戸居留地の設計者はよく知られている
J.W.ハートではないこと，またその神戸居留地の原計画は，東京の銀座煉瓦街計画の下敷きになっ
た可能性が極めて高いことが，その計画内容の面からも新たに明らかとなった。  
2 日本にはこの複製絵図面しか残っていないが，その原図が神戸のイギリス領事館からイギリス公
文書館 NationalArchives へ移り残っていた。 
3 伊東は，同論文中で，道路勾配や下水についてハートは市参事委員会からウォートルスに相談す
るように提案された，という藤森照信の指摘を紹介している。またその発見者は坂本勝比古で英
字新聞からだという。この関係については筆者も英字新聞紙上で確認した。詳細は本章 4 節②を
参照されたい。また，第 3 回競売，75 番の土地購入者名に「T.J.Waters」の名があることを新た
に見つけた(HN70.5.18)。時期的にも，神戸での協議が終わった頃であり，おそらく本人が購入し
たものと考えてよいであろう。なお，市史等における日本側の資料では 75 番の購入者名は「ジョ
ン・ウオールス」となっている。なお，同第 3 回競売で，ハートは，111 番，117 番，121 番を購
入している。 
4 72 年 4 月 16 日居留地会議(HN72.4.17)。協議中の議員の発言「・・・1867 年の Captain Bullock
により用意されたプランに従い，計画されていたレクリエーショングランドを実行に移す準備が
整っている。・・・」というフレーズなど。 
5 既往研究においてはその理由は不明としている。この点の考察については，第 1 章注 4 を参照の
こと。 
6 内閣記録局[1977]pp.258～259 
7 HN69.7.24 社説。開港 9 ヶ月目までの整備状況について記載がある。 
8 68 年 11 月 11 居留地会議議事録(HOH69.1.9) 
9 HOH69.9.11 記事。68 年 12 月の居留地会議の内容を確認する箇所。 
10 内閣記録局[1977]pp.241～249 
11 村田[1995]p.66 
12 神戸市開港三十年記念会編[1974]pp.215～216 
13 神戸市役所編[1971]pp.647～648 
14 堀勇良[2001]p.362～364 
15 内閣記録局[1977]pp.258～259 
16 HOH69.1.6 ハートによる公示 Municipal Notices。街路に関する計画が決定したので，工事のた
めに街路上の障害物を遅滞なく除去すること。また街路の勾配に関する詳細はハートの事務所で
入手可能だと伝えている。 
17 68 年 12 月 23 日臨時居留地会議議事録(HOH69.1.20) 
18 早くも開港 3 日後に，公式計画図をヘラルドオフィス（新聞社）と Messrs.E.C.Kirby & Co に
て販売という広告が新聞紙上に出ている(HOH68.1.4)。神戸市史付図につけられた解説によると，
居留地計画本図複製絵図面(図２)はすでに横浜において 67 年 11 月にヘラルド社により版行され
ていたようであるので(図２出典参照)，ここでいう，公式計画図とは，ブロックによる居留地計
画図を指すものであると考えられる。絵図面(図２)の方が版行されていたのか，原図（図 1）の方
が版行されていたのかは不明であるが，外国人が外国人のために版行する図面に日本語表記のも
のを何の但し書きもなく販売するとは考え難いこと，期間は不明であるがイギリス領事館では原
図のコピーが掲示されていたことなどから考え合わせると，おそらく原図（図 1）のほうのコピー
（未見）が版行されていたと考えてよいであろう。 
19 幅員については，図上測量ではなく，街路幅員について数値の記載がある，村田[1995]p.74 に
掲載された，図 2-41 兵庫港神戸居留地全図 PLAN OF THE FOREIGN CONCESSION, KOBE, Treaty 
Port of hiogo. J.W.Hart Sept 10th 1868，国立公文書館内閣文庫蔵の原本を参考した。 
20 有給の管理人（いわゆる法人代表），顧問技師，使用人を除き，無給の領事，県令，一般の居留
外国人代表者（毎年３名を互選）を議員として構成された。議長は議員が交代で務め，一般の居
留外国人が議長となる場合もあった。領事の数に対して民間議員の数が少ないことが懸念された
が，領事半数は商人が兼務し，借地人の領事もおり，会議で一般居留外国人の意見は十分に反映
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することができたといわれている（堀他[1993]ｐ104）。 
21 69 年 6 月 18 日居留地会議議事録(HOH69.9.26) 
22 HOH69.7.24 に全文掲載 
23 69 年 6 月 18 日居留地会議議事録(HN69.6.26)，69 年 7 月 19 日居留地会議議事録(HN69.7.21)，
69 年 8 月 13 日居留地会議議事録(HN69.8.18)，69 年 9 月 8 日特別居留地会議議事録(HN69.9.15) 
24 69 年 12 月 8 日特別居留地会議議事録(HOH69.12.11) 
25 69 年 10 月 29 日居留地会議議事録(HN69.11.3)，69 年 11 月 1 日特別居留地会議議事録
(HOH69.11.6) 
26 69 年 11 月 18 日居留地会議議事録(HOH69.11.24) 
27 HN69.12.15 の社説記事によれば，「ハートとウォートルス T.Waters.C.E の協働により，道路排
水工事費は大幅に予算削減されることになり，数ヶ月前からの破産の危機は免れそうである。市
政の技師（ハート）は 27,200 分の削減と見積もっている．その削減は，敷地内の排水 domestic 
drainage をやめ，特定の地点まで下水を集める設備 the collecting-sewers に（12 インチの）排
水パイプ drain-pipes を代用し，厚さがレンガ一つ分のではなくレンガ半分の flood-sewers にし
て，そのほか微細な変更をいくつかすることにより実現している。（中略）特別委員会はさらに，
道路の舗装，明石町と難波町のレンガ造の下水を省略して，17,783分の削減を提案し採択された。」
とある。 
28 70 年 10 月 4 日特別居留地会議議事録(HN70.10.12)。報酬は 540 分 boo であった。 
29 HN69.9.15大阪の記事，「我々の居留地の樹木は大阪に訪れる人々の賞賛の的である．神戸の人々
が，みすぼらしい若木に 500 分も出費したのは，これを見たからであろう」。また，79 年 4 月 16
日居留地会議議事録(HN79.4.19）。 
30 71 年 2 月 25 日居留地会議議事録(HN71.3.4)，79 年 4 月 16 日居留地会議議事録(HN79.4.19) 
31 HN71.11.25 
32 72 年 4 月 12 日居留地会議議事録(HN72.4.17) 
33 79 年 4 月 16 日居留地会議議事録(HN79.4.19） 
34 83 年 1 月 24 日居留地会議議事録(HN83.1.26）アニュアルレポート。 
35 83 年 1 月 24 日居留地会議(HN83.1.26） 
36 74 年 5 月(明治 8 年)公衆衛生を理由に神田から外務省に要請がある(外務省[道路及橋梁関係雑
件])。 
37 76 年 10 月 28 日居留地会議議事録(HN76.11.1) 
38 東側の暗渠工事については，複数の 8 インチのパイプを埋設する工事費に 600 ドルという見積
もりがあり(76 年 12 月 14 日居留地会議議事録(HN76.12.16))，また溝内の石等を売却して支弁す
ることが考えられている(外務省[兵庫地所関係雑件]外国人居留地東手境界溝填埋ノ儀協議)。ま
た，幅 15 フィート程度ある溝渠の埋め戻し土には東遊園地の土を使うことで，公園南端のクリケ
ットグランドが拡張したとの報告がある（78 年 1 月 12 日居留地会議議事録(HN78.1.16)）。 
39 道路の東端なのか，公園の西端なのか，旧溝渠の中心線なのか，協議が行われている。最終的
に標石は旧溝渠の中心線上に南北両端 2 箇所に埋められることになった。 
40 東遊園地最初の計画はハートにより作成されたが，東側の好ましくない景観を遮断するために，
旧生田川の川土手を残す計画が考えられていた。しかし，そのため，グランドの狭さが慢性的な
問題となっていた。それまでに公園南端では，クリケットグランドを確保するためにやむをえず
土手が削る等の修正が行われていた。 
41 80 年 12 月 15 日居留地会議議事録（80.12.17） 
42 81 年 4 月 27 日居留地会議議事録(HN81.4.29) 
43 外務省[神戸東町ヲ公園地ニ合併一件] 
44 83 年 1 月 24 日居留地会議議事録(HN83.1.26) 
45 82 年 2 月 14 日居留地会議議事録(HN82.2.16)。工事内容は，公園南側のクリケットグランドに
面する部分はそのレベルに盛土し，残りは，公園北側のローンテニスグランドのレベルに合わせ
るというものであった。さらに公園が拡張できる可能性もあるので，その境界に街路樹と歩道は
設けないことが計画された。公園の北端から南端まですべての範囲で地均を行う計画で，背後の
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丘 hills（旧生田川土手）はまったく邪魔にならないようになる計画であった。 
46 彼の活躍は多岐にわたり，神戸の居留地研究においてよく取り上げられる。東遊園地には彼の
功績をたたえる顕彰碑が建てられている。 
47 HN69.12.11 投稿。以前運び込まれた土がまた運び出され，歩道の高さか下げられた。無駄な工
事が多いのではないか，と指摘。 
48 HN72.1.3 投書 
49 HN72.1.6，A LAND-RENTER と名乗る者（後にアメリカ領事とわかる。）からの投書。 
50 72 年 4 月 12 日居留地会議議事録(HN72.4.17) 
51 78 年 8 月 21 日居留地会議議事録(HN78.8.24) 
52 HN78.8.24 会議報告記事 
53 84 年 1 月 16 日居留地会議議事録(HN84.1.18）。 
54 81 年 9 月 14 日居留地会議議事録(HN81.9.16)，82.5.22 日居留地会議議事録(HN82.5.23)，83 年
1 月 24 日居留地会議議事録(HN83.1.26) 
55 77 年 7 月 12 日居留地会議議事録(HN77.7.21)，81 年 1 月 19 日居留地会議議事録(HN81.1.21)，
81 年 2 月 22 日居留地会議議事録(HN81.2.24)，81 年 5 月 18 日居留地会議議事録(HN81.5.19) 
56 本論中では取り上げなかったが，運用費削減のため一部消灯が決まったガス燈に面する家屋に
空き巣が侵入した形跡が見つかり，家主が会議に街灯の再点灯を願い出たことがあった。会議は公
費で点灯することはできないが，個人でガス会社と契約することを条件に，街灯の使用を認める例
があった。80 年 9 月 15 日居留地会議議事録(HN80.9.16）。 
57 出展：MFQ 1/999/(1)，イギリス公文書館 National Archives 所蔵。スケール 1/1200。1867 年
12 月 14 日付けのイギリス公使パークス Sir Harry Parkes からの手紙に同封された図であること
から，これ以前の作成であるとわかる。また C.J.ブロックによる居留地計画下書き図(図 4)が 67
年 5 月に作成させていることより，本図はこれ以降の作成であると考えられる。 
58 出典：上図は神戸市役所[1972]付図所収の第二十図「最初の居留地區劃圖(大蔵省蔵)」より。
下図は外務省[神戸公園地設置ノ為亜米利加国人｢ホールフラン｣ニ貸渡地取戻一件]所収の「乙号
ノ図」より。ともに 1867 年ブロック他３名の測量，「尺度千二百ノ一」との表記がある。また上
図には「本図は同年(67 年)十一月横浜港ジャパン・ヘラルド関係者の板行くせるものにて，居留
地九十八区に分てり。」と解説がついている。しかし，この複製絵図のほうが版行されていたのか，
その原図のほうが版行されていたのかは不明である。また複製作成年も不詳である。 
59 出典：MR 1/451/2 The Koobe Concession (Treaty Port of Hiogo)，イギリス公文書館 National 
Archives 所蔵。スケール 1/1200。1867 年 5 月 26 日の日付あり。 
60 出典：神戸外国人居留地図，国立公文書館所蔵。スケール 1/1200。図中左上にブロック他３名
の署名とともに 1867 年 5 月の日付が入っている。日本側で保管されている経緯等は明らかではな
い。 
61 出典：MFQ 1/1022 Plan of the Foreign Concession Kobe，イギリス公文書館 National Archives
所蔵。スケール 1/2400。 
62 出典：居留地地図写真，神戸市立図書館蔵。スケール。ハートの居留地図（図６-1，図６-２）
は，主に，保険会社に提出する図面として用意された可能性がある。当時は火災保険料の高騰が
問題となっており，同じ頃に会議によりこの件についての調査委員会が設置されている。ハート
の図は，建築の構造種別を色分けで示しており，そのような使用用途に適している。また，図 5 の
居留地競売図以降が，居留地会議により行われた事業となる。図 6 の居留地図と比較し新たに加
わったものが，会議主導で行われた事業の内容であるといってよい。会議の決議が図上の表記内
容より先行していた例は，第１章注 27 で示した。なお，72 年の図（図６-２）については，坂本
[1967]により精密な複製図がある。 
63 同上。 
64 出典：MFQ 1/1053，イギリス公文書館 National Archives 所蔵。スポーツクラブ K.R.A.C から
英公使パークス宛てにだされた書簡に同封された図面で，同地を陸上施設とする計画が考えられ
ている。書簡は 82 年 3 月 14 日付の発信であり，これは，先の領事による問い合わせから，公使
による許可の回答があるまでの間に，スポーツクラブが独自に作成したと考えられる。図面枠外
右端には日本語で「英公使に返却スベキモノ」と表記があり，日本側へも回覧されていたようで
ある。 
65 出典：外務省[神戸港英国領事館備地ニ接スル税関所轄ノ地所ニ鉄柵建設囲込ノ義英米両国領事
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異論一件]所収の「神戸港税関所轄地之圖并近傍略圖」，外務省外交史料館所蔵 
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終章 
 
結論 
本論では各章を通じて，神戸開港場における内外住民の自治活動による都市整備の実態と，こ
れら動向と日本の都市関連制度との関係について明らかにしてきた。 
第 1 章では，雑居地において，主に内外で公園が設置される過程を取り上げた。外国人が求め
る公園，日本人が求める公園，それぞれがそれぞれの自治活動を通じて私設公園として設けられ，
互いに公に開放された点は特徴的な現象であった。象徴的な内外の合併公園を計画した横浜居
留地の場合と比較するならば，政治的な解答ではなく習慣的な面が前面に出たかたちとなったと
いえる。これは整備主体者の違いが計画内容に影響した結果であったといってよいであろう。そし
てこのような中から，神田考平により，旧来より習慣的に日本人の遊楽の場であった景勝地や寺社
境内地を，近代地租制度上に公園として定義する読み替えが行われ，これが太政官布告による日
本の近代公園制度へつながったことが明らかとなった。 
第 2 章では，雑居地において，外国人からの要望をきっかけにはじまった日本側による街路整
備の過程を取り上げた。地租制度や都市整備に関する法制度に先行して，日本人民間企業や日
本人住民自治組織が主体となる地価上昇に期待した都市整備事業が行われた点は特徴的な現
象であった。これらは外国人の動向に具体的手法を学んだ神田の指導の下で，事業化また制度
化されたものであったことが明らかとなった。またこれら関係して神田が兵庫県に施行した規則は，
日本全国の市街地地券制度や地方民会制度の基礎となったことはすでに知られているが，その骨
子は，外国人による投機的土地取得や，居留地会議の運営規則に具体的発想を得ていたもので
あったことが明らかとなった。 
第 3章では，居留地において，外国人が居留地会議を通じて居留地整備を行う過程を取り上げ
た。居留地会議は，行政権を持つ領事や県令と住民代表者が一堂に会する特殊な代議制議会で
あったが，これにより，同会議は，居留整備に関して，整備資金を管理し，計画内容の提案，検討，
決定までを行うことができる組織となっていた。また，居留地整備に関するすべての情報は，新聞メ
ディアを通じてリアルタイムに公開され，これに対する住民の意見を反映させながら，次回以降の協
議を進めるというように，住民が主体となり都市整備を行うことができる環境が会議を中心に形成さ
れていた点は特徴的であった。そしてこのような自治機関の運営形式は，空間美学的な側面にも
影響を与えていたことが明らかとなった。 
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神戸開港場では，一般の居留外国人の自治活動によって居留地の整備が行われたが，これは
他港には見られない現象であった。西洋市民社会を背景としたこのような外国人の動向は，雑居
地における現地日本人住民の都市整備への参加を促し，神戸開港場全域において，内外双方で
住民の自治活動による都市整備が展開し，西洋市民社会を背景とした独自の近代都市環境が形
成されていたことが明らかとなった。 
また，ここまでは，いわば一開港場における特殊現象であったといえるが，これらから具体的な着
想を得た神田を介して，1，２章で取り上げた都市関連制度が生まれたことが明らかとなった。 
すでに知られているように，これら制度により，全国では，古くから日本人民衆の遊楽の場であっ
た寺社境内地や景勝地が近代において公園として保護されることとなり，また城下町では城址が
公園化し，武家地町地等の土地属性が均一化され，さらに各町村では，幕藩体制下より続く寄合
いをもとにした地方議会に公法上の地位が与えられ，住民による自治活動が始まっている。  
本研究では，これら制度が，西洋市民社会からの影響を色濃く受けて成立したものであることを
示した。神戸での現象は，その後の日本の都市の近代化に大きく関係した可能性がある。今後，
そのような視点でこれら制度の全国への展開をたどることで，日本の都市の近代化における西洋市
民社会からの影響というものを明らかにすることができると考えられる。 
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補章 Studies on the Modernization of city in Japan at the 
Meiji era.（東アジア建築史学会 論文集 WhoseEA，2009 年号，Ⅱ245-252） 
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Abstract 
 It is pointed out that Japan of the Meiji era period denies a Japanese original tradition culture without 
losing the identity of the home country, and was able to import the West civilization according to the 
result of the research of a cultural history of Japan. The peculiar phenomenon might be seen in not only 
the culture but also the modern city development of Japan. 
 In this text, the Kobe Foreign Settlement and some aspects of the surrounding area were taken up as 
the one example. And, the following thing was studied for the historical evidence from a newspaper 
article at that time. It is "The Japanese had positively introduced the image of the West modern ideal 
city as a vision of the home country in the future." Such a form of the introduction of the West might 
accelerate the denial of the culture of the home country, and the modernization of the city in Japan 
progressed rapidly. And, it was the form of the Occidentalism of Japan. 
 
Keywords: Foreign Settlement, City Development, Image of Modern City, Kobe, Meiji era 
 
Introduction 
   
 If depending on the result of the research of a Japanese cultural history, Japan of the Meiji era period 
was positively importing the West civilization while denying the tradition culture of the home country 
as it was not civilized. Even if the modernization of the nation is a pressing need, the identity of the 
home country is sure to have been likely to be lost by the introduction. But, Japan imported them one 
after another, and was able to absorbed them as it was own civilizations. It might be able to be thought 
that it is related to the fact that Japan differed from other East Asian nations, and did not become a 
[Fig.1] View of Kobe City from Suwayama Hill  Middle of the Meiji era  
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colony. However, even if the fact is considered, the feelings of this uncritically affirmative to the West 
civilization are peculiar. And feelings leads to the denial of the tradition culture of the home country. 
The peculiar phenomenon might be seen in not only the culture but also the modern city development 
of Japan. It is point of view of this text.  
 When you see the city in Japan today it is seen for not multi-cultural coexistence but unindividual. In 
general, these are understood that the evil of the modernism. But when seeing in a worldwide aspect, 
the circumstances somewhere seem to be different. Moreover, additionally, it is said that the citizens are 
requested to participate in city planning but a lot of citizens are indifferent. These might have the 
problem in the distinctiveness of the city developing process of Japan.  
 To catch those problem of related to a peculiar city situation of Japan today, it might have to study the 
origin of city development of Japan again. However, many of city histories in Japan write down the 
introduction process of the city planning technology of the West city, and have treated mainly the 
technical result. In other word, most city histories are drawn as a story of the success in a universal 
civilization. However, originality in Japan in the city development cannot be caught in the context.  
 In this text, the Kobe Foreign Settlement and some aspects of the surrounding area were taken up as 
the one example. And, the some aspects were caught based on a cultural, historical above-mentioned 
viewpoint. A situation at that time was shown by the following two paragraphs, and it tied to the 
following historical investigation. At that time, Kobe was one of the two big open ports with Yokohama. 
And, the place was a place where Japan was opposite to the West for the first time after the country had 
been opened to the world.  
 I want to catch the individuality of the history of the city development of Japan from some aspects of 
this Kobe.  
 
Situation of the Meiji era in Japan 
 Opening the country to the world in Japan and the receipt of the West civilization were completely 
extrinsic. It was all starts the colonialist ships that bear arms to reach far eastern country Japan, and 
urged Japan to open the country to the world. If opening the country was refused being made to the 
colony after the war not avoided was clear. Overwhelming military power, the selection that Japan was 
able to choose could do nothing but open the country to the world. However, there is a scholar who 
points out that it was substantially the same as the colony in other Asian nations, It was opening which 
sovereignty was admitted in form. It is at 1854 that the Japan-U.S. amity agreement was concluded.  
 The national isolation policy that continued for 200 years or more ends with this. And, the Tokugawa 
Shogunate collapsed and the Meiji new government was born. A present problems of the Meiji 
government ware to have canceled a disgrace trade agreement, and to have connected Western nations 
with an equal relation, and to have acquired power. It was aimed to import the West civilization rapidly 
and to make the base in the country. And it appeared as a modernization campaign for the nation. It 
included many things that from various systems concerning a national organization to life cultures such 
as clothes and eating.  
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 However, the modern society like the West was not immediately formed in Japan. The civil society 
was not mature in Japan. Opening the country to the world by the pressure of various foreign countries 
did not give the distance of the revolution that the content is enhanced. The modernization of Japan was 
done by initiating a new power system under the consensus of the civil society is immature. The civil 
society is formed there through the people's revolution in the West. The process of the modernization of 
Japan is greatly different from the West.  
 The interpretation of a cultural history of general of the situation of Japan at that time is as follows. As 
a result, it became possible that acrobatic coexisting of the introduction of civilization and the identity 
protection. And, Introducing the West civilization while denying a past tradition culture became 
possible.１ 
 Then, how did such a peculiar attitude appear in the city development? It is caught from some aspects 
of Kobe. The following paragraph describes a historical position of the Kobe foreign settlement while 
comparing with other open ports. 
 
Historical position of Kobe residence ground 
 The history of the Foreign Settlement in Japan started from the Japan-U.S. amity agreement in 1854, 
and ended by the treaty revision in 1899. It is an event that happened in 45 years. [Fig.1] The history is 
very short compared with the Foreign Settlement of Shanghai having continued for 100 years or more.  
 If the area depended on data at that time in 1886, Yokohama Foreign Settlements that were the 
maximum Foreign Settlements in Japan were about 115 hectares.  The Kobe Foreign Settlement is 
about 17ha And, the total was about 178ha as for the area of five Foreign Settlements of the whole 
country. Afterwards, there was an area extension only a little. It can be said it was very small-scale in 
the area compared with 3300ha of the Shanghai Foreign Settlement in 1939 that receives the season 
similarly though the investigation time is different.２  
 An area scale of the Kobe Foreign Settlement was 1/7 of Yokohama that was a Japanese maximum 
[Fig.2] The second generation Makoto Hasegawa 1871(5th year of Meiji) The Scene of Prosperous Port in Kobe  
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scale. In the population of the foreigner, in 1893, Kobe was 1,768 people, and Yokohama was 4,946 
people. Yokohama was about 50 percent of the whole country, and Kobe occupied about 40 percent of 
the whole country to the amount of the trade in 1897. And, it accounts for about 90 percent of the whole 
country when Yokohama and Kobe are totaled.３ Yokohama and Kobe were a two great trade ports in 
Japan. [Fig.2] It was recognized Yokohama in East Japan and Kobe in West Japan.４ 
 Moreover, the Foreign Settlement of Kobe is assumed to have been maintained at first in premeditation 
unlike Yokohama. It is assumed that it is because the precedent was abundant because the Kobe Foreign 
Settlement was opened after nine years Yokohama. The Kobe Foreign Settlement was planned by British 
civil engineer's John William Hart(b.1837 Liverpool - d.1900, London.). According to the historical 
materials of the Civil engineering society in London, .he received the request of Japanese Government 
in 1868 and was related to the construction of the Foreign Settlement.５ 
  An ideal city is drawn in the planning drawing in 1869. [Fig.3] Width road (It was assumed fire 
prevention) and a gaslamp, drainage, a 
promenade, public Garden, and a 
recreation grand so on had already been 
planned in that. It is evaluated, the Kobe 
Foreign Settlement is "Model Foreign 
Settlement of east Asia" according to 
English newspaper "The Far East, 17 April 
1871" published after three years opening 
a port.  
 “Vigor is presented most in all open ports 
in Japan though only three years have 
passed.” 
 “It is a merit that Yokohama was to have 
had at the first stage.” 
 “Kobe is designed best as residence 
ground in the Orient.”６  
 Japanese Government did not admit the 
plan chart by the agreement. It was a plan 
that westerner's ideal had drawn. It was 
only a housing lot, a shore protection, a 
street, and the drain facilities that Japan 
promised to them by the agreement at first. 
７The gaslamp, street trees or neither park 
site nor the recreation ground site was 
included in the agreement. Those facilities 
were gradually set up while accepting to 
[Fig.3] Design Drawing of the Foreign Settlement of Kobe 1870  
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the residence people's demands by the autonomy organization that they managed. The Kobe Foreign 
Settlement differed from Yokohama, autonomy organization managed the capital concerning the Foreign 
Settlement maintenance.８ The Yokohama did not have such an autonomy organization. Therefore, 
various urban facilities were set up under the initiation of Japanese Government. It can be said that the 
Kobe Foreign Settlement had free discretion where to distribute the budget emphatically. As a result, 
their demands appeared as an appearance of the city visibly.  
 It can be said the Kobe Foreign Settlement was making westerner's ideal modern city embody. 
 
Formation of city image 
 
 
 The following were shown by the above-mentioned. Situation of Japan of opening the country to the 
world. Peculiar national system taken for the West civilization import, and historical position of Kobe 
Foreign Settlement. Here, the influence that the Kobe Foreign Settlement gave is caught based on the 
newspaper article entitled "Projects for Kobe in the future" written by "Kobe Yushin daily report" that 
is the local newspaper from September through October of 1886(19th year of Meiji) paying attention to 
the city image. [Fig.4] Urban development in an initial stage is done from 20's to 30's of Meiji in Kobe. 
I think that a peculiar form of the Occidentalism is clarified by the examination of the city image of the 
West that appears to the newspaper article in 1886 immediately before those urban development's 
starting. And, it will become the one example to show the individuality of the city development 
afterwards in Japan. 
 When this newspaper's having been issued approaches in the middle of the Meiji era. The Meiji 
Constitution that continues until 1945 and the municipal system are promulgated two and a half years 
later. And the Meiji  government was entering the stability period recently. The promulgation of the 
[Fig.4] "Kobe Yushin daily report" " Projects for Kobe in the future " October 10, 1886   
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City Planning and Zoning Act in Japan is 1919. Until this year, city in Japan was a situation that it was 
not maintained in premeditation, and it had begun to develop gradually while solving an individual urban 
problem. It was similar in Kobe.  
 It will be able to be said that the situation of first in 1886 is time of when the rapid growth afterwards 
approached in the near future. The content of the newspaper article entitled "Projects for Kobe in the 
future" is a proposal of the project of 15 needed for the development of Kobe in near future. Nine in that 
are concerning a soft side like enhancing educational facilities and the establishment of the Commercial 
Law meeting hall, etc. Six of the remainder are concerning a hard side city development, which is City 
Planning, Minatogawa Embankment removing, and Gaslamp installation, Road improvement, and Park 
installation, Pier extension. 
 However, the proposals concerning these city development are not all realistic in conformity with the 
city of existing. There are a lot of parts to which the image of the city is talked in the inside. For instance, 
the following are given. 
 For the Gaslamp installation, 
 "If going from the center of Kobe to the residence ground not away by as much as 100 meters, The 
light of the gaslamp is  like the sun." "It really does the appearance of the civilization city.""A gas or 
an electric light is installed in the open port of the civilization without fail." "It provides with the fine 
sight on our city by setting up the gaslamp, and it is necessary to provide with passer-by's convenience." 
９ 
 For the Road improvement, 
 "Properly speaking, the pavement on both sides should be assumed to be a stonework in case of the 
maximum large urban area like Sakae town in Kobe." "And, it is necessary not to be dirty even when it 
rains and to damage it." "My wanting to say is not a minute road mending." "I want you to locate the 
road improvement as one of the main project because it is inconvenient though externals of the port of 
the civilization are made."１０ 
 For the Park installation,  
 "Isn't there park in Kobe yet? Yes, there is a park on the embankment in Minatogawa river. And, There 
is an amusement park in the Mt. Suwa. Kobe has already had the park ground. No, not at all." 
"Atmosphere not clear of the division" "Visual feast lack such as fountains," "It is not complete. 
still."１１ 
 It is a content of taking up the insufficient one while comparing "Appearance of Kobe that is the city 
of the civilization where we live" with the image of a modern city in the West by the above-mentioned 
way of talking. It can be said that they had a clear vision for their city images in the future though the 
development of the city has not started yet. In other words, they had a too clear image.  
 In this paragraph, the image that the West city made gave the case that it was a clear criteria exceeding 
the level of one choices. The distinctiveness of Japan of the Occidentalism receipt might appear here.  
 
To the end 
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 It differs from countries that experienced the colony in east Asia, and Japan has done the modernization 
of the nation including most city development by our hands. City development that the westerner did 
directly is very little compared with other east Asian nations. It is limited to a part of region such as in 
Foreign Settlements. But, the influence from them might not have been small-scale. The image of the 
strong civilization country that the West brought might have become a clear vision and a criteria for 
Japan that sped up the modernization rather than the model of the reference.  
 Because what the westerner brought exists strongly, the confrontation of Occidentalism or Orientalism 
might be set up comparatively easily for countries of east Asia. But Such a clear confrontation did not 
happen for Japan because it had drawn in the image of the West as an image of the home country. For 
such reasons, Japan is thought that the modernization of the city was promoted without passing the 
negotiation of an original tradition culture and the civil society such as Western nations and Asian 
nations. It can be thought that individuality of the city in present Japan was caused in such a cause.  
 It is as showing in the above-mentioned that the identity of Japan was not lost when the West 
civilization is introduced. Whether various confrontations have been skillfully evaded by placing the 
vision of civilization country in the top oppositely is thought in the city. But It was indispensable that it 
gave birth to a lot of evils that continued up to the present time.  
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史料 1 民会議事章程略，兵庫県史料，1873 年(明治 6 年)9 月 
 
明治六年十一月二十六日兵庫県布達第四八七号 
〔一〕会議ノ儀ハ御誓文第一章広ク会議ヲ起シ万機公論ニ決スヘシトノ聖意ヲ奉シ候儀ニ
有之 朝廷ニ於テモ追々御取開相成候趣兼テ被仰出有之候儀ニ付当県会ニ於テモ
県会区会町村会次第ニ取開候条此旨可相心得候事 
〔二〕此度先町村会仮規則並心得書相達候間右ニ照準シ精々取開可申町村会体裁略相立候
ハヽ其上区会其上県会ト次第追テ取開可申事 
〔三〕会議ハ元来衆庶公同之利益ヲ計リ取設候儀ニ付衆庶之迷惑ヲ顧ミス押テ執行候主意
ニハ無之候間事実迷惑ニ存候町村ニ於テハ当分見合候儀不苦候間其旨可申出事 
但シ一旦取開候上閉会ノ議モ同断ノ事 
〔四〕此度相渡候規則ハ仮ニ取設候儀ニ有之本規則之儀県会区会共相整候上篤ト衆議之上
確定可致事 
但シ仮規則ノ間ハ違背之者有之共議長又ハ議員ノ内ヨリ訓戒候歟(か)又ハ会席退
座申付候迄ニテ罰則ノ沙汰ニ及フ間敷事 
 右ノ通管下一般布告候也 
 
民会議事章程略 
第 一 章 
〔一〕県会区会  会取開候事取開 
〔二〕県会ニハ区長一同出席令参事ノ内議長タルヘキ事 
但年両度期ハ追可相達事 
〔三〕区会ニハ区内戸長副戸長ノ内壱員宛出席区長正副ノ内議長タツヘキ事 
但年内四度期日ハ追テ可致議定事 
〔四〕  会ニ於テハ其  内ニ居住シ第二章ニ示ス規則適当セル者二十人ヲ公選シ議事役
トシテ戸長正副ノ内議長タルヘキ事 
但毎月壱度ツヽ期日ヲ定ムヘキ事 
第 二 章 
〔一〕各町村戸長役場ニ選挙人姓名帳ヲ設クヘキ事 
〔二〕各町村内ニ居住シ地面家作等不動産所持人ヲ選挙人ト名ツケ其戸主ノ姓名ヲ前条ノ
帳面ニ登記スヘキ事 
但十六歳未満ノ者ハ可除事 
〔三〕右不動産質入書入等致シ有之候ハ其取主ヲ選挙人ト可致事 
〔四〕他所ノ人ニテ其町村内ニ右ノ不動産ヲ所有致シ候ハ，其名代人ヲ選挙人中ニ可加事 
第 三 章 
〔一〕各町村ニ於テ毎年一度選挙人互選ノ法ヲ以テ左ノ割合ノ通リ議事役ヲ選挙スヘキ事 
人口百人未満ノ町村ニテハ                十人 
同 百人以上                      十一人 
同 二百人以上                     十二人 
同 三百人以上                     十三人 
町
村 
町
村 
町
村 
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同 四百人以上                     十四人 
同 五百人以上                     十五人 
同 六百人以上                     十六人 
同 七百人以上                     十七人 
同 八百人以上                     十八人 
同 九百人以上                     十九人 
同 千人以上                      二十人 
〔二〕右互選ノ節ニハ選挙人一同出席衆人眼前ニテ入札ノ事 
但其日欠席ノ者ハ其度除名ノ事 
〔三〕入札取開ノ節モ衆人眼前ニテ戸長可取行事 
〔四〕入札ニ認メタル名前ハ壱枚宛高声ニ呼上ケ副戸長カ又は書記役ノ者書留可申事 
〔五〕名前記留相済候ハヽ名前ノ多少ヲ取調誰某ハ幾枚ト云う事ヲ逐一呼上可申事 
〔六〕右呼上相済候ハヽ落札最モ多キヲ初筆トシ前町村ノ定額ノ通リ落札入ヲ見定メ其名
前ヲ更ニ呼上可申事 
〔七〕落札同数ニ候ハヽ年長ノ者ヲ落札トシ年齢同様ニ候ハヽ䦰(くじ)取ニテ可決事 
〔八〕落札人ハ右落札名前呼上次第議事役ト可相心得事 
〔九〕議事役名前相定候ハヽ  中ヘ掲示シ且県令並区長ヘ無遅滞可申出事 
第 四 章 
〔一〕町村ニ於テハ其町村内ノ庶務ヲ議定スル其目大略左ノ如シ 
〔イ〕町村内ノ旧弊ヲ除キ開化ヲ進ムル事 
〔ロ〕町村内費用ノ多寡ヲ取極ル事 
〔ハ〕租税其外諸公費ノ帳簿ヲ検査スル事 
〔ニ〕他向ヘ対シ一町村ノ名義ヲ以テ原告又ハ被告トナリタル詞訟ノ事 
〔ホ〕戸長以下人員及ヒ給料ノ事 
〔ヘ〕小学校ノ事 
〔ト〕番人ノ事 
〔チ〕区会議事役選挙ノ事 
〔リ〕町村内水利ノ事 
〔ヌ〕同道路橋梁ノ事 
〔ル〕貧民并帰籍ノ者処分ノ事 
〔ヲ〕失火盗賊手当ノ事 
〔ワ〕町村借金ノ事并ニ其返済ノ事 
〔二〕町村会ニテ決議ノ事ト雖議長不都合ト見込ムトキハ其見込書ヲ添県令ヘ申出指揮ヲ
俟ツヘキ事 
〔三〕町村会ニテ決議ノ事ト雖県令ヨリ取消ス事アルヘキ事 
〔四〕町村会ニテ決議ノ事県令許可ヲ受施行スト雖御布令御規則出テ後之ニ抵触スルコト
アレハ速ニ改ムヘシ万一差支ノ筋アルトキハ其次第柄ヲ県令ヘ具状スヘキ事 
町村会議事心得 
〔一〕定日定刻ニ至リ総人数ノ半ヨリ多ク出席アラハ議事を開クヘシ 
〔二〕出席人員総人数ノ半ヨリ少キ時ハ延会スヘシ其節差掛リタル事件ハ戸長ノ見込ニ任
町
村 
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セテ決ヘシ 
〔三〕当日ニ欠席スル時ハ後日ニ至リ其事ニ付不同意ヲ申出ルト雖モ取上クヘカラス 
〔四〕議スヘキ事アラハ議事前ニ総て議長ヘ申出ヘシ 
〔五〕議長ハ議案ヲ取集其順序ヲ定メ最モ急務ト見込タル事件ヨリ議事ヲ始めムヘシ 
〔六〕議事ヲ始ムル節ニハ議長先ツ其主意ヲ精密ニ演説シ衆人ヲシテ其意味解得セシムヘ
シ 
〔七〕諸議事役ハ先ツ議長ノ演説ヲ熟聴シ呑込カタキ廉アラハ幾度モ問返シ篤ト意味ヲ呑
込ミタル上ニ存意ヲ申述フヘシ 
〔八〕衆人同時ニ発言スヘカラス若シ同時ニ発言スルコトアラハ議長其順序ヲ定ムヘシ 
〔九〕議事は総テ議長ニ向テ申述フヘシ議事役同志互ニ論談 
スヘカラス 
〔十〕議事中私語スヘカラス怒罵嘲弄戯言等ナスヘカラス眠ヲ催シ怠惰ノ状アルヘカラス 
但酔人ハ会場退座ノ事 
〔十一〕規則ヲ犯候歟(か)又ハ議論入り組候テ混雑ヲ生スヘキ時ハ議長〈無用〉ト声ヲ掛
ケ之ヲ差止メ静カニ其次第ヲ正スヘシ 
〔十二〕総テノ議事可否ノ二端ニ分チ衆説ノ帰スル所ニ従テ決スヘシ 
〔十三〕議論数口ニ分レ可否決シ難キ時ハ議事役中入札法ヲ以て一両人ヲ選挙シ取調掛ト
ナシ見込ヲ立テサセ其見込ニ就テ可否ヲ決スヘシ 
〔十四〕何事ニ依ラス一同ノ志向既ニ定テ其仕法未ダ附カサル時ハ入札法ヲ以取調掛ヲ選
挙シ仕法ヲ附ケシムヘシ 
〔十五〕取調掛ノ見込尚ホ衆議ニ協ハサル時ハ更ニ取調掛ヲ選挙シ見込ヲタテシムヘシ 
〔十六〕議事三度ニ及ヒ尚決セスンハ当分其事件ヲ廃スヘシ若シ廃シ難キ事件ナレハ県令
ヘ申立其決議ニ従フヘシ 
〔十七〕議事既ニ決セハ県令ヘ申出其許可を受け施行スルコトハ総て戸長ノ任タルヘシ 
但兼テノ規則ニテ戸長ノ手権施行スヘキ廉ハ此限ニアラス 
〔十八〕議員ハ事ヲ議スルヲ本務トスレハ施行ノ筋ニ関係スヘカラス然レ共施行ノ法方会
議ノ取極ト相違スル事アラハ戸長ニ向テ之ヲ注意シ或ハ臨時会議ヲ催シ議定ノ上
県令ヘ申出ツル事アルヘシ 
〔十九〕一旦決議ノ上ニ許可ヲ得テ施行セシ事ハ妄ニ之ヲ変改スヘカラス然レ共事実已
(や)む事ヲ得サル事アラハ更ニ会議ノ上ニ見込ヲ立テ許可ヲ得テ後ニ之ヲ改変ス
ヘシ 
〔二十〕議事多端ニシテ当日悉ク決シ難キ節ハ翌日再開候共翌月ノ会日マテ延シ候共衆議
ニ従テ決スヘシ 
〔廿一〕臨時会議ハ議長ノ存寄歟(か)又ハ議事役総人数ノ三分ノ一ノ望ミナレハ速ニ之ヲ
開クヘシ 
〔廿二〕総テノ議員ハ其地総代ナレハ公正ヲ以テ衆庶一統ノ安穏利益ヲ計ル事勿論ナリ決
シテ一己ノ私心ヲ挟ミ偏頗ノ議論ヲ主張スヘカラス 
〔廿三〕議事ハ其土地ノ主脳ナリ議事公平ナレハ，寒僻ノ地モ住居シ安ク議事不公平ナレ
ハ繁華ト雖住居シ難シ議事ニ預ルモノ此旨ヲ弁ヘ公平ノ議論ヲ尽シ其土地ヲシテ安居ノ楽
土ナラシムヘシ 
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史料 2 Code of rules for the proceedings at Meetings of the Council 居留地会議の
議事進行規則，The Hiogo News 掲載，1869 年 7 月 15 日(明治 2 年 6 月 7 日) 
 
Hiogo. July 15th, 1869. 
 The Committee appointed to draw up a CODE OF RULES for the Proceedings at Meetings 
of the Municipal Council beg to submit the following, and to recommend their 
adoption. 
(Signed) J.S.BLYDENBURGH. 
         JAMES J.ENSLIE.     Committee  
         POLANO. 
――― 
RULE Ⅰ.―All the proceedings of the Council shall be conducted in the English 
language. 
 RULE Ⅱ.―The Order of Business at all the Meetings of the Municipal Council 
shall be as follows: 
First―To Record the Names of Members present. 
Second―Reading of the Minutes of the last Meeting, and the question of their 
approval. 
Third―Unfinished Business of last Meeting. 
Fourth―Committee Reports. 
Fifth―Miscellaneous Business. 
 RULE Ⅲ.―A Member who wishes to speak shall rise in his place and address the 
President, when, having received permission, he may proceed. In the event of more 
than one Member rising simultaneously, the President shall decide which is 
entitled to be first heard. The subject of discussion must not be deviated from. 
The President shall be the judge of all questions of order; but a Member called 
to order may explain, and may appeal to the Council. 
RULE Ⅳ.―All Motions must be written out by the mover, read by him, standing 
in his place, to the Meeting, and, if seconded, handed up to the President, who 
shall then state the question as opened for debate, and, until it is disposed of 
and the result announced, no other motion will be in order, expect―first, to 
adjourn; second, to lay on the table; third, to postpone to a day certain; fourth, 
to refer to a committee; fifth, to amend; sixth, to postpone indefinitely. A 
Motion for Adjournment, being always in order, is to be decided at once, by vote, 
without debate.  
RULE Ⅴ.―When a motion under debate is susceptible of division into two or 
more branches, it may, at the request of a Member, be divided, and the question, 
when reached, taken in its separate parts. 
RULE Ⅵ.―A Motion to Reconsider or rescind a question that has been once 
decided in the affirmative can only be made by Members originally voting in its 
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favor, unless an interval of six months shall have elapsed. 
RULE Ⅶ.―The Regular Meeting-Day hereafter shall be the second Friday of each 
month, and the hour shall always be 3 o'clock p.m., and the place shall continue 
to be at the temporary office of the Engineer to the Municipality, until the 
completion of the Municipal Hall, after which, at that place. 
RULE Ⅷ.―Extraordinary Meeting may be convened by the President at the request 
of two or more Members. 
RULE Ⅸ.―The Meetings shall always be open to the Public and the Press, and 
accommodation for them shall be provided. 
RULE Ⅹ.―Such Rules and parts of Rules already in existence as conflict with 
the present Code are hereby repealed. 
RULE ⅩⅠ.―These Rules may be amended, added to, or altered, by a majority of 
Members present at a Regular Meeting, after thirty days’ notice of the intended 
change. 
RULE ⅩⅡ.―It is order to Suspend the Rules by a two-third’s vote. 
RULE ⅩⅢ.―A Quorum to transact business shall consist of not less than five 
Members, but a less number may adjourn from day to day. 
 
 
史料 3 居留地会議民間委員選挙規則，外務省調，1872 年 12 月 26 日(明治 5 年 11 月 26
日) 
 
一千八百六十八年条約第八条所定在兵庫外国人常置委員選挙規則 
一， 委員ハ三名トシ本則中規定ノ外三個年ヲ任期トス一年ハ一月一日ヲ以テ始マリ十二
月三十一日ヲ以テ終ル 
二， 外国領事庁ノ登記ヲ受ケ外国人居留地ニ居住スル丁年(壮年か)外国人ハ委員ヲ選挙
シ又委員トシテ選挙セラルヽコトヲ得ヘシ 
居留地内ノ家屋ニ寝宿シ又ハ居留地内ニ地所々有者トシテ領事庁ニ登簿シタル者
ト又ハ居留地内ニ事務所ヲ有シ選挙ノ当日ヨリ逆リ継続シテ十日間該事務所ニ自身ニ
出頭シタル外国人ハ居留地住居人ト看做スベシ 
居留地予備金「ミユニシバル､フオンド」ヨリ家賃ヲ支払ウ所ノ家屋ニ住居スル外国
人ハ居留地住居人ト看做サヾザルベシ 
三，各領事ハ該領事庁ニ於テ登記シ又ハ前条ノ規定スルガ如ク居留地住居人ト見做サレシ
タトヲ請求スル人ノ所有スル居留地内ノ土地番号ヲ名簿中ニ記載スベシ調製シタル名
簿ハ領事会ノ決定セル法方ヲ以テ之レヲ公布スベシ 
四， 委員選挙人名簿修正領事会ハ少クトモ三日以前開会ノ旨ヲ一般ニ知得セシムルニ足
ル法方ヲ以テ通知セシ後開会スベシ選挙人名簿中自己ノ氏名記載ナキ者ハ該氏名記入
記入方ヲ自身ニ於テ領事会請求スルコトヲ得ベシ領事会ハ斯カル請求者氏名ノ記入若
クハ特定選挙人名簿中ノ記名ニ対シテ異議ヲ聴取セルノ後ニ於テ該名簿中ニ記入スル
コトヲ相当ト認タルトキハ之レヲ記入スベシ 
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選挙人名簿中選挙有権者トシテ氏名ヲ記入セラレタル人ニシテ同名簿中同様氏名
ヲ記入セラレタル他ノ人ニ依テ異議ヲ受ケタルトキ該異議ヲ領事会ニ付スベシ而シテ
異議ノ申立ヲウケタル人ノ氏名ニシテ名簿ヨリ削除スベキモノナルトキハ之レヲ削除
スベシ選挙人名簿氏名記入ノ請求ニ対シ異議ノ申立アル場合ヲ除キ其他ノ請求若ハ異
議ノ申立ハ該請求者若クハ異議申立者ガ書面ヲ以テ其理由ヲ一定ノ開会前一時間内ニ
領事ニ通知スルニ非ラザレバ之ヲ受理セサルベシ 
修正ノ名簿ハ領事会ノ決定セル法方ヲ以テ公布スベシ而シテ該名簿中記名者ニ非
レハ選挙又ハ被選挙者タルコトヲ得ズ 
五， 委員選挙領事会ハ委員選挙人名簿修正領事会後三日ヨリ少ナカラス十日ヨリ多カラ
サル日■内ニ開会セラルベシ 
投票ハ委員候補者ノ氏名及ヒ委員選挙人修正名簿ニ記載セル身分ヲ記載シ選挙者
亦ハ賛成者トシテ選挙権ヲ有スル二人ノ記名シ且同選挙権ヲ有スル他ノ二人ノ記名セ
シモノナラザベカラス而シテ斯アル投票ハ委員候補者自身若クハ該選挙者又ハ賛成者
ヨリ之レヲ領事会ヘ交付スベシ 
委員選挙会一定ノ時間後一時間後一時間ヲ経過シタルニ於テ委員候補者トシテ指
名セラレタル人員欠員補填ノ員数以上ニ達セザルトキハ領事会ハ斯カラ候補者選挙ヲ
得タルコトヲ公布スベシ 
然レトモ前掲ノ時間経過後委員候補者トシテ指名セラレタル人員欠員補填ノ員数
ニ超過シタルトキハ領事会ハ被選挙者指名ノ為メ選挙時日ヲ延期スベシ斯カル延期ハ
通例延期ノ日ヨリ三日間トシ下条規定セル法方ニ依テ投票ヲナスベシ 
六， 委員選挙ノ場合ニ於テハ投票ハ無記名投票タルベシ無記名投票ハ委員候補者ノ氏名
及身分ヲ記載セル用紙ニシテ投票所ニ於テ各投票人ニ交付スベシ 
各投票人ハ自己ノ選挙セント希望する委員候補者名ニ対シ記号ヲ施シ各領事ノ面
前ニ於テ投票函ニ投入スヘシ一定ノ投票時間終リシトキ領事会ハ無記名投票ヲ審査シ
■当ナル投票多数ヲ得タルモノハ委員当選者トシテ公布スベシ 
   被選挙人投票得数ノ同数ニシテ供ニ選挙スル■ナク■レノ一方選挙当選者トスベキ
ヤ否ヲ直チニ決定スベシ 
七， 此日限ヨリ一月間内ニ三名ノ委員を選挙スベシ 
   此等委員ノ一名ハ一千八百七十三年十二月三十一日他ノ一名ハ一千八百七十四年十
二月三十一日猶ホ他ノ一名ハ一千八百七十五年十二月三十一日ヲ以て退職スルモノト
ス 
   被選挙委員ニシテ該選挙投票ノ少数ナル者ハ第一ニ退職シ其前者ヨリ多数ナル者ハ
第二ニ退職シ其ノ■多数ナル者ハ■後ニ退職スヘシ 
   投票ノ同数ナルトキ又ハ該候補者■ニ三名ニ■スルトキハ領事会ハ各委員ノ任期ヲ
決定スベシ 
八， 委員ノ退職ニ依リ其欠員ヲ補填セントスルトキハ毎年十二月中■翌年ヨリ三年間■
職スベキ一名ヲ選挙スベシ選挙会ヲ開設シ該選挙会ハ成ルベク前条ノ規定ニ依ルモノ
トス 
九， 委員ハ其死亡■職又ハ二ヶ月間継続シテ兵庫ノ土地ヲ離レタルトキハ欠員ト為スコ
トヲ得ベシト雖モ委員タルノ資格ヲ有セシ家屋若クハ事務所ヨリ移転シタルヲ欠員ト
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為スコトヲ得ズ 
   前述ノ原因ニ基キ委員ノ欠員■職■年ノ七月一日以前ニ生シタルトキハ成ルベク前
条ノ規定ニ従ヒ之レヲ補填スベシ 
   ■シ該欠員前述ノ期日以後ニ生ジタルトキハ当任二名ノ委員ハ該欠員ノ補填センガ
為メ選挙有権者ノ内ヨリ欠員トシテ選挙スルコトヲ得ベシ斯かる■■ニ於テ選挙セラ
レス■委員は前委員任期ノ終ルトキ退職スルモノトス 
 
右一千八百七十二年十二月二十六日兵庫ニ於テ協議決定シ一千八百八十三年一月七日
■ニ■認ス 
   英吉利及墺地利領事並仏蘭西伊太利及西班牙人民管理 
     ベル､エー､ゼー､ガワール 
   北米合衆国領事 
     ダブエルダーナー 
   丁抹領事 
     ロツド､ポラーノー 
   和蘭代理領事 
ウエー､セー､ノルトハルス 
白耳義代理領事 
ゼー､ケー､カンニグハム 
独乙代理領事 
ゼー､エッチ､フヲツケ 
■■代理領事 
ゼー､ハルリス 
葡萄牙代理領事 
エッド､ウイシャー 
瑞西代理領事 
ピー､エッチ，フリツケ 
 
 
史料 4 外国人住民らが居留地会議へ宛てた Recreation Groundの設置要望書(署名 70名)，
The Hiogo News 掲載，1872 年 4 月 10 日(明治 5 年 3 月 3 日) 
 
Hiogo, 10th April, 1872 
To ABEL A. J. GOWER, ESQ 
Chairman of the Hiogo Municipal Council 
 
SIR.―We, the undersigned, residents and owners of property on the Foreign 
Concession at this port, have the honor to draw your attention to the great need 
this community has of some place for out-door recreation purpose, and to suggest, 
for your consideration, the advisability of preparing a portion of that land known 
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as the “Recreation Ground” to supply said want. And we would further bring to 
your notice our opinion that the most advisable manner of carrying out the 
suggestion, would be to level and turf that portion of the “Recreation Ground” 
which is bounded on the East by the watercourse, the South by the premises of the 
Union Club, the West by the Concession, and which extends sufficiently far to the 
North to form a square as nearly as possible. 
Permit us to remind you that a large majority of this community are most 
desirous of indulging in the healthful out-of-door pastimes of Cricket, Baseball, 
Archery, Croquet, Quoits, &c., &c., who are entirely debarred from doing so by 
that want which we have taken the liberty of bringing under your notice. 
At present the “Recreation Ground” is nothing but an ugly waste piece of 
land; and as it now stands, is apparently of no use whatever to anybody: whereas, 
converted into not only become an ornament of great value to our Settlement, but 
also a source of continual benefit and amusement. 
We have, &c. 
    Signed by 70 residents. 
 
 
史料 5 行楽地整備のため「花園社中」が兵庫県ヘ宛てた官林払下げを要請する文書，兵
庫県史料，1872 年 9 月 16 日(明治 5 年 8 月 14 日) 
 
明治五年五月布引山土工稍(ようや)ク成リ幽遠ノ境域自ラ開豁(かいかつ)ノ風致ヲ増ス然
リ而テ該社費ス所ノ醵金(拠金)モ亦タ頗ル夥(おびただ)シ此ニ於テ又タ相謀リ該地ニ於テ
花園ヲ開キ四時行楽ノ場ト為サントス此月大蔵省布達アリ地方管内ノ官林投票ノ方法ヲ以
テ之ヲ人民ヘ売与スル■ヲ許ス因テ同年八月十四日花園総代本件へ上申シ該社ニ於テ官林
ヲ借リ永ク之ヲ存奧セントス曰 
 
布引■山ノ儀外国人居留地近キ名所ニテ遠望■■宣教場所ニ付去未(昨年辛未､明治４年)
六月中奉願上開地仕追々出精相応ノ招致ニ仕度奉存候ニ付テハ多分入費等モ相嵩(かさみ)
候間何卒右滝山ノ内御林山ノ分樹木等在来ノ儘御貸下ケ被仰付彼下置候ハヽ為御冥加金五
十両年々奉上納度尤立木伐採候テハ眺望モ不宜候間其儘ニ仕置申度且北野村其外ヨリ譲リ
受地所御年貢御増納ノ儀モ奉承伏候間何卒右願ノ通御聞済被為成下候ハヽ難有仕合奉存候
以上 
       明治五年申八月十四日花園社中総代 
                   川越平兵衛 
                   近藤長兵衛 
             兵庫県御役所 
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史料 6 「公遊花園ノ地」(後の布引遊園地）設置のため，兵庫県令神田孝平が大蔵大輔井
上馨へ宛てた，地方官林の特例的な払い下げを要請する上申書，兵庫県史料，1872
年 11 月 18 日(明治 5 年 10 月 18 日) 
 
此ニ至リ該所官林反別十五町八反七歩余ノ地所ヲシテ花園会社ヘ投票ヲ以テ之ヲ売与
セントス然ルニ該社ヨリ金五千六百七円二十二銭四厘ヲ以テ地所下付アラント請フ因テ同
年十月之ヲ大蔵省ヘ申牒シ該社巨額ノ金員ヲ■(費か)テ多年開拓ニ従事シ其功労モ亦タ小
ナリト■ス因テ之ヲ該社ヘ付与アラン■ヲ具状ス曰 
 
字西山                    摂州兎原群 
一 御林反別十二町六反七畝十三歩           熊内村 
  此木数八百三十本     但 前々無冥加 
   此地代金四千七百五十二円八十七銭五厘 
               但 壱反歩ニ付金三十七円五十銭 
一 松本千八百三十本 
  此金二百二十五銭     但 壱本ニ付金十二銭五厘 
 
  字中山 
一 御林反別二町六反一畝四歩          北野村古料 
  此立木ナシ 
   此元取米一斗三升八合九勺 
     此地代金五百二十二円二十六銭七厘   
               但 壱反歩ニ付金二十円 
 
  字川端山                  右 
一 御林反別五反一畝二十歩           同村 
  此立木ナシ 
   此元取米二升七合五勺 
     此地代金百三円三十三銭二厘   
               但 右同断 
 
合金五千六百七円二十二銭四厘  総入札高 
  内金五千百二十八円    但 山内ヘ太神宮神武天皇遙拝所取立并 
                 道路取開其他入費ノ分引 
残金四百七十九円二十二銭四厘 
 是者一時上納ノ積 
 
右者当県下摂州兎原群熊内村字西山ノ内砂子山ト唱候御林ニ有之所昨未(昨年辛未､明治４
年)三月中当港商社ノ者ヨリ右山頂ヘ太神宮神武天皇遙拝所造営致度願出候間同年八月中
神祇官ヘ伺イノ上遙拝所建立致候ニ付テハ地所ノ儀其節御省ヘ可相伺ノ所右山林ノ儀ハ布
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引滝最寄ニテ当地近傍ノ風景眺望有之地ニ付居留外国人共地景ヲ好ミ密ニ山中ヘ家作致シ
掛彼我混雑ノ儀モ有之折柄ニ付前書類出候商社ヘ申付後患予防ノ為メ至急為取開公遊花園
ノ地ニ為致申候然ルニ官林ノ儀ニ就テハ当申五月中御達ノ次第モ有ノ旁タ商社ノ者共ヘ御
払下ノ積ヲ以テ入札為致候所書面ノ金高ニ相成候得共右山内立木者開港以来段々伐採且険
岨狭谷不毛同様ノ地ニテ原野ノ形ヲ以テ論シ候得者入札為致候共二百円ニモ為ラサル場所
タルヲ商社ノ者共ヘ申付五千円余ヲ費シ取開桜梅其外草花ヲ培植シ茶店等ヲ取建候ヨリ書
面金高ト相成候儀ニ付右金高ハ実価ニ無之故其高ヲ以テ払下ノ訳ニハ至リ難ク候間開発失
費五千余円引去残ル四百余円ヲ以テ御払下相成度尤地税ハ当申年(壬申,明治 5 年)ヨリ前
書費金打込総計五千六百余円ヲ押ヘ原価ト定メ地券相渡其百分一則五十余円宛年々取立猶
追々土地相開盛大ナルニ準シ地価相進ミ候ハニ随テ増税申付候様可致尤書面ノ通御許容相
成候ハニ従来納来候北野村御林冥加米ハ相廃候様致度依テ図面相添此段相伺候也 
   壬申十月十八日            兵庫県参事岡村義昌 
                      兵庫県令神田考平 
             大蔵大輔井上馨殿 
 
 
史料 7 太政官による公園設置の布告並びに同件について大蔵大輔井上馨が太政官へ宛て
た稟上内容，太政類典，1873 年(明治 6 年)1 月 
 
六年一月十五日 
 府県ヘ布達 
第十六号 
三府ヲ始人民輻湊ノ地ニシテ古来ノ勝区名人ノ旧跡等是マテ群衆遊観ノ場所 東京ニ於テ
ハ金滝山浅草寺東叡山寛永寺境内ノ類京都ニ於テハ八坂社清水ノ境内嵐山ノ類総テ社寺境内除地或
ハ公有地ノ類 従前高外除地ニ属セル分ハ永ク万人偕楽ノ地トシ公園ト可被相定ニ付府県
ニ於テ右地所ヲ択ヒ其景況巨細取調図面相添大蔵省可伺出事 誌 
 
  大蔵省伺 
地券税法御発行ニ付テハ旧来無税ノ除地ハ何レモ持主相定収税ノ筈ニ御座候処三都府ヲ始
各地方ニ於テ人民遊歩宴会等致来候勝地ノ類ハ大ニ其土地ノ繁盛ニモ関係致候儀ニ付一概 
其持主ヲ定メ有税地ト致トキハ勝手ニ其花水ヲ伐採田園ヲ開キ旧来ノ勝景ヲ失ヒ候ハヽ持
主ニ於テハ聊(いささか)利潤モ有之候トモ一方ノ為メ却テ多少ノ損失ヲ醸成可致ハ勿論第
一ヶ様ノ勝地ハ国土ノ美目ニ付人民ヲシテ縦遊(しょうゆう)散歩其身目ヲ娯楽セシメ其身
体ノ健康ヲ助ケ衆庶ノ労力ヲ慰セハ所所謂偕楽ノ一端ニモ有之旁以各地方官ニ於テ有名ノ
勝地ヲ択ヒ永ク公園地ト致候積取調図面ヲ以為伺出候様致度依之別紙御布告案相添此段相
伺申候也  大蔵 一月 日欠 
 
伺之趣別紙ノ通第十六号ヲ以テ及公布候事  一月十七日 
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史料 8 神戸外国人居留地内ニ公園地取り設け議定書，外交文書，1875 年(明治 8 年)8 月
19 日 
 
第一 神戸外国人居留地内に在る遊園地は内外人公園地と称すへし 
第二 右地所の総坪数は九千四百六十七坪と三十六分の一にして右地所の間敷及ひ其境界
は別紙図面に示したり 
第三 右地所を公園地に作り做すの費用及ひ之を保持するの費用は神戸外国人居留地議員
に於て弁すへし 
第四 右公園の取扱は都て右議員に任すへし且右地所は内外人共遊の為永久保存すへし故
に右地所は其一部たりとも決して他の用に供することなかるへし 
第五 右地所に付地租等は一切日本政府に払うことなし 
江戸に於いて 
 千八百七十五年八月十九日記名す 
寺島宗則 印 
英国公使 
  ハルリー，エス，パークス手記 
伊太利公使  
  フヱー 仝 
合衆国公使 
  ヂョン，エ，ビンハム 仝 
和蘭公使 
  ウエツクヘルリン 仝 
白耳義公使 
  シ，ド，グロート 仝 
仏国代理公使 
  セーント，クヱンチン ヱ 
日耳曼代理公使 
  ホルレーベン ヱ 
西班牙代理公使 
 エム，アルヴァレズ ヱ 
 
奧書 
前記遊園地の西手界東町と唱ふる通街は路幅不斉にして且広濶に過るを以て自今全街の路
幅を五十「フィート」と為し其余は前記遊園地内に囲ひ入れ前述の約定に因り神戸外国人
居留地議員に於て之を所有するを得へし 
 千八百八十三年一月九日東京に於て記名す 
井上馨 
ハルリー，エス，パークス 
ジョン，ヱ，ビンガム 
シ，ド，グロート 
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トリクー 
イ，イ，ファン，デル，ホット 
ルイー，デル，カスチロー，イ，トリゲロス 
ヱ，マルタン，ランチャーレス 
ロセン 
ツエト ウォツ チ 
 
 
史料 9 第一次山手道路整備の施行許可を求め兵庫県が大蔵省へ宛てた上申書，兵庫県史
料，1872 年 3～4 月(明治 5 年 2 月) 
 
当神戸港之儀ハ素ヨリ海浜ノ一小村落随テ縦横之道路乱雑ニシテ頗ル狭隘唯西国ヘノ往還
幅二間余ノ道路道路一条而己ニテ其余ハ幅僅カ四五尺ニ不過然ルニ開港以来日々相開ケ内
外人民雲集出入ノ物品運輸陸続追々盛大之域ニ立至リ候処道路狭窮ヨリシテ人民困難不一
方雑沓(とう)紛争ヲ起シ候儀屡(しばしば)有之候ニ付去辛未(明治四年)七月中海岸ヨリ以
北山手鉄道線迄道路三筋并ニ同十一月鉄道左右之新道取開方夫々(それぞれ)御届ノ上取掛
リ馬車運送之便利ヲ興シ候得共鉄道線ヨリ以北山手之通路去戊辰(明治元年)伊藤俊助在勤
中生田宮ヨリ西相生町マテ続幅三間ノ道路一條仮ニ取開候儘今日迄右ヲ以テ山手一体之通
路トナシ候処即今内外人民追々山部ヘ家宅結構シ馬車人力車等モ馬車人力車等モ通行致シ
候ニ付テハ迚(とて)モ在来之道路ニテハ狭窮ニテ通行差支ヘ加之外国人モ度々山部ヘ道路
新開之儀申立候得共是迄ハ未タ住民モ少ナク左マテ差支モ無之候間彼是申延シ置候得共今
日ニ至リ候テハ眺望ヲ好ミ山部ヘ彌(ますます)人気競集居家モ追々可相増勢ニ付只今之内
縦横道割取予メ道路取開キ其左右ヘ人家取立サセ候様ニ無之テハ後ニ道路可開余地モ無之
且此節外国人ヨリモ頻リニ差迫リ事実尤ニ付速ニ縦横幅六間ヨリ取開キ候テハ多分之入費
モ相掛候間山麓ヘ掛リ候場所ハ追々人家相増候ニ随ヒ其節ニ新規開増シ候テ可然ニ付其の
辺参酌別紙図面之内先ツ当節紅色之分計リ取開申度就テハ道敷潰地高内引御聞済相成候得
共敷地買上代并ニ地平均溝渠等ノ入費ハ前件昨七月中三筋ノ道筋取開ノ節申上置候海岸余
地相当之代価ヲ以テ払下ケ其代価ヨリ一般仕払候見込ニテ別紙取計伺差出申候左候ハヽ別
紙入費御出方ニハ相成不申■シニモ方今之儘ニテハ暫時モ難差置且地方盛衰ハ道路之便不
便ニ関シ候至急御差図有之候様仕度依先ツ見積書略図差添此段相伺候也 
 壬申(明治五年)二月    兵庫県  
          大蔵省御中 
 
 
史料 10 栄町通の整備に際して兵庫県と民間会社との間で交わされた規約書，兵庫県史料，
1872 年 11 月(明治 5 年 10 月) 
 
当港近来貿易業漸次盛大ニ相成内外有志ノ諸商逐日テ雲集候得共元来農民漁夫ノ住居ニ聊
(いささ)カ営繕ヲ加ヘ其儘商家ニ引直シ候事故街ハ細路ニシテ更ニ商家市廓ノ体ニ無之依
テ作辛未ノ年(明治四年)海岸通リ及ヒ南北ヘ三筋ノ新道出来候得共未々市中ノ不弁不可言
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殊ニ追々海外有名ノ人々来港ノ今日ニ至リ第一御国辱ニモ相成候故永遠為繁栄今般東ハ鯉
川ヨリ西ハ宇治川ニ至ル迄長延五百六十三間余南北道路幅十間ノ新道及ヒ南北奥行十四間
ノ建家敷地共右合幅員三十八間ノ間此線ニ係リ候地所御買上ケ相成及ヒ在来家作ノ分ハ引
建直シ料其外借家家住ノ者ヘハ立退料下ケ渡其外道溝営繕石垣等総テ諸入用金高出金ノ儀
其会社ヘ及談候処調達可致旨ニ付当係ニ於テ左ノ規則取設候 
 
             幅三十八間長延五百六十三間余 
             内在来道敷其外官有地ヲ除クノ 
一 合金十七万円余    外一万六千九百四十坪余右地所 
             ノ内建物引建直シ諸家立退手当 
             総テ諸入用見積リ 
 
右出金手続ノ儀ハ当係ニ於テ其会社渡リノ証券振出候間引証引合ノ上可相渡事 
  但出納共為取換帳二冊ヲ製シ詳細ニ記載可致事 
一 総幅三十八間ノ内往来幅十間ヲ除クノ外在来住居ニテ表間口七間以上有之当人望ニヨ
リ住続願出候ハヽ見分ノ上可差許尤道溝潰地及ヒ石垣等総テ諸入用ハ坪数ニ応シ出金
可致候 
一 前条御買上ケ成候地所道路幅ヲ除クノ外ハ両側共道路成功ノ上其会社ヘ下ケ渡可相成
候事 
  但住続差許候分ハ減地相成候事 
一 下ケ渡候残右地地所ノ内望ノ者ヘ売渡候ハ可為勝手候得共最前差出候金利并ニ盆得等
ノ見込不条理不相成様可致事 
  右確定候也 
   明治五年壬申十月 兵庫県 新道掛 
 
 
史料 11 栄町通の整備について兵庫県が大蔵省へ宛てた報告書，兵庫県史料，1872 年 12
月(明治 5 年 11 月) 
 
当神戸雑居地ノ儀ハ従来農民漁夫ノ家屋ニ聊(いささ)カ修飾ヲ加ヘ商家ニ引直シ稍(よう
やく)市街ノ景況ヲ為シ候土地ニ付細道縦横溝洫乱散汚臭人害ヲ醸シ市郭ノ体裁ニ無之依
テ作辛未年(明治四年)人家取払南北三条ノ新道取設ケ大ニ通路ノ便利ヲ起シ候得共東西ニ
渉リ候テハ僅ニ西国往還幅二間余ノ一狭道有之而已ニテ車馬ノ通路百貨運転ノ不便■テ不
可言加之当夏以来一層互市盛大ニ成行輸出入ノ金高従来ニ倍蓰(五倍)シ従テ人民雲集雑沓
(とう)ニ付テハ何分此儘難差置候條市中東西ヘ渉リ一ノ新大通取設度候得共当春山手新道
取開ノ儀申上多分ノ御出方ニモ相成候末ニ付再三参考ノ上今般当港商社共説諭ノ上出金為
致適宜ノ法方取設更ニ一大通為取開申候尤当港永遠繁盛ノ基礎共相成候儀ニ付民心相競ヒ
更ニ障礙(がい)筋無之且聊(いささか)官費ヲ仰キ候筋ニモ無之儀ニ付速ニ挙行ノ上道敷高
内外引等ノ儀ハ詳細取調尚追々可申立候得共此段申上候也 
 壬申十一月七日 兵庫県権参事高橋信美 
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         兵庫県参事 岡村義昌 
         兵庫県令  神田孝平 
大蔵大輔井上馨殿 
 
 
史料 12 旧生田川跡地(後の加納町)の入札公告に関する県布達，兵庫県史料，1872 年 10
月(明治 5 年 9 月) 
 
明治四年三月摂津国八部兎原群ノ境界生田川ノ線路ヲ東ヘ移ス同年六月九日ニ至テ土工始
テ竣工因テ其跡磧(かわら)地ヲ測量シ之ヲ画シテ十七区ト為シ遍(あまね)ク投票ヲ以て之
ヲ人民ニ売与セントス同年九月二十日之ヲ管内三群ヘ布達シテ曰 
 
 旧生田川筋下道通ヨリ上新川■留迄堤川■共家作場ニ開発ノ積リ今般地所有姿ノ儘払下
候條望ノ者ハ来二十四日朝八字生田宮ヘ■出絵図面坪数写取地所場ト及見■上限入札封印
ノ上同二十七日十字迄ニ県庁道路掛ヘ可差出候此辺■町村下ヘ令請印割付シ以テ順■留村
ヨリ可相返者也 
  右ノ■八部兎原武庫郡市在ヘ至急可相達候事 
  壬申九月二十日  兵庫県 
 
 
史料 13 J.W.ハートによる街灯設置計画書，The Hiogo News 掲載，1869 年 7 月(明治 2
年 6 月) 
 
THE following is Mr. HART's Report on Lighting the Settlement, laid before the 
Municipal Council at the last meeting:― 
Hiogo, July 15th, 1869 
SIR,―In accordance with instructions received at your last Meeting, that I 
should report on this occasion my views respecting the most efficient mode of 
Lighting the Foreign Settlement, I have now the honor to inform you the subject 
has had my most mature consideration, which I respectfully submit for your 
deliberation. 
Knowing well the limited means at the disposal of the Council at the present 
time, my views have been confined more especially to the simplest plan possible, 
and it will be observed, it ought not to be considered otherwise, than to meet 
the immediate requirements and capable of serving for three or four years. 
The plan will indicate the exact position in which the posts and light should 
be placed, the average distance apart being about 220 feet, making a total of 
fifty-four lights to meet the requirements of that part of the Settlement now 
sold, which runs from Yedo-matchi on the East to the extreme Western boundary, 
and from the Bund, or Kai-gan-dori, to the extreme Northern boundary. 
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The class of lights and posts that can be used involve five separate 
considerations:―1st, Gas; 2nd, Kerosine Oil; 3rd, Common Oil; 4th, Iron posts; 
and 5th, Wooden posts. 
First.―Gas.―This illumination power is the most economical of all after the 
first outlay; it is generally used, and best understood. However, after advancing 
to some extent with my calculations, it seemed evident the idea would have to be 
abandoned, at least for the present. Thought I feel persuaded if the Settlement 
continues to improve for the next two years as at present, necessity will call 
for Gas. The economy to be derived from its use will soon show the advantages to 
be gained. With these points in view, I cannot advise this Board to further 
consider the subject. 
Second,―The second consideration calls for my attention to the use of Kerosine 
Oil. This I may mention, give a more brilliant light than common Oil, and not 
equal to Gas. At the same it demands your careful reflection on several points 
before giving it a preference. In the first place, I am not sure if the lamps can 
be obtained or made here or in China. If not, this would necessitate sending to 
San Francisco or New York to have the same made, causing a loss of time which I 
presume would be objectionable. Again, these lamp are more liable to get out of 
repair, and to keep them in good order calls for careful use, which cannot be 
relied upon in the employment of Japanese lamp coolies. Also, there is a risk of 
running short of oil or of being subject to fluctuating prices. These and other 
minor considerations, which it is not necessary I should trouble you with, causes 
me to pass to the 
Third Item.―Common Oil.―This article is obtainable here or in the China 
market, on demand, at comparatively cheap rates. The lamps can be made here or in 
China at low rates. This class of oil being less brilliant than Kerosine can be 
compensated for by the addition of another burner in each lamp. They are easier 
maintained, and can be repaired by the Japanese if necessary. Also, there will be 
a gain in the first cost. The simplicity of these lamps, cheapness, and being 
obtainable on the spot with other appurtenances, demands a preference. I have 
therefore to recommend and ask your best consideration in favor of the common Oil 
Lamp. 
Fourth.―The fourth item is Iron Lamp-Posts. The many advantages are great; 
their durability is almost incalculable; they can be used for a common oil-lamp, 
or for gas, on any future occasion if required. The cost of maintenance is 
nominal―or say one coat of paint annually. The many considerations in favour of 
iron pasts. I feel sure. Are self-evident to all. There are enough for sale in 
China for the whole Settlement. These are considerations for this Board. The cost 
of such posts in England, with lamps, and insurance, and Estimate the cost, landed 
here, at $25 each. 
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Fifth.―Fifth is the application of Wooden Lamp-Posts. They can be made here, 
and, from the best information I can collect, they will cost about 45 to 50 boos 
each. The duration of such post should cost of maintenance at about 20 per cent, 
of the original value. The design will be of a plain description―however, the 
latter point must depend upon the views entertained by this Board and the 
instructions I may hereafter receive. 
ANNUAL WORKING EXPENSES                                 boos 
54 lamps (18gallons oil each, equal to 972, at 4 boos)..............3,888.00 
Cotton-wick and stores for ditto (each lamp 6 boos)...................324.00 
Lamp-trimmers, lighters and cleaners (4 men, at 14 boos per month)....672.00 
Cost of repairing, painting, etc., (at 20 per cent.)..................540.00 
――――― 
5,424.00 
――――― 
Incidental expenses―say 10 per cent..................................542.40 
――――― 
Total..................................................5,966.40 
――――― 
First outlay (54 posts at 50 boos each) 2,700.00  
Making the annual cost of each light, including all charges, 111 boos. This 
sum I consider ample. 
From the views set forth in this report it will at onece be seen that oil-
lamps and wooden posts involve the least outlay at first. The oil-lamp is 
unquestionably the cheapest light that can be used. Thought the least brilliant, 
it is the easiest managed, and, I presume, in point of maintenance the least 
expensive. This lamp can, as a matter of course, be used in the iron or wooden 
posts. It therefore remains with you to decide what class of posts shall be used. 
I would also beg to remind you, although the iron posts may cost perhaps 50 per 
cent more than wooden posts, the latter cannot be considered more than a three or 
four year's property, with heavy annual expenses to keep the same in order, while, 
on the other hand, the iron posts may be considered a perpetual property―at least 
for this and the next generation―and at any time suitable for Gas without further 
outlay. However, should wooden posts be adopted, such will be useless for Gas, 
and have to be replaced with iron posts. Apart from these considerations, it is 
well to point out one is easy of destruction by fire, or collision, or damaged by 
the most violent usage, and are at all times equal to new in appearance, and quite 
as serviceable. 
With these facts before you, I trust this report will be found sufficiently 
explicit to enable you to draw correct conclusions. 
I have the honour to remain, gentlemen, your obedient servant, 
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J.W.HART, 
Engineer to the Council.  
 
 
史料 14 T.J.ウォートルスとの協働により生じた工事内容の変更箇所について J.W.ハー
トがまとめ報告書，The Hiogo News 掲載，1869 年 12 月(明治 2 年 10 月) 
 
Hiogo, Decenber 2nd, 1869 
GENTLEMEN,―In accordance with a wish expressed at your last meeting, held on 
the 19th of November, that I should again consider the system of roads and drains 
designed by me for the Foreign Concession, and approved by the Board at a former 
meeting, also report thereon, with a view of altering or modifying the same, that 
the total cost may come within the means now at the disposal of the Council―that 
T may do so more fully, I have your instructions to hold another consultation 
with Mr. T. Waters, C. E., of Osaka. I now beg to inform you Mr. Waters and myself 
have again considered the subject; our views agree on all material points, 
professionally speaking; the only item of difference is the amount of gain to be 
effected by the alterations and modifications suggested―first, in Mr. Waters' 
report of the 9th of November, and now in this report. It will therefore remain 
with you to decide in favor of one or the other report, and the correctness of 
the data now before you. I have thought it advisable to enter into details, as I 
desire to place the subject in its proper light before you, even though this 
report may appear somewhat discursive. To render my remarks more easy for reference, 
I present, with this report, a statement of quantities, showing the cost of each 
street, by which will be seen the gain and how obtained, when compared with the 
original calculations. The chief item of gain are brought about by the following 
considerations:― 
1st.―That the original idea of providing convenience for running the domestic 
drainage and night-soil into the sewers be dispensed with. 
2nd.―The collecting-sewers in Harima-machi be carried as far north as Naka-
machi only. In Kio-machi the collecting-sewer be carried two hundred feet north 
of Naka-machi, and from these points insert drain-pipes on each side of the street 
to the boundary north; the sewers and roadway to be carried out at an inclination 
of 1 in 300, and not 1 in 200, as first provided. 
3rd.―The large flood-sewers in Akashi-machi and Nania-machi to be constructed 
half-a-brick in thickness, as at present, except at the street-crossings, where 
the present thickness will be preserved. 
4th.―In Yedo-machi the large sewer might be dispensed with for the present. 
We are not clear as to its immediate necessity, and to accommodate the few lots 
that have been sold on one side of this street, a drain-pipe will suffice, which 
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can be replaced by the intended sewer at any future date, without a greater loss 
than the value of the drain-pipes, which are worth a few boos only. 
By reference to the present estimate, it will be seen there is an estimated 
gain by these alteration of about 27,201 boos, as compared with the original 
calculations. This gain, it will be observed, has been effected principally by 
the alterations made in Harima-machi, Kio-machi and Naka-machi; also, by the 
alterations of the main flood-sewers in Akashi-machi and Yedo-machi. 
The advisability of metalling all the streets may deserve your serious 
consideration. I would first instance Nishi-machi, considering the present 
dilapidated state of the boundary-drain in this street, which I find to be unfit 
to sustain itself under existing circumstances, and I certainly do not think it 
would stand the pressure of rolling down the metalling without risking further 
damage. For these reasons, I presume, the metalling might be dispensed with for 
the present, which would show a saving of 639 boos. The drain-pipes might also be 
dispensed with for the present, as the inclination of the roadway is from the 
footpath to the boundary-drain. It will also be observed that Kio-machi costs 
more for metalling than the Bund and Mai-machi, two of the largest steers on the 
Concession, and on which the greatest traffic will take place, I presume; while, 
on the other hand, it is fair to suppose the traffic in Kio-machi will be limited. 
Should you decide not to metal this street for the present, there will be still 
a further saving of 2,880 boos. In like manner, the propriety of not metalling 
other streets may deserve your consideration. 
With regard to the principle upon which the works have been designed, I do not 
understand it to be the wish of the Council that I should enter into any discursive 
calculations, showing the engineering formula and data upon which the conclusions 
have been based. It suffices to say, the first consideration is to get the greatest 
fall possible for the drains and sewers, consistent with safety, that no deposit 
can lodge even with a moderate water-flow passing through. Approximately, the 
velocity of water in the collecting-sewers will be from 2 to 3 feet per second 
mud or gravel. By this it will be seen, in the absence of exceptional deposit in 
the collecting-sewers, there is no risk from deposit. The risk is even less in 
the large flood-sewers, though the present inclination cannot be reduced with 
safety, as the area is little more than one-third of the old open drains; and, 
circular sewers flowing nearly full; two-thirds full is the usual amount provided 
for in such cases. 
Mr. Waters and myself agree the works are of such a simple nature as to leave 
no scope for special engineering consideration to enable us to effect a greater 
saving. I am also at liberty to state it is our opinion that any alterations or 
modifications that may be made, cannot be considered improvements, but simply an 
expedient, in a pecuniary point of view, by which certain alterations are made to 
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bring about a given gain. 
I wish to observe that, in making these calculations, by which the gain has 
been brought about, part are from suggestions made by Mr. Waters, and partly my 
own, the latter having the advantage of knowing the local value of materials and 
labour. I may mention, there is no allowance made in these calculations for the 
mud already deposited in the streets under consideration, nor for the large 
quantity of stones that will be recovered from the present open drains. 
Trusting my report will meet the anticipations of your Committee; and if there 
are other points upon which I can give any explanation, the opportunity may offer 
for my so doing. 
I am, gentlemen, 
Yours obediently, 
J. W. HART, 
Engineer to the Municipal Council.  
 
 
史料 15 日本側によって進められる護岸工事に関する J.W.ハートによる調査報告書，The 
Hiogo News 掲載，1871 年 12 月(明治 4 年 11 月) 
 
Hiogo, Decenber 28th, 1871 
To the President and Members of the MUNICIPAL COUNCIL, Hiogo. 
GENTLEMEN,―In accordance with the resolution passed at your Meeting of November 
21st, requesting I should report to you regarding the Sea Wall now in course of 
construction. ■ting the Foreign settlement, and that I should make known if in 
my opinion the work is of a good substantial nature and calculated to protect the 
sea frontage under all circumstances in an efficient manner. To better enable me 
to offer an opinion, I have carefully inspected the works several times, and 
regret to say I cannot report favourably of the design or workmanship. 
In arriving at this conclusion it has been my duty to keep in view the typhoon 
of July last, and various gales that have taken place from time to time since the 
opening of this port nearly all of which have come under my notice. 
It may be of interest to know the sea walls constructed for two principal 
kinds. The first with a very ling slope on which the waves break, the second with 
a steep face which reflects the waves. Had one or the other of these plans been 
observed, with due regard to proper workmanship and construction, there could 
have been little or no doubt of its efficiency. 
The sea wall under consideration is not of one or the other of the two designs 
mentioned, and may be said to have been constructed without any regard to the 
important purpose for which it is intended. 
Of the first (design) my remark must be limited, as I am at a less to state in 
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what way its special construction can meet the requirements for which it is 
intended, unless it is presumed the weight of the material used will exceed the 
force of the water with which it will come in contact and thus compensate for all 
other defects; such ideas are too speculative to be allowed when property is 
endangered. I find from levels taken, the cope or top of the wall is but one and 
three quarters (1 3/4) feet above the level of the Bund roadway, and less than 
four (4) feet above high water mark. From this it is clear that unless the force 
of the water is broken by some contrivance outside of the wall, or the wall be 
made sufficiently high to reflect the waves, inevitably the water must pass over 
and in to the settlement, without any means of egress, the detriment of the whole 
structure, and by the constant beating action of the waves must in time give way. 
Also I may note the footings of the wall are simply laid on the surface, without 
any provision being made to protect the same. This is extremely objectionable, as 
it is a point of importance and should have received the greatest care. The 
undermining action of the water on the ground and at the foot of the wall, is 
very sever, and must in time displace the stones. The removal of one would cause 
a complete failure. Also it must be noted the stones have no bonds as usually 
applied. They are of irregular shape and in no way have they been dressed to fit 
each other: the internal ■, or backing of the wall, is composed of small stones, 
which under the present circumstances must tend rather to displace the outer 
facing stones than to support them. It is particularly to be observed that all 
joints are well made and carefully pointed, that the presence of the water when 
striking may not displace of the facing stones, and by the proper use of hydraulic 
lime, consolidate the whole structure, the neglect of which must cause failure 
when the wall is severely tested. All these points have been absolutely disregarded. 
A wall of nearly the same design was constructed but a short time past in the 
Eastern Camber, which gave way shortly after its completion, it must be noted 
this wall is much less in size, at the same time it had a proportionally less 
duty to perform and may be said to represent the design in question. 
For the reasons here given I consider the sea wall, now in course of 
construction, defective. 
Workmanship.―Under this head few remarks will suffice, as a view of the wall 
will satisfy the most inexperienced, there could not have been any “skilled 
labour” employed or care taken. I have stated the wall is constructed of so many 
irregular stones, dropped one on the other, without any regard to their being 
bound in the usual way, or fitted together. They are simply packed in their places 
with small pieces of stone. The displacement of one might prove destructive to 
all. Such should have been fitted together evenly and bound as is customary, 
hydraulic lime should have been used, and all joints properly made and pointed, 
thus preventing the lifting action of water, and guarding against probable 
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displacement by the force of the waves. For the reasons here given I consider the 
workmanship defective. 
From an engineering point of view, I consider the new sea wall inefficient for 
the purpose for which it is intended. 
I am, gentlemen,                     
Your obedient servant,    
J. W. HART,        
Engineer to the Council.   
 
 
史料 16 covered corridor の設置を提案する J.W.ハートが居留地会議へ宛てた手紙，
Hiogo News 掲載，1878 年(明治 11 年)8 月 
 
Hiogo, 20th August, 1878 
To the President,  
The Hiogo Municipality,  
Hiogo 
 
SIR,―I contemplate making some improvement to my property, situated on lot 
122, Foreign Concession. 
To enable me to do so, it will be necessary to build small pedestals or 
foundation stones to support columns spaced about fifteen (15) feet apart on a 
line with the curb stone. 
This will in no way interfere with the foot traffic, as the space between the 
columns will be open and the foot walk free to the public as at present. Indeed, 
I venture to submit it will be an improvement rather than otherwise, as the foot 
walk on the East and South side will then form a covered corridor. 
I deem it proper to make this application before taking any steps, and in so 
doing have no desire to form a precedent. Therefore trust the Council will be 
pleased to approve this application. 
 
I am, 
     Your obedient Servant, 
              J. W. HART.  
 
 
史料 17 兵庫港并大阪に於て外国人居留地を定むる取極，外交条約，1867 年 5 月(慶応 3
年 4 月) 
 
第一条 日本政府兵庫に於て条約済各国人民の居留するは神戸市街と生田川との間に在る
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地面と定め別紙絵図面に紅色に彩色せし地面を築上け海岸より次第に高く水落宜き様
に為し海岸に長さ四百間に下らさる石垣を設け猶以後決定すへき道路を開き下水を掘
るへし 
第二条 前条取決の外国人の為に用意する地所追々塞り猶他の場所入用の時に至れは入用
丈後の山脇迄広け神戸市街まて地所或家作を所持する日本人は之を外国人へ貸渡す事
勝手たるへし 
第三条 条約通り大阪に於て外国人家を借り住居すへき一区の場所即別紙絵図面中紅色に
彩色せし処は日本政府にて残し置へし然れ共区内にて家屋を所持する日本人之を外国
人に貸渡す事を好まさる時は無理に貸さしむる事を為さす且又日本政府に於て条約済
の各国人民大阪港に於て地面を借り家屋を建へき便利を興ん事を欲すれは絵図面中藍
色に彩色せし場所を家屋建造の為日本政府より外国人に貸与ふへし日本政府は右地面
の西辺に在る今農業耕作の地所を他の地面と平均に築立石垣を設け要用の道路を開き
下水を掘り在来の樹木は精々注意して其儘に存すへし 
第四条 右家屋建造の地所右外国人にて借用し猶他の地所入用の節に至れは入用丈之を南
の方へ広むへし 
第五条 右兵庫大阪両所の地所共当卯十二月七日〈西洋千八百六十八年一月一日〉迄に外
国人所用の為上文の通用意致すへし 
第六条 日本政府外国人所用の為右地所を用意する入費は地券売渡代を以て償ふへし地面
を分割し其価直は地位の好悪に因り多少差違ありと雖其金高は日本政府の諸入費は当
る様に計算すへし右入費の高を算し外国人に競売を為す元価を定へし条約済各国の人
民は右競売にて入用丈の地面を借用し得へし右競売元価より越る金高は日本政府にて
費せし金高の無利息なる償且入費を償還し能はさるの危険を冒したる償として日本政
府に取置へし 
第七条 大阪兵庫に於て外国人へ貸与ふる地面は年々其地税を納むへし右地税は往来并下
水の修復，居留地掃除，夜燈并に取締の諸入費を充分償ふに足るへきと思はるヽ高を算
定し且従来日本政府に納むへき地税を払うへし 
第八条 兵庫大阪に於て外国人居留地を作る為め前条に取極め存し置く所の地面は前条所
掲の競売に非れは日本政府にて外国の政府或は社中其外何人たりとも家屋建築は勿論
其他何用の為にも之を貸与ふる事あるへからす且日本政府にて居留地内外を論せすコ
ンシュルの為別に地所を貸与ふる事なし 
第九条 兵庫并に大阪に於て外国人に貸与ふへき地面の元価毎年納めへき地税，道路，地
区，下水の員数，広狭一度に競売すへき地面の多寡競売の法方及ひ其日限其外下文に書
載せる墓地の設方は日本政府追て各国公使と商議すへし 
第十条 千八百六十六年六月二十五日江戸に於て取極し約定書の法に倣ひ兵庫大阪両所に
於て外国人の荷物を預るため保険を立得へき貸蔵を日本政府にて設くへし兵庫に於て
絵図面中藍色に彩色しある場所は貸蔵其外日本政府の用地として除き置へし且今起工
の修船場は取除くへし 
第十一条 各国人墓地の儀は兵庫に於ては外国人居留地背後の山手大阪に於ては瑞軒山日
本政府より設くへし尤地所垣墻(えんしょう)は日本政府にて設け掃除修復の入用は外
国居留人総体にて出すへし 
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第十二条 外国人の居留すへき西海岸の一港のを撰み其居留地と江戸にて借家を定むる事
は各国公使江戸に於て日本政府に相談の上決議すへし右は条約及ひ右に掲る約書の旨趣に
随ひ又此取極に基き以て施行すへし 
 
 
史料 18 雑居の許可を外国側に伝える書簡，外交協約，1868 年 3 月 30 日(慶応 4 年 3 月 7
日) 
 
一筆致啓上候然者今日已後(以後)於当地日本人より外国人へ相対にて地面或は家屋を貸し
或は其の家屋を買請候上は所持普請を致し候儀可為勝手次第右境界東は生田川西は宇治川
北は山辺南は海岸を限り候事にて既に去る三日於京師(京都)仏，英，蘭三箇国公使と談合
致し候趣意を以申進候儀に御座候尤千八百六十七年五月附条約に依り設け候居留場并居留
地より西の方海岸幅十六間四尺の地所を往来の為め相除可申且右場所に於て積置有之候材
木は無論外国人より取立候仮住居も其国々の岡士(領事)へ相達候得は追て引払可申就ては
右の境界内の地面或は家屋を貸渡候示談致し候者有之候はヽ双方国吏へ届出調印を受猶居
留地留帳へ書留後日の証拠に致し可申候尤外国人より町内入用の出費且日本政府へ可納地
税は日本人同様差出可申候右の段可得御意如此候以上 
  慶応四年辰三月七日      伊藤俊助 
        各国岡士足下  
 
 
史料 19 英字新聞に掲載された雑居許可通知文，The Hiogo & Osaka Herald 掲載，1868
年 4 月 4 日(明治元年〈慶応 4 年〉3 月 12 日) 
 
NOTIFICATION 
The undersigned publish for the information and guidance of their respective 
Countryman, the annexed translations of two letters which they have received from 
the Commissioner for Foreign Affairs at this Port. 
With regard to be latter, it is of course to be understood that this arrangement 
will not interfere with the payment of duties at the rate stipulated by the 
Treaties. 
(S'd)    A.J.BAUDUIN 
H.N.M's.Consul. 
(S'd)    FRED.LOWDER. 
H.M's Actg.Consul. 
(S'd)    J.VIAULT. 
V.Consul de France et agent 
Consulaire d'Italie. 
(S'd)    PAUL.FRANK. 
U.S.Consular agent. 
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(S'd)    C.IWERSEN 
Acting Consular Agent for Prussia. 
 
TRANSLATION. 
30th MARCH, 1868. 
SIR, 
I have the honour to inform you that in accordance with an arrangement 
concluded at Kioto on the 26th instant between the Mikado's Gorvernment and the 
Representatives of France, England and Holland, Foreigners and at their own 
convenience, for leasing land or houses at this port; and that having purchased 
houses, (from Japanese) Foreigners are at liberty to take them down and erect 
others themselves within the following boundaries, namely:― 
From the Ikuta-gawa on the East to the Uji-kawa on the West; and from the 
hills on the North to the beach on the South. 
From this arrangement, however, must excepted the Concession ground prepared 
under the Convention of May 1867,for the use of Foreigners; and also a strip of 
land of one hundred feet in width along the whole beach to the West of the 
settlement which must be preserved as a public thoroughfare. This line of beach 
will be gradually cleared of the timber at present placed there; and foreigners 
should also remove the few temporary constructions they have recently put up on 
the said beach line, as soon as they are called upon to do so by the Japanese 
Authorities through their respective Consuls. 
When a Foreigner and Japanese Have made an agreement for leasing ground or 
purchasing houses within these limits, each agreement must be reported by the 
respective parties to the Japanese Authorities and to the Consul of the nation 
concerned, in order that the agreement may be sealed and registered on both sides, 
as a proof of validity. All foreigners occupying ground or houses within the said 
limits will be liable to the payment of the same Municipal charges or Government 
land tax as are paid by Japanese. 
With respect,  
[L.S.] (S'd)   ITO SHUN■KE 
 
 
史料 20 大阪兵庫外国人居留地約定書，外交条約，1868 年 8 月 7 日(明治元年 6 月 19 日) 
 
第一 昨年之約条に依て大阪表各国人居留之ため許せし地所競売日限之儀者同所日本の役
人と各国岡士相談にて相定むへし尤必す西洋九月一日以後遠からさるを要す先般布告
せし図面可成丈用ゆへしといえども同所日本役人并各国岡士不残同意にて改むる事苦
からす若改むる事有之件件競売日限より少なくとも五日前に大阪において布告すへし 
第二 兵庫において初て地面競売之高方角并日限日本役人と各国岡士相談にて相定むへし
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且競売日限より少なくとも五日前に日本政府において競売に差出地面之図を設け兵庫
において布告いたし区地之敷方角且追て開くへき道路下水各国へ知らしむへし地面一
区之坪数は二百坪小地とし六百坪大地面とす道路の幅四十尺より狭き事なかるへし 
第三 全件之通大阪并兵庫に於て貸渡候地面金一坪に付金二両と相定め内金一両二分は地
面を設る雑費として日本政府にて取置残り二分は日本政府より積金預り方へ相渡居留
地積金として道路溝下水普請修復常夜燈其外居留地用金にたすへし且大阪并兵庫に於
て右元金より高く競売候盆金半高は右積金へ加ふる為め政府にて譲るへし 
第四 大阪兵庫居留地々面競売之儀は此箇条書に付属する競売之法則に随ふへし競売残之
地面は追てまた競らしむへし其日限は同所日本役人と各国岡士にて相定め何れとも一
箇月前に布告すへし 
第五 大阪并兵庫に於て地税は一ヶ年一坪に付金一分に相定めり此地税之内大阪に於て金
三百八十一両兵庫に於て金四百四十両一分平常地税高にて年々日本政府へ納むへし残
り三分は居留地積金として道路下水普請常夜燈其外居留地用金と致すへし尤も前金に
て相納むへき事 
第六 右積金を取設るに依り非常天災之ため破損するの外道路普請下水溝修復常夜燈其外
居留地入費は日本政府にて関係なかるへし右非常天災之ため破損有之時は日本政府よ
り差出すへき分之高は双方相談にて相定むへし 
第七 此約条書に依り地面を借請し外国人より居留地積金之ため収むへき金は先其岡士へ
収納いたし岡士より積金預り方え渡すへし居留地積金の儀者同所日本役人各国岡士并
居留人行事相談にて取扱ふへし行事三人より多くすへからす各国岡士人別帳に姓名を
記せし者之内より選挙すへし選挙手続勤役年限は各国岡士にて定むへし 
第八 追て若大阪或者兵庫居留地取締として外国人抱入の儀要する時者右入費として一坪
に付割合を差出すへし尤一坪に付金一分之三分一に過へからす金高并収納の日限之儀
者同役所役人と各国岡士及ひ前件居留人行事相談にて年々相定むへし 
第九 日本政府入費にて両所居留地石垣上陸場を修復いたし且上陸場最寄之海河を浚ひ干
潮たりとも差支なき様致すへし 
  慶応四辰年六月                 東久世中将花押 
                           肥前侍従花押 
 
 
史料 21 大坂，兵庫外国人居留地競価貸与定約，上記条約(大阪兵庫外国人居留地約定書， 
1868 年 8 月 7 日)に付随する外交協約，1868 年 8 月 25 日(明治元年 7 月 8 日) 
 
大坂，兵庫外国人居留地競価貸与定約 
第一，客歳ノ定約ニ照依シ大坂ニ創開ス可キ外国人居留地ヲ競貸スル日期ハ大坂ニ在ル
日本国官員ト各外国領事ト協議シテ之ヲ限定ス，其ノ期ハ西暦九月一日若クハ其ノ以後ノ
幾日ト為ス，其ノ約定ハ宜ク務テ前日公告セシ地図ニ照依スヘシト雖モ，日本国官員ト各
国外国領事ト協議シテ以テ之ヲ改定スルヲ妨ケス，然ルモ若シ之ヲ改定セハ則チ必ス競貸
日期ノ五日以前ニ大坂ニ於テ之ヲ公告セン。 
第二，兵庫ニ創開スル外国人居留地ハ最初ニ日本国官員ト各外国領事ト協議シテ競価ヲ
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為ス可キ地所ニ歩数，方位及ビ競価ヲ為スノ日期ヲ限定シ，且ツ日本政府ハ競価ヲ為サシ
ム可キ地所ノ地図ヲ作リ競価ノ日期ヨリ五日以前ニ兵庫ニ於テ之ヲ公告シ地所ノ歩数，方
位且ツ日後ニ開通ス可キ道路溝渠ヲ明示セン，地所ノ歩数ハ二百歩以外六百歩以内ニ限リ，
道路ノ横径ハ四十尺以上ト為ス。 
第三，大坂及ヒ兵庫ニ於テ貸与ス可キ地所ノ競価原額ハ毎一歩ニ金二両ト予定シ額内金
一両二分ハ外国人家屋建設ノ基地ヲ築造スル費用ニ供充シテ日本政府ニ領収ス，残計二分
ハ日本政府ヨリ貯積金保管者ニ交付シ居留地貯積金ト為シ以テ道路溝渠ヲ築造シ，之ヲ修
理シ及ヒ長夜灯ノ点火等都(すべ)テ居留地ニ関スル費用ニ供充ス。又タ大坂及ヒ兵庫ニ於
テ予定ノ原価ヨリモ競昂セシ価金ノ半額ハ日本政府之ヲ居留地貯積金ニ計加セシムルヲ約
諾ス。 
第四，大坂及ヒ兵庫ノ外国人居留地ノ地所ヲ競貸スル法方ハ此ノ約定書ニ付属スル競貸
規則ニ遵依ス，其ノ競貸セシ残余ノ地所ハ他日再ヒ之ヲ競貸ニ付ス，其ノ日期ノ如キハ日
本国官員ト各国外国領事ト協議シテ之ヲ限定シ且ツ一月以前ニ公告セン。 
第五，大坂及ヒ兵庫ニ於テハ毎年貸地毎一歩ニ地税金一分ト額定シ而シテ此ノ地税ノ額
内大坂ハ金三百八十一両，兵庫ハ四百一十〇両一分ヲ以テ地税ノ本額ト為シ毎年之ヲ日本
政府ニ収入シ，其ノ残額ハ居留地貯積金ト為シ以テ道路溝渠ノ修理，長夜灯ノ点火等居留
地ニ関スル費用ニ供充ス，凡テ地税金ハ必ス之ヲ予交ス可シ。第六，居留地貯積金ヲ貯積
セシム，故ニ非常天災ノ為ニ地所ノ損壊スル者ヲ除キ道路，溝渠，長夜灯ノ造築及ヒ修理
等居留地ニ関スル一切ノ費用ハ日本政府之ニ関係セサル可シ，若シ非常天災ノ為メニ損壊
スル有ルニ方タリ日本政府ヨリ支出ス可キ金額ハ其ノ節次ニ彼此協議シテ以テ之ヲ決定セ
ン。 
第七，此ノ定約ニ照依シ居留地貯積金ニ充テ借地者タル外国人ヨリ納致ス可キ金額ハ先
ツ之ヲ本国領事ニ納致シ，領事ヨリ貯積金保管者ニ交付ス，其の貯積金ハ日本国官員ト各
外国領事及ヒ居留地幹事員ト協議シテ之ヲ料理ス，幹事員ハ三名以内ニ限リ各外国領事館
ノ名籍ニ登記セル外国人中ヨリ之ヲ選定ス，其ノ選挙ノ順序及ヒ奉務ノ年限ハ各外国領事
之ヲ規定ス。 
第八，若シ大坂及ヒ兵庫ノ外国人居留地ヲ提警セシムル為メニ外国警察吏ヲ雇使シルヲ
要セハ，則チ其ノ費用ニ充テ毎年借地者ヨリ毎一歩ニ金一分ノ三分ノ一ニ超過セサル金額
ヲ居留地貯積金ノ額内ニ納致ス可ク，且ツ毎年支出スル金額及ヒ収入スル日期ハ日本国官
員ト各外国領事及ヒ居留地幹事員ト協議シテ之ヲ限定ス。 
第九，日本政府は官帑ヲ出シテ以テ大坂及ヒ兵庫ノ外国人居留地ノ石垣及ヒ桟埠ヲ修理
シ，且ツ桟埠ノ傍近ナル河海ヲ疏浚(浚渫か)シ退潮ノ時ト雖モ上陸ニ障害スル無カラシム。 
 
競貸条則 
第一，各貸地区ノ図面数幀ヲ録包シ以テ日後ノ証左ト為シ，且ツ大坂，標語両地官庁並
ニ各外国領事館ニハ奉行員ノ捺印セル写図各一幀ヲ保存ス，競売ヲ為スニハ一号ノ地所ヲ
首先トシ，号数ヲ追フテ悉皆之ヲ競貸ス。 
第二，競価ノ最高ナル者ニ其ノ地所ヲ貸付ス，若シ競価均同ナル有ラハ更ニ競価ヲ改行
ス。 
第三，借者各自ニ場ニ臨ミ価額ヲ高呼シ，其ノ競価スル金額ハ毎一歩ニ金一分ノ五分ノ
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一以上タル事ヲ要シ，貸主ハ自己若クハ他人ノ為メニ競価スルヲ得ス，借主己ニ定マレハ
貸主大声ニ借主ノ姓名ヲ呼示シ，速カニ帳簿ニ記載シ，日後地券ヲ付与スルニハ必ス此ノ
借主ノ姓名ヲ以テス。 
第四，競価既ニ定マラハ未タ次号ノ地所ヲ競売ニ付セサル以前ニ借主ヨリ金一百両ヲ即
時ニ予納セシム，此ノ金額ハ日後地券ヲ付与スルノ際ニ於テ有余不足ヲ算清ス，若シ即時
ニ此ノ金額ヲ予納セサレハ則チ再ヒ其ノ地所ヲ競価ニ付ス。 
第五，地券ハ別単ノ文例ニ照シテ録製シ，其ノ記日ハ西暦一千八百六十八年某月某日ヲ
以テ付与スル者ト為ス可シ，此ノ地券ハ地券面ニ記注スル姓名ニ憑拠シテ本人ニ付与ス可
キ者タルモ，領収者若シ，或ハ他ノ確証ヲ帯持スル有ラハ，則チ其ノ人ニ対シテ地券ヲ交
付スルヲ妨ケス，但タ此ノ種ノ領収者ハ其ノ証書若クハ本国領事官ノ検印セル証書ノ写本
ヲ日本官庁ニ納致スルヲ要ス，凡ソ借主若シ同年某月某日ヲ限リ全ク借地ニ関スル諸般ノ
順序ヲ履行セサル有レハ，則チ其ノ約束ソ解破シ，次回ノ競価ヲ施行スルノ日ニ於テ更ニ
其ノ地所ヲ競価セシメテ別人ニ貸付シ，予納金額ハ日本政府ニ没入ス。 
第六，地券ヲ付与スルノ日其ノ録製費用ニ充テ金五両ヲ納致ス可シ。 
第七，地券面ニ記載セル金額ノ外ニ別ニ貸地約定書第五条ニ額定セル如ク毎年地所毎一
歩ニ地税金一分ノ比例ヲ以テ地所ノ借主若クハ其ノ嗣(つぐ)者若クハ保証者ヨリ納致可シ。 
第八，此ノ地税ノ外ニ毎年別ニ居留地提理費用ヲ納致スルヲ要ス，但タ此ノ費用額ハ地
所毎一歩ニ金一分ノ三分ノ一ニ超過セサル可シ。 
第九，聯(れん)盟各国ノ国人タル証憑ヲ有セサル外国人ニ対シテハ一切ニ地券ヲ交付セ
サル者トス。 
 
地券文例 
金幾両ヲ領収ス，因テ余ハ日本政府ノ代理員ト為リ，某国某名ニ対シ公正ナル地図ニ照
シ，歩数若干ナル幾号地所ヲ永久ニ貸付スルヲ確証ス，其ノ貸付関規約ハ左ノ如シ。 
西暦一千八百六十八年八月七日日本政府ト各外国公使ト交換セ条約書五条ニ遵依シ地
所毎一歩ニ金一分則チ地税総額金幾十両毎年西暦某月某日ヲ以テ予メ之ヲ本国領事館ニ納
致スルヲ要シ，但タ此ノ費用額ハ地所毎一歩ニ金一分ノ三分ノ一ニ超過スル有ラサル可シ，
又タ其ノ借受セル地所ノ全部若クハ一部ヲ以テ日本国ト締盟セル各外国ノ国人ニ非サル他
ノ国人ニ転付スルヲ許サス，且ツ凡他人ニ転付スルニハ必ス双方ノ領事官ニ申明ス可シ，
若シ上文ノ規約ニ違背スル有ラハ日本政府ヨリ領事官ニ報聞ス，因テ地券二通ヲ録製シ，
其ノ一通ハ借主ニ付与シ，其ノ一通ハ日本地方長官之ヲ保存ス。何月日，日本地方長官氏
名信印。 
 
 
史料 22 神戸雑居地内地券税則，大蔵省沿革志掲載，1871 年 11 月 20 日(明治 4 年 10 月 8
日) 
 
〈明治四年十月〉二十日，兵庫県神戸港内外人民雑居地ノ地検税則ヲ施行セント申請シ，
本省乃チ之ヲ太政官ニ稟上ス。 
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本省稟議〈本寮立案〉ニ曰ク，元来外国人居留地ハ競貸法ヲ以テ官府ヨリ之ヲ貸付スル
者ナルモ，神戸港ノ雑居地ハ他ノ居留地ト其ノ体例ヲ異ニシ，大政維新ノ際彼我人民ノ雑
居ヲ准允セシニ因リ人民協約シテ地所ヲ貸借シ一定ノ法則ヲ設ル無キカ故ニ，往々扞格ノ
事端ヲ起生スルヲ免レス，前者知県事中山信彬建議スル所有リシモ，本ト是レ居留地ト異
ニシテ内外人民ノ雑居セル土地ニ係ルヲ以テ，宜ク内地ノ例ニ準ジ彼我ヲ別タス一般ノ規
則ヲ設クヘキニ因リ，這回我省稟准セシ沽券税則ノ意旨ニ依リ更ニ適宜ノ法方ヲ案定シテ
具上ス可キヲ指揮シ，乃ち別録ノ規則ヲ具上セリ，其ノ規則ヲ査閲スルニ事理不当ナル者
有ルヲ見ス，請フ外務省ニ垂示シテ速カニ之ヲ裁納スルヲ。 
兵庫県稟候ニ曰ク，神戸港内外人民雑居地後税ハ従来未タ定則ノ設ケ有ラス，故ニ常ニ
彼此ノ間ニ紛議ヲ起生ス，前日意見ヲ上陳シ貴省ノ指命ヲ得ルニ因リ，乃チ雑居地ノ税率
及ヒ道路，橋梁ノ修繕費，巡邏卒ノ給与費等ニ供スル市街貯積金ヲ賦課スル法方ヲ別紙ニ
開列ス，請フ速カニ裁決指令スルヲ，本月八日。 
 
神戸雑居地内地券税則 
第一，神戸港生田川ヨリ宇治野川ヲ限リ外国人居留地ニ接連セル地所ハ水田ト陸田トヲ
論セス借地主タル農商ト協約シ賃金ヲ出シテ更ニ之ヲ借リ，内外人民屋舎ヲ建造シテ居住
スルヲ妨ケス，然ルモ貸借約書ヲ交換セサルニ先タチ外国人ハ領事官ノ副書，内国人ハ坊
長ノ副書ヲ得テ貸借地所ノ区号，坊名，記号，歩数并ニ賃金額ヲ詳録シ甲乙連署シテ県庁
ニ申請シ，地所掛官吏之ヲ臨監シ県庁署印ノ地図ニ依リ甲号書式〈不録〉ノ地券ヲ付与シ，
一面ハ県庁地所掛局署ニ保存ス。 
第二，地券ヲ付与スルニハ下項ノ印税ヲ納致セシム，地券額一百円以内ハ千分ノ五〈則
チ毎十一円二五銭ノ比例ナリ，〉二百円以内ハ金十銭，五百円以内ハ金一円，一千円以内ハ
金一円二十五銭，二千円以内ハ金一円五十銭，五千円以内ハ金二円五十銭，一万円以内ハ
金三円七十五銭，一万円以外ハ金五円。 
第三，借受セシ地所ノ全部若クハ幾分ヲ実子，養子ノ承襲人ニ譲与シ，或ハ典質，満没
等ニ因リテ借地主ノ変換スル有レハ其ノ節次ニ乙号書式〈不録〉ニ照シテ地券ニ背書シ以
テ其ノ換付ヲ申請ス可シ。 
第四，盗難，難水，火災ニ罹リ或ハ他ノ事故ニ遭ヒ地券ヲ亡失セル者ハ，其ノ事由ヲ具
録シ二人以上ノ保証者ト連署シテ速ニ申告ス可クｍ其ノ事実ヲ審問シテ新券ヲ下付シ，而
シテ丙号書式〈不録〉ニ照シ旧券ハ廃紙ニ属ス可キノ証書ヲ録上セスム。 
第五，借地主開申スル地価当ヲ得サル者有レハ再ヒ命シテ増加センメ，借地主若シ承諾
セサレハ其ノ地所ノ価額ヲ人民ニ公示シ投票法を行ヒ中票者ニ譲与セシム，借地主若シ他
人ニ譲与スルヲ欲セサレハ中票公価ヲ以テ至当ノ価額ヲ認定シ，前ニ借地主ノ開申セル価
格ト此のノ中票ノ価格トヲ間差額十分ノ二ヲ徴収ス，但タ中票ノ価額ヲ以テ地位ヲ量定ス
ルハ公法ニ属スルモ，是レ萬モ已ムヲ得サルニ出ル者トス，故ニ宜ク先ツ比隣ニ比較シ反
復借地主ニ諭シテ増価セシムヘシ。 
第六，若シ地所ヲ中票者ニ譲与スルモ，見ニ地所内ニ健在セル屋舎ハ十年間ハ至当ノ借
地金ヲ出シテ居住スルヲ得ヘシ，爾後十年間ニ其ノ屋舎ヲ地所ニ移転シ若クハ借地主ニ譲
与スルハ甲乙ノ協約ニ委カス，年限内ニ火災ニ罹レハ再ヒ建造スルヲ許サス，速カニ借地
主ニ基地ヲ還付ス可シ。 
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第七，県庁ニ納致ス可キ地租ハ則チ地価額百分ノ一ヲ以テス，目下此ノ如ク限定スルモ，
其ノ時際ノ実況ニ随ヒ更改増減スル有ル可シ。 
第八，時勢ノ推移スルニ随ヒ土地ノ便否モ亦タ自カラ変換スル有リ，故ニ其ノ時際ノ実
況ニ応シ地価ヲ査定シテ税額ヲ増減ス，凡ソ地価ヲ査定シテ税額ヲ更正スルハ三年以外五
年以内ニ於テス，然レトモ非常ノ災異ヲ以テ地形大イニ変換スル有レハ臨時ニ更正スル有
ル可シ。 
第九，地税ノ納期ハ毎歳六月，十一月ノ両次ト為ス，納期ニ至リ地券票ノ税額ヲ地所掛
ノ局署ニ徴収シ丁号書式〈不録〉ノ納完証書ヲ下付ス。 
第十，従前農商ノ借用セル地所モ此ノ規則ニ準シ更ニ一定ノ地券法ヲ施行ス。 
第十一，地租ノ納致及ヒ市街積貯金ノ供出ヲ淹(延か)滞シ，或ハ今者規定スル地券税則
及ヒ市街積貯金ノ例則ニ違犯シ，或ハ今後設定スル規則ヲ遵守セサル者は，其ノ罪状ノ大
小軽重ニ応シ地価十分ノ一以外三分ノ一以内ノ罰金ヲ責徴ス，但タ罪状ノ極メテ重キ者ハ，
其ノ地所及ヒ見存屋舎ヲ官没シ別ニ相当ノ罰責ニ処断ス。 
 市街積金課法ハ之ヲ略ス。 
本項は当時稟議セス，五年四月十三日大蔵大輔井上馨外務大輔寺島宗則ト商議シ暫ク其
ノ施行ヲ中止ス。 
 
 
史料 23 全国 7 開港開市場の規模比較表，外務省調(1888～91 年〈明治 21～24 年〉)をも
とに筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
居留地
外国人人口
雑居地
外国人人口
計
東京 161 120 281
横浜 4,562 ― 4,562
大阪 114 188 302
神戸 320 1,717 2,037
長崎 959 ― 959
新潟 ― 19 19
函館 ― 76 76
合計 6,116 2,102 8,236
居留地面積 雑居地面積 計
東京 27,574 122,368 149,942
横浜 363,413 ― 363,413
大阪 19,051 138,412 157,463
神戸 71,454 755,903 827,357
長崎 105,347 ― 105,347
新潟 ― 816,064 816,064
函館 ― 18,553 18,553
合計 586,841 1,851,321 2,438,143
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史料 26 全国 7 開港開市場における条約，規則等をまとめた年表  
 
 
1854 安政元年（嘉永7年）
1854年11月27日～
1855 安政2年
1856 安政3年
1857 安政4年
1858 安政5年
1858．7．29（安政5．6．19） 日米修好通商条約及貿易章程に署名（萬延1．4．3批准交換）
条文→日本外交年表竝主要文書（上）　p.17
1858．8．18，　19，　26，　10．9（安政5．7．10，　11，　18，　9．3）　それぞれ，オラ
ンダ，ロシア，イギリス，フランスとの条約に署名
安政5．6．19 遊歩規程 （条約節録）神奈川在留外国人遊歩規定ヲ定ム
安政5．6．19 遊歩規程 （条約節録）兵庫在留外国人遊歩規定ヲ約定ス
安政5．6．19 遊歩規程 （条約節録）長崎在留外国人遊歩規定ヲ約定ス
安政5．6．19 遊歩規程 （条約節録）函館在留外国人遊歩規定ヲ約定ス
1859 安政6年
1859．3．5（安政6．2．1） 米総領事ハリス，開港の場所及び使節派遣の延期を抗議．
1859．7．4（安政6．巳末6．2） 横浜開港
1859．7．4（安政6．巳末6．2） 長崎改開港
1859．7．4（安政6．巳末6．2） 函館開港
1859．11．18-19（安政6．10．24-25） 幕府，米佛露蘭使臣に新潟の開港期日（是年12．9）の延期を通告．
1859．12．31（安政6．12．8） 下田港閉鎖
1860 安政7年／萬延元年（1860年 3月18日～）
1860．8　大山p.63 神奈川・地所規則
元治元年11．21改定
神奈川地所規則（「1860年八月在横浜英国，米国，蘭国の各国領事のみが調印」）
・フランスが専管居留地を設けようとしたことに対する，3カ国間での領事規約．日本に
法的拘束力があるものだとは考えられていなかった（大山p.17）
・「当初の地券は，事実上長崎地所規則に付属する書式と同一であり，また地所の配
分方法なども，横浜居留地覚書の締結されるまで，長崎地所規則の諸条項と同一に
扱われる慣行であった．」（大山p.84）
・神奈川地所規則が上海の第２回土地章程（1854）を模範として，市参事会の設置を
主要な項目としたものであることについて．（村田p.20）
1860．9．20（萬延1．8．15） 長崎・地所規則 （条約）長崎地所規則，同貸渡証書調印　条文→日本外交年表竝主要文書（上）
p.21
「神奈川地所規則と同様の基礎」（大山p.17）
第5条，土木基盤整備は土地所有者である日本政府の義務であると定め，9条に，そ
の他街灯，掃除，警察，などの管理は居留地民が管理するものだと定める．（大山
p.46）
1861 萬延2年／文久元年（1861年 2月19日～）
1861．5．2（文久1．3．23） 将軍家茂，佛・蘭・米・英・露５国元首に直書を致し，兩港兩都(兵庫新潟あるいは西海
岸の1港の開港と江戸大阪の開市場．大山p.4より)の開港開市延期を要請
1861．6（文久1．4）(大山p.63) 函館・地所規則
1867．10．15に破棄
函館地所規則十二箇条締結　条文→大山p.297
神奈川地所規則，長崎地所規則と同様の基礎をもつもの.「借地権の形式が定めら
れ，規則に地所の配分や居留地の管治が合意」（大山p.18）
日本が用意するもの（土木インフラ），居留地会議が自治行政のもとで整備するもの
（生活インフラ）が区別される．（大山p.18）
1861．8．14-15（文久1．7．9-10） 老中安藤信行，英公使オールコック及びホープ中将と兩港兩都の開港開市延期及び
対馬事件に関し会談
1861．8．16（文久1．7．11） 幕府，品川御殿山に各国公使館設置を許可
文久元年9 長崎・地所規則・追加 （条約）　同（1860．9．20）規則添書
1862 文久2年
文久2．4．17 長崎・地所規則・追加 （条約）　同（1860．9．20）付録
1862．6．6（文久2．5．9） 竹内遣欧使節等英外相ラッセルと兩港兩都開市開港延期に関する約定に調印（倫敦
覚書）　条文→日本外交年表竝主要文書（上）p.24
1863 文久3年
1864 文久4年／元地元年（1864年 2月20日～）
1864．12．3（元治元年11．5）
（大山p.85）
居留地配分規則 ・「英国，米国，蘭国の各国代表によって，横浜，長崎，函館に共通する居留地分配規
則案が調印」（大山p.85）
・この案に対し幕府は反対．「当時，幕府が同意していたならば，日本の各居留地も，
『国の中の小外国』となっていたものと思われ，幕府がこの案を拒否した態度は賞賛に
値する．」（大山p.86）
・「居留地の拡張･分配およびその後の維持に関して，外国側の権限をいっそう強く明
確化したものに他ならない．」（山田p.21）
居留地の都市整備に関する条約・規則・文書
（貿易，領事館・公使館の設置，外国船による沿岸測量に関する項目を除く．）
（特記無き場合，リスト内の年号が「西暦（和暦）」のものは『日本外交年表竝主要文書』，「和暦のみ」のものは『法規分類大全』による．）
参考
・内閣記録局：法規分類大全，第25巻 外交門4，原書房，1977(復刻原本1891)
・外務省編：日本外交年表竝主要文書（上），明治百年史叢書　第１巻，原書房，1976
・大山梓：旧条約下に於ける開市開港の研究―日本における外国人居留地―，鳳書房，1967
・村田明久：開港7都市の都市計画に関する研究，長崎総合科学大学博士論文，1995
・山田郁子：神戸外国人居留地―自治行政権の考察―，神戸史学会 歴史と神戸，第22巻 第1号，pp.14～30，1983.2
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元治元年11．21 横浜・居留地整備に関
する規約
（条約）横浜居留地覚書
・「横浜居留地に関し，日本が始めて対約者となった国際取極にほかならなかった．」
（大山p.86）
・「外国人借地人の担当として，居留地施設の義務を定め，幕府側は，借地料の2割を
提供し，居留地資金を設けるにいたった．」（大山p.19）
・これにより，居留地資金の交付の下に，居留地の維持および居留地の行政に関し責
任と義務を負担するようになる．この規程を施行するため横浜居留地会議が組織され
る．（大山p.86）
・「いわゆる新居留地が設けられ，また山手居留地の地所の配分を定め，広大なる地
域への発展が予定されていた．」（大山p.20）
・「これにより調練所，競馬場，海軍病院，墓地，屠牛場，士官集会所，食物市場，遊
歩新道の設置が求められた．《図2-4》」（村田p.20）
1865 元地2年／慶応元年（1865年 4月 7日～）
 
1866 慶応2年
慶応2．5．2 横浜・倉庫 （条約）借庫規則
慶応2年 パークスによる出島から浪之平までの遊歩場構想（村田p.38）
慶応2．10．20（1996．11．26）
（村田 p.20）
豚屋火事
「このため居留地整備は大幅に見直され，火災を防ぎ居留地改善を行うため，英国公
使パークスの尽力によって慶応２年11月23日（1866．12．29）に『横浜居留地改造及
び競馬場墓地等約書』が締結された．」（村田p.21）
1866．12．29（慶応2．11．23） 横浜・新居留地以降の
規則を定める
（条約）幕府英米佛蘭使臣と横浜居留地改造及び競馬場墓地等約書調印　条文→大
山p.306
・（条約）横浜居留地覚書から本約書にいたり，「外国人の軍事訓練のための調練場
および居留民のための競馬場の設置」，「税関の波止場より海岸に沿うて弁天で仏国
へ貸与された地所までおよび海岸より大通りまでの地所全部を，内外人の入札で配
分せんとする条項」が廃され，「山手居留地を設けることを」約するにいたった．（大山
p.87）
・「『覚書』の計画内容と比較すると諸工事の落成期限を明記するなど，具体的詳細に
規定されている．彼我公園，60フィートの街路，120フィートの街路，町会所，公会堂，
飛脚所，市中取締役所，龍吐水置場，下水，道路整備，歩行道路，沼地埋立，山手
居留地，山手公園，競馬場，元町居留地が定められ，わが国の近代都市計画の先駆
けをなす計画内容になっている．この横浜居留地改良案は，ウィットフィールドとドーソ
ン共同の土木建築事務所により作成された全体計画図にまとめられ，新埋立居留地
のＹ型道路構成もこの時に計画されている．」（村田 p.21）
・「（この約書により）山手公園の開設と，公開入札による山手地区の外国人住宅地へ
の貸与が決められて山手居留地が本格化した．」（村田p.22）
1867 慶応3年
1867．5．16（慶応3．4．13） 大阪・神戸 （条約）兵庫港併大阪ニ於テ外国人居留地ヲ定ムル取極
・「（大阪居留地については），条約上の開市場として相対借家の雑居地の外，条約外
の居留地設定をも約定したものであった」（大山p.21）
・神奈川，長崎，函館以降は，この取極めの諸条項が準用され，江戸の開市において
は，大阪兵庫外国人居留地約定書で定める自治行政に関する条項とともに，取極め
の基本とされた．（大山p.23）
・「居留地地所の配分には必ず公売方法を採用するとの原則が規定されていた．」（大
山p.35）
・老中各国公使と兵庫大阪の外国人居留地規則案を議定
・「兵庫大阪規定書」の取り交わし。外国側では「兵庫港並びに大阪において外国人
居留地をさだむる取極“Arrangements For The Establishment Of Foreign
Settlements At The Port Of Hiogo At Osaka”」（土居晴夫　神戸居留地史話　リーブ
ル出版　2007）
1867．7．15 横浜における自治権が日本側に移される．（大山p.88）
・1867．6．24，「横浜英国領事庁における外国人借地人会議に際し，居留地管理換
が決定されるにいたった．」
1867．10．15（慶応3．9．18） 函館・前地所規則の改
正
函館港規則書議定　条文→大山p.297
慶応3．10．20 新潟 （条約）新潟及夷港居留取極
・「両所には一区の居留地を設けず，地方官憲の下で雑居する取極となった．」（大山
p.21）
・「特に居留地と定めずと明載されていた．」（大山p.75）
慶応3．10．21 東京・遊歩規定 （条約節録）東京在留外国人遊歩地ヲ約定ス
慶応3．10．29 新潟・遊歩規定 （条約節録）新潟在留外国人遊歩規定
1867．11．16（慶応3．10．21） 江戸・居留地規則 （条約）外国人江戸に居留する取極議定　条文→大山p.314， 内閣記録局　p.1
（慶応3．4．13）と同様の基礎で，かつ，諸条項が準用された規定（大山p.21）
慶応3．10．29（1867．11．24）
（大山p.149）
新潟（上記10．20のも
のと同一か）
新潟佐州夷港外国人居留地取極議定
慶応3．12．7 大阪・開市規則 （条約）大阪表外国人貿易併居留地規則
・開市場としての規則（大山p.6）
1867．12．17（慶応3．11．22） 横浜・居留地規則 （条約）横浜外国人居留地取締規則制定　条文→大山p.319
・居留地自治行政権の返上に伴う規則．（大山p.20）
・これにより外国借地人が行政上の参政権を喪失する結果となった．（大山p.88）
1867．12．23（慶応3．11．28） 幕府江戸鐵砲洲を外国人居留地とす
慶応3 横浜･土地売買規則 （条約）山手売買規則併居留地売買規則
「英国公使のパークスの紹介で英国技師による測量を行い，慶応3年には『山手競売
規則』が制定されて・・」（村田p.22）
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1868 慶応4年／明治元年（1868年 9月 8日～）
明治元年　 築地 （東京府布令）東京開市期日ヲ定メ同所ヘ居住商売ヲ許ス併取締心得
明治元年　 横浜 （条約）地券様式
1868．1．1（慶応３．丁卯12．7） 大阪開市，兵庫開港
慶応3．12．7　 大阪・遊歩規定 （大阪在留外国人貿易併居留規則節録）　大阪在留外国人遊歩規定
明治元年1．17　 築地 鉄砲洲開市に付武家の輩無鑑札ニテ居留地ニ入ルヲ禁ス
明治元年3．7 神戸・雑居地 （伊藤俊助より各国岡士ヘ書簡）兵庫港地面家屋貸渡等ノ書簡
・これにより，借地料，日本人同様の地方税を負担することが決められた．雑居地整備
に使う地方税を取るための約束は，神戸のほかは，東京（明治3．4．3　）のみであっ
た．（大山p.74）
明治1．閏4．14　 長崎・内地旅行 （平戸藩へ指令）不開港場ニテ外国船接待心得方
明治元年6月　 神戸・土地売買 （条約）兵庫大阪居留地所売買箇条　（条約）同地券案
慶応4．3．7 神戸・雑居地 兵庫港にて外国人へ地面家屋を貸渡す等の事に関する書簡
1868．8．7（慶応4．6．19）　 大阪・神戸 大阪兵庫外国人居留地約定書成る　(法規分類大全　p.258)
・これにより居留地自治の条項が定められる．（大山p.22）
・「横浜の『慶応約書』に対し，この『約定書』が神戸の都市計画とインフラ施設の内容
を基本的に決定するものであった．」（伊東孝 近代都市のインフラ施設―文明開化三
都市の比較　鈴木博之他　7近代とは何か　シリーズ都市・建築・歴史　東京大学出版
会　2005　p.169）
・これにより、自治行政の資金源についても定められる。（河合1990）
1868（明治元年戊辰7．15） 大阪改開港
1868．9．1（慶応4．7．15）　 大阪・開港場として規則 （太政官布告）大阪開市場を改めて開港場となす　大阪開港規則同付録（法規分類大
全　p.271）
・開市場の規則（慶応3．12．7）が，第3条の遊歩規程を除き廃案となり，開港場として
の規則に変更（大山p.6）
明治元年7月　 大阪・開港に関する触書 （大阪市中触書）大阪開港ニ付取締　（大阪市中触書）三川番所掟　（大阪府史料抄
録）天保山役所規則
明治1．7．14　 大阪・開港に関する触書 （大阪市中触書）三川番所取締心得　（大阪府史料抄録）安治川改番所規則　（大阪
府史料抄録）木津尻無両川番所規則1868．10．8（慶応4．8．23）　 大阪神戸・地所規則 神戸居留地覚書交換　(法規分類大全　p.301)
・下水の事，橋を架すること，石垣及堤の事．(法規分類大全　p.303)
明治元年10月　 築地 （布告）鉄砲洲居留地外地所家作ヲ外国人ニ貸与を禁ス
明治元年11．4 築地 外国人江戸に居留する取極議定（慶応3．10．21）の一部改定を求める書簡（大山
p.150）
明治元年11．10　 （条約）新潟開港
明治元年11．15　 築地 （東京府布令）東京開市期日ヲ更定ス
明治元年12．2　 築地 （東京府令）東京市中旅店タリトモ外国人止宿ヲ禁ス
明治元年12．4　 築地 （東京府令）南八町堀続新規町割地出店移住を許ス
1869 M2
1869．1．1（明治元年戊辰11月19日）　 東京開市
1869．1．1（明治元年戊辰11月19日）　 新潟開港
明治2．1．19　 横浜・倉庫 （条約）改正借庫規則
明治2．2．5　 築地 （布告）鉄砲洲外国人居留地区域ヲ改ム
・「この拡張はほとんど実施されなかった．」（大山p.150）
M2.2.24 神戸 地所貸借等の規則(法規分類大全　p.310)
1869．5．19（明治2．4．8）　 大阪 大阪開港規則を定む（32．7．17失効）
明治2．4．15　 内地旅行 （外国官へ指令）外国人ニ定規外ノ旅行ヲ許ス
明治2．5．23　 大阪 （大阪府史料抄録）　傳（伝）法川番所規則
明治2．8．25　 新潟・遊歩規定 （新潟局ヨリ水原県へ通牒）水原県外国人遊歩規程ヲ布告ス
明治2．10．8　 新潟・遊歩規定 （新潟出張所ヨリ近傍藩県へ達）同（明治2．8．25）仮定
明治2．10．2　 内地旅行 （小田原藩へ指令）外国人場内其外難立入場所一覧ヲ乞フトキ取扱方
1870 M3
明治3　 内地旅行 （外務省所定）外国人旅行附添ノ者心得方
明治3．2　 神戸・墓地 （兵庫県より外務省へ回答）　外国人墓地旧ニ仍リ無税ニテ貸与
明治3．2．24　 神奈川・遊歩規定 （弁官ヨリ外務省へ回答）神奈川県小田原藩管轄境界ノ榜示杭ヲ改定ス
明治3．4．3　 神戸・競売・地券 （条約）外国人居留規則付録　（条約）居留地地面競売箇条　（条約）居留地地券案
1870．5（大山p.151では6月）．
3（明治2（大山p.22では明治三
年）．4．3）
築地・規則 東京に外国人居留する規則付録を決定す（32．7．17失効）
・「取極中に相対借家の雑居地が，別紙絵図面に朱線で表示され，また居留地が，別
紙絵図面に青色を以って示されていた．」（大山p.151）
・すでに（慶応3．10．21）において，条約上の相対借家の雑居地のほかに，条約外の
居留地をも約していたが，この規則付録中，神戸および大阪の居留地の自治行政と等
しき規則制定の際には協議に応じるべき旨を規程した．（大山p.22）
・「東京に外国人居留する規則付録第１条中，家屋の賃貸期限を・・・，また雑居地内
の道路，下水，溝渠，掘割維持のため，日本人と同様に地方税を納入すべしと合意さ
れた．・・・東京のみで地方税の納税義務を有した．」（大山p.151）
明治3．6　 神戸・墓地 （地券書）清国人墓地ヲ定ム
M3.8.7（開港30年史上，p.420） 神戸・雑居地 （兵庫県→大蔵省）稟議．
（達）地所政府買い上げにつき，譲渡の禁止．M3.12.4に廃止．
1870．8．26 新潟・墓地 （明治3．7．30）　新潟外国人墓地約定書調印
明治3．閏10．12　 東京・遊歩規定 （布告）東京在留外国人遊歩規定
1870．12．5（明治3．（閏10）．
13）
函館・墓地 函館外国人墳墓地證（証）書を議定す（32．7．17失効）
明治3．10．17　 内地旅行 （達）外国公使旅行ノ節心得方
明治3．10．18　 東京・宗教 （布告）外国人東京府内社寺参詣霊秘一覧等心得
明治3．11．22　 横浜・病院 （外務省より神奈川県へ達）疱瘡病院設置
明治3．11．23　（3.11.17（(法
規分類大全　p.304)））
神戸・雑居地 （外務省へ指令）兵庫港相対貸地所改正処分
・
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1871 M4
明治4．2　 神戸・生田川 （兵庫県上申）兵庫港生田川水路ヲ変換シテ居留地を拡ム
1871．4．17（明治4．2．28）　 函館 函館港内經（経）界竝（並）目標規則を定む（32．7．17失効）
明治4．3．15　 神戸・倉庫 （布告）火薬類貯蔵借庫ヲ造立ス
明治4．4．22　 内地旅行 （達第二百十九号）雇外国人地方通行ノ際府藩県ニテ護送
明治4．5．4　 横浜・公園 （条約）横浜山手公園地券
1871．6．21（明治4．5．4）　 横浜・山手 横浜山手公園の地券を定む（32．7．17失効）
明治4．5．20　 築地・墓地 （東京府上申）外国人埋葬地を仮定ス
明治4．7．17　 新潟 （条約）新潟天渡船約定
明治4．8．2　 内地旅行 （枢密大史より京都府へ通達）外国人京都御所拝覧取扱方
明治4．9　 居留地外住居 （外務省へ指令）　各国公使館付書記官別宅寓居ヲ許ス
明治4．9　 居留地外住居 （東京府へ指令）　雇主宅ニ外国人寓居ヲ許ス規則ハ其地方ニテ設定セシム
明治4．12．3　 雑款 （大蔵省達）各港外国人居留地坪敷地価地租等大蔵省ニ届出シム
明治4．12．27　 横浜･墓地 （外務省より神奈川県へ回答）清国人埋葬地ヲ貸与ス
1872 M5
明治5．2．14　 雑款 （開港場使府県ヘ達）居留地外国人ノ居家ニ番号ヲ標記セシム
1872．4．12（明治5．3．5）　 神戸・墓地 兵庫神戸外国人居留地内墓地約定地券書定む（32．7．17失効）
明治5．3．5　 神戸・墓地 （条約）兵庫居留地内墓地ト唱フル地所約定地券書
明治5．4　 内地旅行 （司法省へ指令）雇外国人私用一日ノ旅行該省限允許ス
明治5．4．14　 居留地外住居 （達　第百二十四号）外国人ヘ地所売渡及質入等ヲ禁ス
明治5．7．5　 東京・拡張 （条約）居留地取拡書簡
明治5．8　 横浜 （条約）上屋規則
明治5．9．23　 新潟 （新潟県布達）新潟港荷物揚卸波戸場ヲ定ム
明治5．10．4　 内地旅行 （外務省より左院各省使府へ通牒）雇外国人内地通行免状
明治5．10．27　 内地旅行 （渡会県へ達）同神社参拝取扱方
明治5．11．23　 内地旅行 （布告第三百五十六号）外国人旅行ノ際宿料賃銭等予メ約定セシム
明治5．11．4　 東京 （東京府達）東京府下外国人居留地区内河岸地処分方
1873 M6
明治6．2．2　 大阪 （大阪府史料抄録）大阪波戸場規則規則
1873（明治6）．3．12　 大阪 大阪港經（経）界を各国領事に知照す（32．7．17失効）
明治6．4　 内地旅行 （外務省達無号）外国人無免許ニテ旅行スルモノ処分方
明治6．4．19　 神戸 （兵庫県ヨリ租税察ヘ上申）兵庫雑居地相対貸ノ年限ヲ定ム
明治6．4．18　 函館・遊歩規程 （函館支県達第九十四号）同（安政5．6．19）遊歩地境界ニ標杭ヲ達ツ
明治6．6．22　 内地旅行 （達）雇外国人護衛ヲ廃ス監護ヲ要スル時ハ主任庁ヨリ達ス
明治6．9．23　 新潟 （新潟県令より独逸国領事ヘノ書簡）新潟丸改定規則ニ付書簡
明治6．9．28　 居留地外住居 （史官ヨリ外務省ヘ通知）留学外国人ノ為メニ居留地外住居ヲ許ス
明治6．10．9　 神戸・居留地外住居 （兵庫県へ指令）外国人へ地所相対貸五箇年ヲ以テ期限トナス
明治6．12．12　 居留地外住居 （外務省へ達）各国公使付属并雇外国人居留地外借地ノ件ハ大蔵省ヘ協議セシム
1874 M7
明治7．1．14　 内地旅行 （茨城県へ指令）雇外国人旅行中犯則者処分方
明治7．2．9　 東京・遊歩規定 （外務省より千葉県へ回答）東京府千葉県ニ接スル遊歩境界ヘ高札ヲ揚ク
明治7．4．7　 横浜・公園 （内務省へ達）横浜新埋立地内ニ公園ヲ新設ス
明治7．4．10　 雑款 （開港場使府県へ達）在留清国人民籍牌規則
明治7．5．7　 雑款 （内務省達）各国公使其他所望ノ者ニ証牌ヲ付与ス
明治7．5．15　 内地旅行 （達　第六十三号）同国軍艦ニ東南海岸測量ヲ許ス
明治7．5．31　 内地旅行 （外務省届）外国人内地旅行允準条例
明治7．7．10　 内地旅行 （達　第八十七号）公私雇外国人旅行外務省免状ヲ受ケシム
明治7．8．10　 内地旅行 （内務省達乙第五十号）同旅行身分等級ヲ有スル者ノ外府県ヘ達ニ及ハズ
明治7．8．12　 居留地外住居 （布告第８５号）外国人ヘ家屋地所ヲ貸与スルモノハ約定草案ヲ以伺出シム
明治7．8．19　 居留地外住居 （内務省より府県ヘ内達）各国公使館属員及雇外国人ヘ居留地外於テ地所家屋貸与
ニ付約定案
明治7．8．30　 居留地外住居 （内務省へ指令）同（明治7．8．19）約提案第五条改正
明治7．11．2　 内地旅行 （支部省へ指令）開港場外雇入外国人ハ地方庁協議ノ上遊歩ヲ許ス
明治7．11．12　 雑款 （外務省へ達）清国人へ諸規則告示区別
明治7．11．24　 横浜・倉庫 （条約）神奈川貯庫規則
明治7．11．30　 横浜 （大蔵省へ達）外国人居留地ヲ購ヒ官有地ト為ス
1875 M8
明治8．1．24　 兵庫・遊歩規定 （内務省より兵庫県ヘ指令）兵庫県外国人遊歩規定経界ヲ定ム
明治8．1．27　 横浜・雑款 （外務省届）英佛両国横浜留屯ノ兵隊ヲ解ク
明治8．3．5 神奈川・遊歩規定 （内務省より神奈川県ヘ達）同県下外国人遊歩規定榜示杭箇所
明治8．3．7　 横浜・関連施設 （大蔵省へ達）揮発物貯庫建築併敷地買上
明治8．3．17　 遊歩規程 （工部省へ指令）各地在勤ノ雇外国人遊歩処分
明治8．3．24　 神戸・病院 （内務省へ指令）外国人伝染病院設立地貸与
明治8．4．28　 遊歩規程 （内務省へ指令）広島県雇外国人遊歩規程
明治8．6．14　 内地旅行 （外務省届）外国人旅行免状改正
明治8．7．2　 横浜 （大蔵省へ達）横浜北方村諏訪町焼失跡地ヲ購ヒ居留地トス
明治8．7．18　 内地旅行 （内務省達丙第四十四号）同（明治8．6．14）改正
明治8．8．10　 居留地外住居 （内務省へ指令）各国公使館属員ニ地所家屋貸与手続
明治8．9．2　 横浜 （内務省へ指令）外国人墓所備地ヲ変換シ跡地ヲ佛人ニ貸与ス
明治8．9．19　 神戸・公園 （条約）神戸居留地内ニ公園地取設ケ議定書
明治8．9．21　 神奈川・遊歩規定 （神奈川県より外務省へ回答）同規定（明治8．3．5）中標札新設
明治8．10．30　 函館・遊歩規程 （外務省へ達）同居留外国人森駅迄遊歩ヲ許ス
明治8．11．2　 遊歩規程 （達第百八十九号）外国人遊歩規程内外国人止宿届出方
明治8．12．5　 内地旅行 （内務省達乙第百五十九号）同（明治7．8．10）改正
明治8．12．7　 内地旅行 （内務省達乙第百六十号）外国人従者旅行免状雛形
129 
 
 
  
1876 M9
明治9．2．2　 横浜･倉庫 （大蔵省へ指令）同（明治7．11．24）第16条改正
明治9．3．30　 居留地外住居 （内務省達乙第四十二号）居留地外外国人住居ニ親戚婢僕（召使）ノ外同居ヲ禁ス
明治9．5．25　 兵庫・遊歩規定 （内務省より兵庫県へ指令）同図面（明治8．1．24）調整
明治9．5．27　 横浜 （大蔵省へ達）横浜山手崖地取戻処分
明治9．7．5　 内地旅行 （工部省へ指令）外国人免許ヲ得ルニ非レハ汽車ニテ入京ヲ許サス
明治9．7．26　 横浜･倉庫 （大蔵省へ達）同（明治8．3．7）貯庫増築
明治9．7．28　 内地旅行 （文部省達番外）文部省併直轄学校雇外国人旅行特別ノ取扱ヲ要セサルモノハ府県
明治9．8．15　 内地旅行 （内務省へ達）同入京ヲ許ス
明治9．11．24　 横浜・山手 （内務省へ指令）横浜山手居留地米国人コープランド外一名ニ増地貸与
1877 M10
明治10．3．6　 居留地外住居 （布告第二十七号節録）私雇外国人居留地外住居稟請方
明治10．3．16　 横浜・倉庫 （条約）改正揮発物貯庫規則
明治10．5．11　 内地旅行 （外務省所定）雇外国人各地旅行免状雛形　（同上）官雇出張免状雛形　（同上）官雇
旅行免状雛形　（同上）上陸免状雛形　（同上）私雇外国人職務上出張滞在免状雛形
明治10．8．18　 居留地外住居 （外務省へ指令）外国人幼年修学ノ者居留地外寄留ヲ許ス
明治10．9．1　 築地（東京）・墓地 （外務省へ指令）外国人埋葬地ヲ青山共葬墓地内ニ設置
明治10．10．3　 居留地外住居 （警視庁達第九十三号）私雇外国人開市場外僑寓（仮住まい）ニ付取締方
明治10．10．9　 横浜・居住 （内務省へ指令）横浜元町外国人居留地予備地内住民ニ地券ヲ下付ス
明治10．10．31　 横浜・病院 （大蔵省へ達）外国人避病院地無税貸与
明治10．11．10　 居留地外住居 （外務省へ指令）　私雇外国人居留地外住居外務省ニテ適宜処分
明治10．12．27　 居留地外住居 （東京府達乙第百号）人民雇外国人居留外住居ノ者標札書式
1878 M11
明治11．1．1　 神戸 （条約）税関上屋ノ規則
明治11．3．18　 遊歩規程 （内務省達丙第十二号）違式罪目改正スト雖モ遊歩規程内止宿ハ第百八十九号達に
拠ラスム
明治11．3．26　 長崎・居住区整備 （大蔵省へ達）長崎港居留地内民有明地ノ分ハ作徳金ヲ下付ス
明治11．7．26　 遊歩規程 （警察本署達二ノ第七百四十五号）外国人遊歩規程外ヘ出ス者巡査に於テ取締方
明治11．9．9　 遊歩規程 （達第十四号）遊歩規程内ハ旅籠渡世ノ者ニアラスト雖モ懇親ノ外国人宿泊ヲ許ス
明治10．10．31　 横浜・病院 （大蔵省へ達）外国人避病院地無税貸与
1879 M12
明治12．1．29　 雑款 （外務省より開港場府県へ達）居留外国人戸敷区国籍人員姓氏等外務省ヘ報告方
明治12．2．14　 横浜・関連施設 （大蔵省へ達）同（明治8．3．7　（大蔵省へ達）揮発物貯庫建築併敷地買上）貯庫増
明治12．2．26　 横浜・山手 （大蔵省へ達）横浜山手外国人居留地百二十五番ヘ増地買上
明治12．4．14　 内地旅行 （外務省達送第一号）外国人内地旅行免状請願願手続
明治12．6．26　 横浜・倉庫 （内務省へ指令）同（明治8．3．7）貯庫敷地ヲ官有地第二種官用地ニ編入
明治12．10．9　 内地旅行 （達　第三十八号）旅行免状所持外国人疾病又ハ事故アル時ハ旅籠渡世ニアラサル
明治12．10．23　 内地旅行 （文部省上申）文部省所管学校等雇外国人旅行届を止ム
明治12．11．22　 神奈川・遊歩規定 （外務省より内務省へ回答）同規程（明治8．3．5）線路掲標増設
明治12．12．25　 長崎・遊歩規定 （外務卿ヨリ各国公使へ書簡）長崎遊歩規程取拡書簡
1880 M13
明治13．1．12　 横浜･山手 （大蔵省へ達）山手居留地外ニ於テ牛乳所敷地ヲ独逸人ヘルムニ貸与ス
明治13．3．31　 横浜・競馬場 （外務省より各国公使へ書簡）横浜競馬場約款廃除ノ書簡
明治13．6．14　 横浜・居留区 （大蔵省へ達）北方村地内字杉谷ヲ購ヒ居留地ニ加フ
明治13．9．30　 横浜・墓地 （内務省へ指令）横浜根岸村字中尾ニ外国人墓新設
1881 M14
明治14．1．18　 長崎・墓地 （大蔵省へ達）　外国人墓地新設
明治14．3．12　 横浜・山手 （大蔵省へ達）米国人コープランド増地貸与
明治14．3．22　 横浜・倉庫 （大蔵省へ達）爆発物貯庫新築
明治14．9．24　 内地旅行 （外務省より大阪府兵庫県及神奈川県へ達）大阪兵庫及神奈川港居留ノ英国人旅行
免状出願各国人同一ノ手続ニ改ム
明治14．10．7　 横浜・関連施設 （大蔵省へ達）居留地外於テ牛乳製造所ヲ英国人ニ貸与ス
1882 M15
明治15．4．5　 雑款 （外務省より開港場府県へ達）本邦へ渡来ノ軍艦海上射的上陸練兵等地方県ノ許可
ヲ受ケシム
1883 M16
明治16．4　 横浜・倉庫 （条約）爆発物貯庫規則
明治16．4．26　 居留地外居住 （警視庁達第三十二号）外国人居留地外泊ノ者取締方
明治16．5．31　 横浜・病院 （大蔵省へ達）神奈川県下清国人避病院増地ヲ貸与ス
明治16．6．9　 横浜・倉庫 （大蔵省へ達）同（明治8．3．7）貯庫増築
明治16．8．23　 新潟・遊歩規程 （新潟県ヨリ外務省へ届）同（明治2．10．8）規程標ヲ建設ス
明治16．8．31　 横浜・倉庫 （大蔵省へ達）同上（明治16．6．9）貯庫増築
1884 M17
1885 M18
1886 M19
1887 M20
明治20．11．18　 内地旅行 （外務省稟議）旅行免状所持ノ外国人途中ニテ宣教スルヲ許ス
明治20．12．3　 長崎・遊歩規定 （長崎県ヨリ外務内務両省へ届）同規程（明治12．12．25）中目標ヲ改健ス
1888 M21
明治21．2．25（大山p.119） 神戸山手 神戸山手宅地税取極書調印→大山p.119，259(法規分類大全　p.305)
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より。 
史料 14：「The Hiogo News 69 年 12 月 15 日号，鈴木雄雅監修：初期新聞全集，ぺりかん社，2000」
より。 
史料 15：「The Hiogo News 72 年 1 月 3 日号，鈴木雄雅監修：初期新聞全集，ぺりかん社，2000」よ
り。 
史料 16：「1878 年 8 月 21 日居留地会議議事録(The Hiogo News 78 年 8 月 24 日号)，鈴木雄雅監修：
初期新聞全集，ぺりかん社，2000」より。 
史料 17：「内閣記録局：法規分類大全，第 25 巻 外交門 4，原書房，1977(復刻原本 1891)，pp.241～
243」より転載した。タイトルについても同文献の表記に従った。なお文中の()は筆者による。 
史料 18：「内閣記録局：法規分類大全，第 25 巻 外交門 4，原書房，1977(復刻原本 1891)，pp.297～
298」より転載した。なお文中の()は筆者による。 
史料 19：「The Hiogo & Osaka Herald 68 年 4 月 4 日号，鈴木雄雅監修：初期新聞全集，ぺりかん
社，2000」より。 
史料 20：「内閣記録局：法規分類大全，第 25 巻 外交門 4，原書房，1977(復刻原本 1891)，pp.258～
259」より転載した。 
史料 21：「大蔵省：大蔵省沿革志(上巻)，大蔵省編：明治前期財政経済史料集成 第２巻，明治文献
資料刊行会，pp.1～585，1962，pp.210～211」より。文献中冒頭に「(明治元年)七月八日(68 年 8
月 25 日)，外国官大坂，兵庫二港外国人居留地競価貸与条款ヲ約定ス。」とある。なお文中の()は
筆者による。 
史料 22：「大蔵省：大蔵省沿革志(上巻)，大蔵省編：明治前期財政経済史料集成 第２巻，明治文献
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資料刊行会，pp.1～585，1962，pp.345～347」より。なお文中の()は筆者によるもので，〈〉は原
文のものである。 
史料 23：「外務省：在本邦外国人居留地関係雑件，外務省記録 3-12-2-61，外務省外交史料館所蔵」
より。 
史料 24：図注（）内の数値は借家･蔵の貸借契約の件数を示す。1870 年(明治 3 年)の雑居地範囲に
ついては「外務省：神戸雑居地及山手地所地租改正一件，外務省記録 3-14-2-14 冊 No.1，外務省
外交史料館蔵」を，1883 年(明治 16 年)の雑居地範囲については「洲脇一郎：外国人と土地所有
権，神戸市立博物館研究紀要，14 号，1998」の翻刻史料をもとに作成した。後者の翻刻原本は「外
務省：神戸大阪両港外国人居留地並雑居地及神戸山手永代借地雑居地地租徴収取調に関する参考
書，外務省記録 3-14-2-1 冊 No.2，外務省外交史料館所蔵」である。ただし，居留地の数値につ
いては，両年ともに 1868 年(明治元年)から 1873 年(明治 6 年)までに行われた居留地競売区画の
落札者名簿をもとに作成した件数が表示されている。1870 年(明治 3 年)時点の情報は，競売後間
もないこともありほぼこれに近いといえるが，1883 年(明治 16 年)の情報については，1873 年(明
治 6 年)以降の契約者の変化は反映されていないことに注意。 
史料 25：「The Hiogo News，The Hiogo & Osaka Herald，鈴木雄雅監修：初期新聞全集，ぺりかん
社，2000」に掲載されている各団体の会合議事録をもとに作成。 
史料 26：表中冒頭参照のこと。 
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公表論文一覧 
本博士論文は以下の公表論文により構成される。 
 
第１章は次の論文からなる。 
小代薫：明治初期の神戸「内外人雑居地」における公共施設の整備過程 ―神戸開港場
における内外人住民の自治活動と近代都市環境の形成に関する研究 その１―． 日本
建築学会 計画系論文集，79 巻(695 号)，269-277，2014 年 1 月 
 
第２章は次の論文からなる。 
小代薫：明治初期の神戸「内外人雑居地」における外国人による土地取得の推移と日本
人による都市整備過程 ―神戸開港場における内外人住民の自治活動と近代都市環境
の形成に関する研究 その２―．（日本建築学会 計画系論文集，2013 年 12 月 10 日投
稿，現在査読中。） 
 
第３章は次の論文からなる。 
小代薫：神戸外国人居留地における外国人の自治活動と居留地整備過程 ―神戸開港場
における内外人住民の自治活動と近代都市環境の形成に関する研究 その３―．（日本
建築学会 計画系論文集，2014 年 3 月 10 日 投稿予定） 
 
補章は次の論文からなる。 
KOSHIRO Kaoru：Studies on the Modernization of city in Japan at the Meiji era. 
東アジア建築史学会 論文集 WhoseEA，2009 年号，Ⅱ245-252，2009 年 4 月 
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